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１管理業者による管理者の方式 

１-１監事会型（監事 3人以上）管理規約モデル 

 

マンション標準管理規約（単棟型） モデル（監事会型・監事 3人以上 変更案） 

◯◯マンション管理規約 

第１章 総則  

第 9章 管理者選任の場合の規定 

第 73 条 管理組合において管理者を選任する場合においては、第 1 章から第 8

章までを次の章のとおり準用し、又は適用する。 

 

✓ 管理者退任の場合や、通常決議で後戻りできるように、理事会の規約を準用す

る形式をとる。 

（目的） 

第１条 この規約は、○○マンションの管理又は使用に関する事項等につい

て定めることにより、区分所有者の共同の利益を増進し、良好な住環境を確

保することを目的とする。 

変更不要 

（定義） 

第２条 この規約において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 区分所有権 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下「区分所有法」という。）第２条第１項の区分所有権をいう。 

二 区分所有者 区分所有法第２条第２項の区分所有者をいう。 

三 占有者 区分所有法第６条第３項の占有者をいう。 

四 専有部分 区分所有法第２条第３項の専有部分をいう。 

五 共用部分 区分所有法第２条第４項の共用部分をいう。 

六 敷地 区分所有法第２条第５項の建物の敷地をいう。 

第 74 条 管理者を選任する場合においては、第 2 条に「十二 関係会社 会社

計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 2 条第 3 項 25 号にいう関係会社を

いう。」を追記して準用する。 
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七 共用部分等 共用部分及び附属施設をいう。 

八 専用使用権 敷地及び共用部分等の一部について、特定の区分所有者が排

他的に使用できる権利をいう。 

九 専用使用部分 専用使用権の対象となっている敷地及び共用部分等の部分

をいう。 

十 電磁的方法 電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に定めるものをいう。 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気

通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに当該情報が記録されるもの 

ロ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録し

ておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したもの（以

下「電磁的記録」という。）を交付する方法 

十一 WEB 会議システム等 電気通信回線を介して、即時性及び双方向性を

備えた映像及び音声の通信を行うことができる会議システム等をいう。 

 

 

 

 

 

（規約及び総会の決議の遵守義務） 

第３条 区分所有者は、円滑な共同生活を維持するため、この規約及び総会

の決議を誠実に遵守しなければならない。 

２ 区分所有者は、同居する者に対してこの規約及び総会の決議を遵守させ

なければならない。 

変更不要 

（対象物件の範囲） 

第４条 この規約の対象となる物件の範囲は、別表第１に記載された敷地、

建物及び附属施設（以下「対象物件」という。）とする。 

変更不要 

（規約及び総会の決議の効力） 

第５条 この規約及び総会の決議は、区分所有者の包括承継人及び特定承継

人に対しても、その効力を有する。 

２ 占有者は、対象物件の使用方法につき、区分所有者がこの規約及び総会

変更不要 
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の決議に基づいて負う義務と同一の義務を負う。 

（管理組合） 

第６条 区分所有者は、区分所有法第３条に定める建物並びにその敷地及び

附属施設の管理を行うための団体として、第１条に定める目的を達成するた

め、区分所有者全員をもって○○マンション管理組合（以下「管理組合」と

いう。）を構成する。 

２ 管理組合は、事務所を○○内に置く。 

３ 管理組合の業務、組織等については、第６章に定めるところによる。 

変更不要 

第２章 専有部分等の範囲  

（専有部分の範囲） 

第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付

した住戸とする。 

２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおり

とする。 

一 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 

二 玄関扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 

三 窓枠及び窓ガラスは、専有部分に含まれないものとする。 

３ 第１項又は前項の専有部分の専用に供される設備のうち共用部分内にあ

る部分以外のものは、専有部分とする。 

変更不要 

（共用部分の範囲） 

第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとす

る。 

変更不要 

第３章 敷地及び共用部分等の共有  

（共有） 

第９条 対象物件のうち敷地及び共用部分等は、区分所有者の共有とする。 

変更不要 

（共有持分） 

第１０条 各区分所有者の共有持分は、別表第３に掲げるとおりとする。 

変更不要 

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 区分所有者は、敷地又は共用部分等の分割を請求することはでき

変更不要 
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ない。 

２ 区分所有者は、専有部分と敷地及び共用部分等の共有持分とを分離して

譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない。 

第４章 用法  

〔※住宅宿泊事業に使用することを可能とする場合、禁止する場合に応じ

て、次のように規定〕 

(ア)住宅宿泊事業を可能とする場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用することができる。 

 

(イ)住宅宿泊事業を禁止する場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用してはならない。 

変更不要 

（敷地及び共用部分等の用法） 

第１３条 区分所有者は、敷地及び共用部分等をそれぞれの通常の用法に従

って使用しなければならない。 

変更不要 

（バルコニー等の専用使用権） 

第１４条 区分所有者は、別表第４に掲げるバルコニー、玄関扉、窓枠、窓

ガラス、一階に面する庭及び屋上テラス（以下この条、第２１条第１項及び

別表第４において「バルコニー等」という。）について、同表に掲げるとお

り、専用使用権を有することを承認する。 

２ 一階に面する庭について専用使用権を有している者は、別に定めるとこ 

ろにより、管理組合に専用使用料を納入しなければならない。 

変更不要 
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３ 区分所有者から専有部分の貸与を受けた者は、その区分所有者が専用使

用権を有しているバルコニー等を使用することができる。 

（駐車場の使用） 

第１５条 管理組合は、別添の図に示す駐車場について、特定の区分所有者

に駐車場使用契約により使用させることができる。 

２ 前項により駐車場を使用している者は、別に定めるところにより、管理

組合に駐車場使用料を納入しなければならない。 

３ 区分所有者がその所有する専有部分を、他の区分所有者又は第三者に譲

渡又は貸与したときは、その区分所有者の駐車場使用契約は効力を失う。 

変更不要 

（敷地及び共用部分等の第三者の使用） 

第１６条 管理組合は、次に掲げる敷地及び共用部分等の一部を、それぞれ

当該各号に掲げる者に使用させることができる。 

一 管理事務室、管理用倉庫、機械室その他対象物件の管理の執行上必要な

施設 管理事務（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２

年法律第１４９号。以下「適正化法」という。）第２条第六号の「管理事

務」をいう。）を受託し、又は請け負った者 

二 電気室 対象物件に電気を供給する設備を維持し、及び運用する事業者 

三 ガスガバナー 当該設備を維持し、及び運用する事業者 

２ 前項に掲げるもののほか、管理組合は、総会の決議を経て、敷地及び共

用部分等（駐車場及び専用使用部分を除く。）の一部について、第三者に使

用させることができる。 

変更不要 

 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おうとす

るときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下同

第 75 条 管理者を選任する場合においては、第 17 条第 1 項、2 項、3 項、5

項、7 項において、「理事長」とあるのを「管理者」として、第 17 条 3 項におい

て、「理事会」とあるのを「監事会」として、準用する。 
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じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おう 

とするときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下

同じ。）にその旨を申請し、書面又は電磁的方法による承認を受けなければ

ならない。 

 

２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付

した申請書を理事長に提出しなければならない。 

３ 理事長は、第１項の規定による申請について、理事会（第５１条に定め

る理事会をいう。以下同じ。）の決議により、その承認又は不承認を決定し

なければならない。 

４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、

専有部分の修繕等に係る共用部分の工事を行うことができる。 

５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内におい

て、修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合に

おいて、区分所有者は、正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は

他の専有部分に影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責任

と負担により必要な措置をとらなければならない。 

７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入

り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭気等工事の実施中における

共用部分又は他の専有部分への影響について管理組合が事前に把握する必要

があるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長にその旨を届け出な

ければならない。 
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（使用細則） 

第１８条 対象物件の使用については、別に使用細則を定めるものとする。 

変更不要 

（専有部分の貸与） 

第１９条 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、この

規約及び使用細則に定める事項をその第三者に遵守させなければならない。 

２ 前項の場合において、区分所有者は、その貸与に係る契約にこの規約及

び使用細則に定める事項を遵守する旨の条項を定めるとともに、契約の相手

方にこの規約及び使用細則に定める事項を遵守する旨の誓約書を管理組合に

提出させなければならない。 

 

変更不要 

〔※専有部分の貸与に関し、暴力団員への貸与を禁止する旨の規約の規定を

定める場合〕 

（暴力団員の排除） 

第１９条の２ 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、

前条に定めるもののほか、次に掲げる内容を含む条項をその貸与に係る契約

に定めなければならない。 

一 契約の相手方が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第六号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約

すること。 

二 契約の相手方が暴力団員であることが判明した場合には、何らの催告を

要せずして、区分所有者は当該契約を解約することができること。 

三 区分所有者が前号の解約権を行使しないときは、管理組合は、区分所有

者に代理して解約権を行使することができること。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

使を管理組合に認める旨の書面の提出をするとともに、契約の相手方に暴力

変更不要 
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団員ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨

の誓約書を管理組合に提出させなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

使を管理組合に認める旨の書面の提出（当該書面に記載すべき事項の電磁的

方法による提供を含む。）をするとともに、契約の相手方に暴力団員ではな

いこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨の誓約書を

管理組合に提出させなければならない。 

第５章 管理 

第１節 総則 

 

（区分所有者の責務） 

第２０条 区分所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進

を図るため、常に適正な管理を行うよう努めなければならない。 

第 76 条 管理者を選任する場合においては、第 20 条において、第 2 項として

「区分所有者は、専門委員会に一つ以上所属するように努めなければならない。」

を追加。 

 

✓ パブコメで、一つ以上の委員をするとの意見があり、理事会がなくなった場合

の組合の活発化のための一つの方策として考えられる。修繕、防災、コミュニ

ティ、規約改正、ペット、植栽、渉外（第 32 条 11 号関係）等、様々なもの

が考えられる。 

（敷地及び共用部分等の管理） 

第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負

担においてこれを行うものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分

所有法第１８条第１項ただし書の「保存行為」をいう。以下同じ。）のう

ち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と

負担においてこれを行わなければならない。 

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を

共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行う

ことができる。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

第 77条 管理者を選任する場合において、第 21条第 3項、第 6項につき、「理

事長」とあるのを「管理者」とし、「総会又は理事会の決議」とあるのを「総会の

決議」とし、「災害等」とあるのを「災害・事故等」とし、同項末尾に「又、災害

の場合において、管理者と連絡が取れないときは、区分所有者は、監事に申請し

て書面による承認を受けて、敷地及び共用部分等の保存行為を行うことができ

る。」と追加し、同条第 7 項を「管理者は、 1 件あたり取引の金額が○万円以下

の契約の場合に限り 、管理者の判断で保存行為を実施できるものとする。ただ

し、管理者は、管理行為及び変更行為については、総会の決議によって、当該各

行為実施することができる。」を追加して準用する。 
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(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の保存行為を行う

ことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じている場合に、当該

専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊急を要するもの

であるときは、この限りでない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面又は電磁的方法による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の

保存行為を行うことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じてい

る場合に、当該専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊

急を要するものであるときは、この限りでない。 

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する。 

 

４ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「保存行為」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕等の工事後

に、当該工事」とあるのは「第２１条第３項の承認を受けた保存行為後に、

当該保存行為」と読み替えるものとする。 

５ 第３項の規定に違反して保存行為を行った場合には、当該保存行為に要

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する 

６ 理事長は、災害等の緊急時においては、総会又は理事会の決議によらず

に、敷地及び共用部分等の必要な保存行為を行うことができる。 

✓ 管理者が独断で出来るのは、保存行為と限定すべきであり、変更行為は承認を

得て実施すべきである。 

✓ 東日本大震災時において、管理会社が管理業務を遂行出来なかったという事態

が生じていたという事であり、その時には、監事（いずれか一名）の承認を経

て、区分所有者で保存行為を実施できることとした。 

✓ 予備費の範囲内で（戸当たり 1 万円程度を目安として）、保存行為について独

断で工事できてよいと考えるが、例えば、漏水工事で保険が出るのが分かって

いるのに、総会を待たないと対応が全くできないというのも、都合が悪く、災

害等の緊急時に限らず、急迫の必要性がある場合には、保存行為を認めてもい

い。 

 

（窓ガラス等の改良） 

第２２条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他

の開口部に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向

上等に資するものについては、管理組合がその責任と負担において、計画修

第 78 条 管理者を選任する場合において、第 22 条第 2 項につき、「理事長」と

あるのを「管理者」として、準用する。 
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繕としてこれを実施するものとする。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面による承認を受けることにより、当該

工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面又は電磁的方法による承認を受けるこ

とにより、当該工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することが

できる。 

 

３ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「第２２条第２項の工事」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕

等の工事」とあるのは「第２２条第２項の承認を受けた工事」と読み替える

ものとする。 

（必要箇所への立入り） 

第２３条 前２条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内に

おいて、他の者が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求する

ことができる。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否

してはならない。 

３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果

生じた損害を賠償しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は、災害、事故等が発生した場合で

あって、緊急に立ち入らないと共用部分等又は他の専有部分に対して物理的

に又は機能上重大な影響を与えるおそれがあるときは、専有部分又は専用使

第 79 条 管理者を選任する場合においては、第 23 条第 4 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として準用する。 
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用部分に自ら立ち入り、又は委任した者に立ち入らせることができる。 

５ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければな

らない。 

（損害保険） 

第２４条 区分所有者は、共用部分等に関し、管理組合が火災保険、地震保

険その他の損害保険の契約を締結することを承認する。 

２ 理事長は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、区分

所有者を代理する。 

第 80 条 管理者を選任する場合においては、第 24 条第 2 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として、準用する。 

第２節 費用の負担  

（管理費等） 

第２５条 区分所有者は、敷地及び共用部分等の管理に要する経費に充てる

ため、次の費用（以下「管理費等」という。）を管理組合に納入しなければ

ならない。 

一 管理費 

二 修繕積立金 

２ 管理費等の額については、各区分所有者の共用部分の共有持分に応じて

算出するものとする。 

変更不要 

（承継人に対する債権の行使） 

第２６条 管理組合が管理費等について有する債権は、区分所有者の特定承

継人に対しても行うことができる。 

変更不要 

（管理費） 

第２７条 管理費は、次の各号に掲げる通常の管理に要する経費に充当す

る。 

一 管理員人件費 

二 公租公課 

三 共用設備の保守維持費及び運転費 

四 備品費、通信費その他の事務費 

五 共用部分等に係る火災保険料、地震保険料その他の損害保険料 

六 経常的な補修費 

変更不要 
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七 清掃費、消毒費及びごみ処理費 

八 委託業務費 

九 専門的知識を有する者の活用に要する費用 

十 管理組合の運営に要する費用 

十一 その他第３２条に定める業務に要する費用（次条に規定する経費を除

く。） 

（修繕積立金） 

第２８条 管理組合は、各区分所有者が納入する修繕積立金を積み立てるも

のとし、積み立てた修繕積立金は、次の各号に掲げる特別の管理に要する 

経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕 

二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 

三 敷地及び共用部分等の変更 

四 建物の建替え及びマンション敷地売却（以下「建替え等」という。） 

に係る合意形成に必要となる事項の調査 

五 その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のため

に特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第６２条第１項の建替え決議（以下「建

替え決議」という。）又は建替えに関する区分所有者全員の合意の後であっ

ても、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８

号。以下「円滑化法」という。）第９条のマンション建替組合の設立の認可

又は円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可までの間において、建物

の建替えに係る計画又は設計等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え 

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション敷地売却

決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後であっても、円滑化

法第１２０条のマンション敷地売却組合の設立の認可までの間において、マ

変更不要 
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ンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時にマンション敷地売却

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

４ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕

積立金をもってその償還に充てることができる。 

５ 修繕積立金については、管理費とは区分して経理しなければならない。 

（使用料） 

第２９条 駐車場使用料その他の敷地及び共用部分等に係る使用料（以下

「使用料」という。）は、それらの管理に要する費用に充てるほか、修繕積

立金として積み立てる。 

変更不要 

第６章 管理組合 

第１節 組合員 

 

（組合員の資格） 

第３０条 組合員の資格は、区分所有者となったときに取得し、区分所有者

でなくなったときに喪失する。 

変更不要 

第２節 管理組合の業務  

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面により管理組合に届け出なければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面又は電磁的方法により管理組合に届け出なければならない。 

変更不要 

（業務） 第 81条 管理者を選任する場合においては、第 32条において、「十六 地域コ
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第３２条 管理組合は、建物並びにその敷地及び附属施設の管理のため、次

の各号に掲げる業務を行う。 

一 管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条におい

て「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処

理 

二 組合管理部分の修繕 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理 

四 建替え等に係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務 

五 適正化法第１０３条第１項に定める、宅地建物取引業者から交付を受け

た設計図書の管理 

六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 

七 共用部分等に係る火災保険、地震保険その他の損害保険に関する業務 

八 区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当

であると認められる管理行為 

九 敷地及び共用部分等の変更及び運営 

十 修繕積立金の運用 

十一 官公署、町内会等との渉外業務 

十二 マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住環

境の維持及び向上に関する業務 

十三 広報及び連絡業務 

十四 管理組合の消滅時における残余財産の清算 

十五 その他建物並びにその敷地及び附属施設の管理に関する業務 

ミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成」「十七 本マンションの居

住者当の福祉に関する業務（バリアフリーなど高齢者、障碍者対策等）」を追記し

て、準用する。 

 

✓ 管理者型において、コミュニティが希薄になることを防ぐために、マンション

内における親睦を図ることの一例として、福管連モデル（令和 5 年 6 月版）

を参考として、管理組合の業務に加えることが考えられる。 

✓ 11 号につき、改訂ガイドラインでは、「管理者の権限とすることのほか、区

分所有者の意思を反映するための機関を設置する場合は、当該機関の業務とす

ることが考えられる。」とのコメントがある。一つの例として、官公署、町内

会等との渉外業務について、専門委員会を立ち上げることも考えられる。 

（業務の委託等） 

第３３条 管理組合は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管

理業者（適正化法第２条第八号の「マンション管理業者」をいう。）等第三

者に委託し、又は請け負わせて執行することができる。 

変更不要 

 

（専門的知識を有する者の活用） 

第３４条 管理組合は、マンション管理士（適正化法第２条第五号の「マン

ション管理士」をいう。）その他マンション管理に関する各分野の専門的知

第 82条 管理者を選任する場合においては、第 34条に「２ 前項の規定は、監

事又は監事会が、その業務に必要な範囲において、準用する。ただし、監事又は

監事会は、監事会の決議をもって、管理組合に対し費用の弁償を求めることが出
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識を有する者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、相談

したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができる。 

来る」と追加して、準用する。 

 

✓ 監事又は監事会が十分に機能できるために、自らの判断で、専門家の助言等を

得られるようにすべきであり、そのための支出も、監事又は監事会の判断で認

められるべきである。 

第３節 役員 第 3節 役員等 

 

✓ 管理者を役員といえるのか疑問が残り、「等」とした。 

（役員） 

第３５条 管理組合に次の役員を置く。 

一 理事長 

二 副理事長 ○名 

三 会計担当理事 ○名 

四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○名 

五 監事 ○名 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、組合員のうちから選任し、又は

解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

 

(ア)外部専門家を役員として選任できることとする場合 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

４ 組合員以外の者から理事又は監事を選任する場合の選任方法については

細則で定める。 

第 83条 

管理者を選任する場合においては、第 35条、第 36条及び第 36条の 2を適用し

ないものとし、第 83条の 2から第 83条の 7を適用する。 

 

（管理者の選任・解任） 

第 83条の 2 管理組合に、管理者を１名置く。 

２ 管理者は総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 前項の場合に、管理者となろうとする者が、管理組合の管理業務を行ってい

る場合には、選任にあたって、当該管理業務の委託が、自己契約にあたること、

及びこれによって生じるリスクを正しく説明するとともに、その業務内容、契約

期間、契約額、その他必要な事項を定めた業務委託契約を締結することについて

併せて総会で決議をし、当該外部専門家との間で業務委託契約を締結しなければ

ならない。 

４ 管理者選任の選任方法については細則で定める。 

５ 管理者となろうとする者が法人である場合には、管理者業務の職務担当者の

所属する部署名、役職名、氏名を総会において報告する。ただし、当該法人にお

ける管理者業務と管理業務の担当する職務担当者は同一でないものを指定しなけ

ればならない。 

６ 前項本文の場合において、当該職務担当者が、退職、休職、配置転換その他

これらに準ずる事由により管理者の業務を担当できなくなった場合には、遅滞な

く、区分所有者全員に対して、その旨及び新しい職務担当者の所属する部署名、



17 

 

役職名、氏名を通知する。 

 

 

✓ 5項は、届出でもいい。 

✓ 解任後の引継ぎについては、委任契約書にも定めるべき。 

新設 （監事の選任・解任） 

第 83条の 3 管理組合に、監事○名を置く。ただし、監事のうち○名は外部専門

家とし、○名は居住する組合員のうちから選任する。 

２ 監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。  

３ 組合員以外の者から監事を選任する場合の選任方法については細則で定める。 

 

✓ 3項につき、外部専門家活用ガイドラインによる。 

 

（役員の任期） 

第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するま

での間引き続きその職務を行う。 

４ 役員が組合員でなくなった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

ア 外部専門家を役員として選任できることとする場合 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなくなった場

合には、その役員はその地位を失う。 

（管理者の任期） 

第 83条の 4 管理者の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 管理者が任期の満了又は辞任によって退任するときは、後任の管理者が就任

するまでの間又は理事会が発足するまでの間、引き続きその職務を行い、業務を

引き継ぐ義務を負う。 

３ 前項の場合において、管理者が退任する場合は、少なくとも、3 カ月前に全

組合員に対し通知しなければならない。 

 

新設 （監事の任期） 

第 83条の 5 監事の任期は〇年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する監事は、後任の監事が就任するまでの間

引き続きその職務を行う。 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった監事が組合員でなくなった場合に
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は、その監事はその地位を失う。 

 

✓ 管理者と異なり、継続性の観点から、任期を 2 年以上として、監事の総入れ

替えではなく、一部入れ替えが望ましい。 

 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となることができ

ない。 

一 精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な

認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を

得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者をいう。） 

 

（管理者の欠格条項） 

第 83 条の 6 次の各号のいずれかに該当する者は、管理者となることができな

い。 

一 精神の機能の障害により管理者の職務を適正に執行するに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ない

もの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

をいう。） 

四 マンション管理士の登録の取消し又は当該専門分野に係る資格についてこれ

と同様の処分を受けた者 

五 法人から派遣を受けた者である場合、次のイ又はロいずれかに該当する法人

から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は申立てを受け

たとき 

２ 管理者が法人である場合には、次の各号のいずれかに該当する者は、管理者

となることができない。 

一 管理者が銀行の取引を停止されたとき、若しくは破産、会社 

更生、民事再生の申し立てをしたとき、又は管理者について 

破産、会社更生、民事再生の申し立てがされたとき 

二 管理者が合併又は破産以外の事由により解散したとき 
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三 マンション管理業者としての登録が取り消されたとき 

 （監事の欠格条項） 

第 83条の 7 次の各号のいずれかに該当する者は、監事となることができない。 

一 精神の機能の障害により監事の職務を適正に執行するに当たって必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

いう。） 

（役員の誠実義務等） 

第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則

等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実に

その職務を遂行するものとする。 

２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費

の支払と報酬を受けることができる。 

 

第 84 条 管理者を選任する場合においては、第 37 条 1 項に、「理事会」とある

のを「監事会」として、準用する。 

 

 

新設 （管理者の誠実義務等） 

第 85 条 管理者は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則等」

という。）並びに総会の決議に従い、組合員のため、誠実にその職務を遂行するも

のとする。 

２ 管理者は、前項に加え、管理組合との間で締結する管理者業務委託契約書の

規定を併せて遵守しなければならない。 

３ 乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若しくは

その他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲以外の者から収受し、

又は供与してはならない 

４ 乙が前３項に違反した場合は、甲は、損害賠償の請求に加えて、定額業務報酬

の○カ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

５ 乙が３項に違反した場合は、甲は、乙が甲以外の者から得た利益を損害額と

みなすことができる。 
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✓ 3 項以下は、外部専門家の活用ガイドラインを参考にしたものであるが、3 項

において他の機関の承認を得たとしても許容すべきでなく、禁止とした。 

 

（利益相反取引の防止） 

第３７条の２ 役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引に

つき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との利益が

相反する取引をしようとするとき。 

 

第 86 条 管理者を選任する場合においては、第 37 条の 2 に、「理事会」とある

のを「総会」として、準用する。 

 （利益相反取引の防止） 

第 87 条 管理者は、次に掲げる場合には、総会において、当該取引につき重要な

事実（取引の相手方、目的物、数量、価格、取引期間、 利益相反取引等を行う理

由、 取引による利益など、取引内容の中で、承認すべきか否かの判断に資する部

分等）を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 管理者が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が管理者以外の者との間において管理組合と当該管理者との利益が相

反する取引をしようとするとき。 

三 管理者の関係会社が管理組合と取引をしようとするとき。 

２ 前項の場合においては、監事会の決議によって指名された監事が管理組合を

代表する。 

 

✓ 管理者は、大規模修繕工事について、受注できないとすることも検討されるべ

きである。 

✓ 改訂ガイドラインにおいて、「※ 利益相反取引等を行おうとする場合に総会に

おいて説明すべき重要な事実としては、 取引の相手方、目的物、数量、価

格、取引期間、 利益相反取引等を行う理由、 取引による利益など、取引内容

の中で、承認すべきか否かの判断に資する部分が考えられる。」との記載があ
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る。 

✓ 関係会社との取引については、利益相反として扱い、重要な事実と総会での承

認事項とした。 

✓ 利益相反の場合において、管理者自らが契約することは望ましくなく、監事が

契約することとした。 

（理事長） 

第３８条 理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各

号に掲げる業務を遂行する。 

一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長の職務

として定められた事項 

二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

３ 理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理

組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 理事長は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなけ

ればならない。 

５ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部を委任

することができる。 

６ 管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表

権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合

を代表する。 

 

第 88条 管理者を選任する場合においては、第 38条 1項 3項 4項 6項におい

て、「理事長」とあるのを「管理者」とし、同条 1 項 2 号及び 4 項の「理事会」

とあるのを「監事会」とし、第 38条 2項及び 5項を適用しないものとする。 

 

 

✓ 理事長と異なり、管理者のみなし規定は不要であり、2 項を削除し、また、他

に理事がいないことから、5項の委任規定も削除する。 

 

（副理事長） 

第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その

職務を代理し、理事長が欠けたときは、その職務を行う。 

第 89 条 管理者を選任する場合においては、第 39 条及び第 40 条を適用しな

い。 

（理事） 

第４０条 理事は、理事会を構成し、理事会の定めるところに従い、管理組

合の業務を担当する。 

２ 理事は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

削除 
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発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 

３ 会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行

う。 

（監事） 

第４１条 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し、その結

果を総会に報告しなければならない。 

２ 監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職員に対

して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をすることができ

る。 

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認

めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなけ

ればならない。 

５ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若しくは理事会の

決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞

なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

６ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理

事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

７ 前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日

から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない

場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 

第 90 条 管理者を選任する場合において、第 41 条 1 項の末尾に「ただし、監

事会があるときは、これを監事会による監査報告によって代えることができる。」

を追加し、同条 2 項に、「理事」とあるのを「管理者」とし、「職員」とあるのを

「職員及び管理業務の委託を受けた者」とし、同条 5 項に「理事」とあるのを

「管理者、他の監事又は管理業務の委託を受けた者」とし、「総会の決議若しくは

理事会の決議」とあるのを「総会の決議」とし、同条 6 項に「理事長に対し、理

事会の招集を請求することができる。」とあるのを「監事会の決議によって、総会

の招集することができる。」として準用し、同条 4 項及び 7 項を適用しないもの

とし、新たに 6項及び 7項として、次の規定を置くものとする。 

６ 監事は、対象物件について契約不適合の有無を調査することができるものと

し、前項までの規定を準用する。 

７ 監事会の決議によって、指定された監事は、管理組合の預金口座の印鑑を保

管する。 

 

第４節 総会  

（総会） 

第４２条 管理組合の総会は、総組合員で組織する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分所有法に定める集会とする。 

３ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始以後２か月以内に招集

しなければならない。 

４ 理事長は、必要と認める場合には、理事会の決議を経て、いつでも臨時

第 91 条 管理者を選任する場合において、第 42 条 3 項から５項のうち「理事

長」とあるのを「管理者」とし、同条 4 項に、「理事会の決議」とあるのを「監事

会の決議」とし、同条 5 項の末尾に、「ただし、第 37 条の 2 第 1 項各号（利益

相反の防止）に掲げる事項についての議案における議長は監事が務める。」と追加

し、同条 6項として、次の規定を追加して準用する。 

６ 監事会は、第 36 条の 2 第 2 項（管理者の退任）による管理者の退任の場合
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総会を招集することができる。 

５ 総会の議長は、理事長が務める。 

 

に、臨時総会を招集することができる。この場合において、総会の議長は、監事

会によって指名された監事が務める。 

 

✓ 基本的には、理事長を管理者と、理事会を監事会と置き換えるものであるが、

利益相反の議案については、監事が議長を務めるものとした。 

（招集手続） 

第４３条 総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週間前（会議

の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは２か月前）ま

でに、会議の日時、場所（WEB 会議システム等を用いて会議を開催すると

きは、その開催方法）及び目的を示して、組合員に通知を発しなければなら

ない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発するもの

とする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対象物件内の専有部分

の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出のない組

合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示することをもって、これ

に代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４７条第３項第一

号、第二号若しくは第四号に掲げる事項の決議又は建替え決議若しくはマン

ション敷地売却決議であるときは、その議案の要領をも通知しなければなら

ない。 

５ 会議の目的が建替え決議であるときは、前項に定める議案の要領のほ

か、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持及び回

復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をするのに要する費用の額及

びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画の内 

四 建物につき修繕積立金として積み立てられている金額 

第 92 条 管理者を選任する場合において、第 43 条 9 項につき「理事長」とあ

るのを「管理者」として、準用する。 
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６ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 売却を必要とする理由 

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

イ マンションが円滑化法第１０２条第２項第一号に該当するとして同条第

１項の認定（以下「特定要除却認定」という。）を受けている場合 次に掲げ

る事項 

（１） 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第２条第２項に規定する耐震改修又はマンションの建替えを 

しない理由 

（２） （１）の耐震改修に要する費用の概算額 

ロ マンションが円滑化法第１０２条第２項第二号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(ア)火災に対する安全性の向上を目的とした改修又はマンションの 

建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

ハ マンションが円滑化法第１０２条第２項第三号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(イ)外壁等の剝離及び落下の防止を目的とした改修又はマンションの建替え

をしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

７ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする総会を招集する場

合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際に通知すべき

事項について組合員に対し説明を行うための説明会を開催しなければならな

い。 

８ 第４５条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その通

知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 
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９ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であると

きを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、理事長は、理事会の承

認を得て、５日間を下回らない範囲において、第１項の期間を短縮すること

ができる。 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項に定める

議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、会議の目的を示し

て総会の招集を請求した場合には、理事長は、２週間以内にその請求があっ

た日から４週間以内の日（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却

決議であるときは、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集

の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合員は、

臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面又は代理人によって議決権を行

使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又は代理人によっ

て議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中か

ら選任する。 

第 93条 管理者を選任する場合において、第 44条 1項につき「5分の 1」とあ

るのを「10 分の 1」とし、同条 1 項 2 項において、「理事長」とあるのを「管理

者」として準用する。 

 

（出席資格） 

第４５条 組合員のほか、理事会が必要と認めた者は、総会に出席すること

ができる。 

２ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的につき利

第 94 条 管理者を選任する場合において、第 45 条 1 項につき、「理事会」とあ

るのを「管理者又は監事」とし、同条 2 項につき、「理事長」とあるのを「管理

者」として、準用する。 
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害関係を有する場合には、総会に出席して意見を述べることができる。この

場合において、総会に出席して意見を述べようとする者は、あらかじめ理事

長にその旨を通知しなければならない。 

（議決権） 

第４６条 各組合員の議決権の割合は、別表第５に掲げるとおりとする。 

２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、その議決権行使については、これ

ら共有者をあわせて一の組合員とみなす。 

３ 前項により一の組合員とみなされる者は、議決権を行使する者１名を選

任し、その者の氏名をあらかじめ総会開会までに理事長に届け出なければな

らない。 

４ 組合員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。 

５ 組合員が代理人により議決権を行使しようとする場合において、その代

理人は、以下の各号に掲げる者でなければならない。 

一 その組合員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）又は一親等の親族 

二 その組合員の住戸に同居する親族 

三 他の組合員 

６ 組合員又は代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければな

らない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規定なし） 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

７ 組合員は、第４項の書面による議決権の行使に代えて、電磁的方法によ

って議決権を行使することができる。 

８ 組合員又は代理人は、第６項の書面の提出に代えて、電磁的方法によっ

て提出することができる。 

第 95 条 管理者を選任する場合において、第 46 条 6 項につき「理事長」をと

あるのを「管理者又は監事」として準用する。 

 

✓ 管理会社変更や管理者解任の決議など、利益相反の場合に監事を委任状の提出

先にすべきと考えられる。管理者が利益相反関係にある議案について、監事を

提出先にすることも考えられる。 
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（総会の会議及び議事） 

第４７条 総会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、前条第１項に定める議決権総数の半数以上を有する組合員が出席

しなければならない。 

２ 総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 

３ 次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前項にかかわらず、組合

員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。 

一 規約の制定、変更又は廃止 

二 敷地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

もの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条第２項に基づく認定

を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 区分所有法第５８条第１項、第５９条第１項又は第６０条第１項の訴え

の提起 

四 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の滅失した共用部分

の復旧 

五 その他総会において本項の方法により決議することとした事項 

４ 建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４以上及び議

決権総数の５分の４以上で行う。 

５ マンション敷地売却決議は、第２項にかかわらず、組合員総数、議決権

総数及び敷地利用権の持分の価格の各５分の４以上で行う。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

６ 前５項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使する者

は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

６ 前５項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって議決権を

行使する者は、出席組合員とみなす。 

変更不要 
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７ 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組合員の権

利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。この

場合において、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならな

い。 

８ 第３項第二号において、敷地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専

用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有す

る組合員又はその専用使用部分の専用使用を認められている組合員の承諾を

得なければならない。この場合において、その組合員は正当な理由がなけれ

ばこれを拒否してはならない。 

９ 第３項第三号に掲げる事項の決議を行うには、あらかじめ当該組合員又

は占有者に対し、弁明する機会を与えなければならない。 

10 総会においては、第４３条第１項によりあらかじめ通知した事項につい

てのみ、決議することができる。 

（議決事項） 

第４８条 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければなら

ない。 

一 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三 収支決算及び事業報告 

四 収支予算及び事業計画 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

六 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

七 修繕積立金の保管及び運用方法 

八 適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法第５条

の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第５条の７第１項

に基づく管理計画の変更の認定の申請 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資

第 96 条 管理者を選任する場合において、第４８条 2 号につき、「役員の選任及

び解任」とあるのを「管理者の選任及び解任並びに役員の選任及び解任」とし、

「役員活動費の額及び支払方法」とあるのを「役員活動費の額及び支払方法並び

に管理者業務委託契約の締結」として、準用する。 
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金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十一 区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びに

これらの訴えを提起すべき者の選任 

十二 建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十三 円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の申請十

四 区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０８条第１

項の場合のマンション敷地売却 

十五 第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設計等の

経費のための修繕積立金の取崩し 

十六 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七 その他管理組合の業務に関する重要事項 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長及び議長の

指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならない。 

３ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面による請求が

あったときは、議事録の閲覧をさせなければならない。この場合において、

閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面による決議をすることができる。 

２ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員全員の書面による合意があったときは、書面による決議があったものとみ

第 97 条 管理者を選任する場合において、第 49 条第 2 項につき、「閲覧」とあ

るのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同項末尾

に、「ただし、謄写について現にかかった費用を閲覧等の請求者が負担する。」と

追加し、同条の(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合につき 3 項 4 項を「理事

長」とあるのを「管理者」とし、同条の(イ)電磁的方法が利用可能な場合につき

5項 6項を「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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なす。 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面に

よる決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面による決議に係る書面について準

用する。 

５ 総会に関する規定は、書面による決議について準用する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、書面又は電磁的記録により、議

事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

３ 前項の場合において、議事録が書面で作成されているときは、議長及び

議長の指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならな

い。 

４ 第２項の場合において、議事録が電磁的記録で作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された情報については、議長及び議長の指名する２名

の総会に出席した組合員が電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律

（平成１２年法律第１０２号）第２条第１項の「電子署名」をいう。以下同

じ。）をしなければならない。 

５ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面又は電磁的方

法による請求があったときは、議事録の閲覧（議事録が電磁的記録で作成さ

れているときは、当該電磁的記録に記録された情報の内容を紙面又は出力装

置の映像面に表示する方法により表示したものの当該議事録の保管場所にお

ける閲覧をいう。）をさせなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 
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（書面又は電磁的方法による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができる。

ただし、電磁的方法による決議に係る組合員の承諾については、 

あらかじめ、組合員に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示 

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員の全員の書面又は電磁的方法による合意があったときは、書面又は電磁的

方法による決議があったものとみなす。 

４ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

５ 前条第５項及び第６項の規定は、書面又は電磁的方法による決議に係る

書面並びに第１項及び第３項の電磁的方法が行われた場合に当該電磁的方法

により作成される電磁的記録について準用する。 

６ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用す

る。 

第５節 理事会 第 5節 管理者、監事会 

（理事会） 

第５１条 理事会は、理事をもって構成する。 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一 規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限として定め

られた管理組合の業務執行の決定 

二 理事の職務の執行の監督 

三 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

３ 理事会の議長は、理事長が務める。 

（管理者による決定事項） 

第 98 条 管理者は、規約若しくは使用細則等又は総会の決議により管理者の権

限として定められた管理組合の業務執行の決定のほか、９号を除き、監事会の承

認を得て、次に掲げる事項を決定することができる。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 
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五 第１７条（専有部分の修繕等）、第２１条（敷地及び共用部分等の管理）及び

第２２条（窓ガラス等の改良）に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項（収支予算の作成及び変更）に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項（管理費の徴収）に定める未納の管理費等及び使用料の請求に

関する訴訟その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の実施等 

 

✓ 承認事項を重くし過ぎると、管理者方式の機動性を欠く懸念もあり、1 項 5

号以下については承認事項から外すことも考えられる。 

✓ 理事会議決事項 54 条より決定事項を参照。なお、54 条 2 項は、監事会の権

限とした。 

新設 （監事会） 

第 99条 監事会は、すべての監事をもって構成する。 

２ 監事会は、次に掲げる職務を行う。ただし、第二号の決定は、監事の権限の

行使を妨げることはできず、各監事が監事会と異なる意見を持つときには、意見

を付することができる。 

一 規約若しくは使用細則等又は総会の決議により監事会の権限として定められた

管理組合の業務執行の決定 

二 管理者の職務の執行の監督 

三 監査報告の作成 

四 監査の方針、管理組合の業務及び財産の状況の調査の方法その他の監事の職務

の執行に関する事項の決定 

３ 外部専門家である監事は、監事会の求めがあるときは、いつでもその職務の

執行の状況を監事会に報告しなければならない。 

４ 監事会は、監事のうち 1 名を、管理組合の預金口座の印鑑を保管するものに

指定する。 
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✓ 監事の独任制の長所を失わせないように規定。ただし、報告書の作成は監事会

の担当。（会社法の監査役の規定を参照） 

（招集） 

第５２条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求した場合に

は、理事長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求があった日

から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場

合には、その請求をした理事は、理事会を招集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４３条（建替え決議又はマンション敷

地売却決議を会議の目的とする場合の第１項及び第４項から第８項までを除

く。）の規定を準用する。この場合において、同条中「組合員」とあるのは

「理事及び監事」と、同条第９項中「理事会の承認」とあるのは「理事及び

監事の全員の同意」と読み替えるものとする。ただし、理事会において別段

の定めをすることができる。 

（監事会の招集） 

第 100条 監事会は、各監事が招集する。 

２ 監事会を招集するには、監事は、監事会の日の○日前までに、各監事に対し

てその通知を発しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、監事会は、監事の全員の同意があるときは、招集

の手続を経ることなく開催することができる。 

 

✓ 監事の独任制の観点から、監事会は各監事が招集できるものとし、また、監事

の全員の同意をもって招集手続を不要とした。 

（理事会の会議及び議事） 

第５３条 理事会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、理事の半数以上が出席しなければ開くことができず、その議事は

出席理事の過半数で決する。 

２ 次条第１項第五号に掲げる事項については、理事の過半数の承諾がある

ときは、書面又は電磁的方法による決議によることができる。 

３ 前２項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わるこ

とができない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

４ 議事録については、第４９条（第４項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第２項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

第 101条 管理者を選任する場合において、第 53条 1項の「理事会」とあるの

を「監事会」とし、「理事」とあるのを「監事」とし、同条 2 項の「理事」とある

のを「監事」とし、同条 4 項の「理事会」とあるのを「監事会」とし、「理事」と

あるのを「監事」として準用する。 
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(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

４ 議事録については、第４９条（第６項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第３項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

（議決事項） 

第５４条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる

事項を決議する。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関する訴訟

その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施等 

十一 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

２ 第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をした場合

においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充てるための資金の

借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議することができる。 

第 102 条 管理者を選任する場合において、第 54 条柱書の「理事会」とあるの

を「監事会」とし、「次の各号に掲げる事項を決議する。」とあるのを「管理者に

対し、次の各号に掲げる事項を承認する。」とし、同条 2 項の「前項第十号の決議

をした場合においては、」とあるのを「前項第十号の決議及び、」として、準用す

る。 

 

 

✓ 2 項につき、災害等の場面において、管理者が動きをとれない場合に備えて、

監事会でも、応急的な修繕工事の実施及びその費用の手当をできるようにし

た。 

 

（専門委員会の設置） 

第５５条 理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置

し、特定の課題を調査又は検討させることができる。 

２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。 

第 103 条 管理者を選任する場合において、第 55 条 1 項につき、「理事会」と

あるのを「管理者又は監事会」とし、同条２項につき、「理事会」とあるのを「管

理者及び監事会」とし、3 項として、「建物の修繕に関する計画が定められている

ときは、管理者又は監事は、区分所有者から構成される修繕委員会を設置し、こ

の修繕委員会において、一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕の実施を検討す
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る。」を追加して準用する。 

第７章 会計  

（会計年度） 

第５６条 管理組合の会計年度は、毎年○月○日から翌年○月○日までとす

る。 

変更不要 

（管理組合の収入及び支出） 

第５７条 管理組合の会計における収入は、第２５条に定める管理費等及び

第２９条に定める使用料によるものとし、その支出は第２７条から第２９条

に定めるところにより諸費用に充当する。 

変更不要 

（収支予算の作成及び変更） 

第５８条 理事長は、毎会計年度の収支予算案を通常総会に提出し、その承

認を得なければならない。 

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提

出し、その承認を得なければならない。 

３ 理事長は、第５６条に定める会計年度の開始後、第１項に定める承認を

得るまでの間に、以下の各号に掲げる経費の支出が必要となった場合には、

理事会の承認を得てその支出を行うことができる。 

一 第２７条に定める通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、か

つ、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの 

二 総会の承認を得て実施している長期の施工期間を要する工事に係る経費

であって、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められ

るもの 

４ 前項の規定に基づき行った支出は、第１項の規定により収支予算案の承

認を得たときは、当該収支予算案による支出とみなす。 

５ 理事会が第５４条第１項第十号の決議をした場合には、理事長は、同条

第２項の決議に基づき、その支出を行うことができる。 

６ 理事長は、第２１条第６項の規定に基づき、敷地及び共用部分等の保存

行為を行う場合には、そのために必要な支出を行うことができる。 

第 104 条 管理者を選任する場合において、第 58 条 1 項から 6 項において、

「理事長」とあるのを「管理者」とし、同条 3 項 5 項において、「理事会」とあ

るのを「監事会」とし、同条 5 項において、「第５４条第１項第十号の決議」とあ

るのを「第５４条第１項第十号の承認」とし、同条 7 項として、次の規定を追加

して準用する。 

7 管理者は、総会において、契約行為その他区分所有者の負担が発生する行為に

ついて承認を得るため議案を提出しようとする際には、次に掲げる事項を区分所

有者及び監事会に事前に開示しなければならない。 

一 契約内容 

二 契約により管理組合として負担する金額 

三 当該契約の相手方 

四 当該相手方を選任した理由 

 

✓ 「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案（令和 6年 1月 26日）では、3

項につき「経費の支出が必要となった場合には、【手続について当該マンショ

ンごとに検討。①総会での承認を得て、②区分所有者の意思を反映するための

機関の承認を得て、③区分所有者に対する意見徴収を実施し、回答した区分所

有者及びその議決権の各過半数の多数による賛成があったときは、など】その

支出を行うことができる。」とのコメントがある。 

✓ 「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案（令和 6 年 1 月 26 日）に基づ
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き、7項を追加。 

（会計報告） 

第５９条 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、通

常総会に報告し、その承認を得なければならない。 

第 105 条 管理者を選任する場合において、「理事長」とあるのを「管理者」と

し、同条 2 項として、「管理者は、前項の収支決算案において、 前条第 7 項各号

に掲げる事項について開示しなければならない。」を追加して準用する。 

 

✓ 2 項は、第 58 条関係と同様に、「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案

（令和 6年 1月 26日）に基づくもの。 

（管理費等の徴収） 

第６０条 管理組合は、第２５条に定める管理費等及び第２９条に定める使

用料について、組合員が各自開設する預金口座から口座振替の方法により第

６２条に定める口座に受け入れることとし、当月分は別に定める徴収日まで

に一括して徴収する。ただし、臨時に要する費用として特別に徴収する場合

には、別に定めるところによる。 

２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理

組合は、その未払金額について、年利○％の遅延損害金と、違約金としての

弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対して請

求することができる。 

３ 管理組合は、納付すべき金額を納付しない組合員に対し、督促を行うな

ど、必要な措置を講ずるものとする。 

４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議に

より、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行することができる。 

５ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の

諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 組合員は、納付した管理費等及び使用料について、その返還請求又は分

割請求をすることができない。 

第 106条 管理者を選任する場合において、第 60条 4項に「理事長」とあるの

を「管理者」とし、「理事会」とあるのを「監事会」とし、準用する。 

（管理費等の過不足） 

第６１条 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余剰は翌

年度における管理費に充当する。 

２ 管理費等に不足を生じた場合には、管理組合は組合員に対して第２５条

変更不要 
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第２項に定める管理費等の負担割合により、その都度必要な金額の負担を求

めることができる。 

（預金口座の開設） 

第６２条 管理組合は、会計業務を遂行するため、管理組合の預金口座を開

設するものとする。 

変更不要 

（借入れ） 

第６３条 管理組合は、第２８条第１項に定める業務を行うため必要な範囲

内において、借入れをすることができる。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を作成して保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による請

求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合におい

て、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を保管し、組合員又は利害関係人の理由を

付した書面による請求があったときは、これらを閲覧させなければならな

い。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することが

できる。 

３ 理事長は、第４９条第３項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面による請求に基づき、当該請求をした

者が求める情報を記入した書面を交付することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第 107 条 管理者を選任する場合において、第 64 条第 1 項 2 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条各項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を、書面又は電磁的記録により作成して保管し、組合員又は利害関係人

の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があったときは、これらを閲

覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場

所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を、書面又は電磁的記録により保管し、組

合員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があった

ときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

３ 理事長は、第４９条第５項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求に基づき、

当該請求をした者が求める情報を記入した書面を交付し、又は当該書面に記

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

４ 電磁的記録により作成された書類等の閲覧については、第４９条第５項

に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 

（消滅時の財産の清算） 

第６５条 管理組合が消滅する場合、その残余財産については、第１０条に

定める各区分所有者の共用部分の共有持分割合に応じて各区分所有者に帰属

するものとする。 

 

第８章 雑則  

（義務違反者に対する措置） 

第６６条 区分所有者又は占有者が建物の保存に有害な行為その他建物の管

理又は使用に関し区分所有者の共同の利益に反する行為をした場合又はその

行為をするおそれがある場合には、区分所有法第５７条から第６０条までの

規定に基づき必要な措置をとることができる。 
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（理事長の勧告及び指示等） 

第６７条 区分所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若

しくはその同居人（以下「区分所有者等」という。）が、法令、規約又は使

用細則等に違反したとき、又は対象物件内における共同生活の秩序を乱す行

為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経てその区分所有者等に対

し、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うことができ

る。 

２ 区分所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者

若しくはその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要

な措置を講じなければならない。 

３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細則等に違反したとき、又は区分

所有者等若しくは区分所有者等以外の第三者が敷地及び共用部分等において

不法行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経て、次の措置を講ず

ることができる。 

一 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、管

理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること 

二 敷地及び共用部分等について生じた損害賠償金又は不当利得による返還

金の請求又は受領に関し、区分所有者のために、訴訟において原告又は被告

となること、その他法的措置をとること 

４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金と

しての弁護士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。 

５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納

金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所有者のために、原告又は被告

となったときは、遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなければならな

い。この場合には、第４３条第２項及び第３項の規定を準用する。 

第 106 条 管理者を選任する場合において、第 67 条第 3 項につき、「理事長」

とあるのを「管理者」とし、「理事会の決議」とあるのを「監事会の決議」とし、

同条第 4項第 6項につき、「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 

 

（合意管轄裁判所） 

第６８条 この規約に関する管理組合と組合員間の訴訟については、対象物

件所在地を管轄する○○地方（簡易）裁判所をもって、第一審管轄裁判所と

変更不要 
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する。 

２ 第４８条第十一号に関する訴訟についても、前項と同様とする。 

（市及び近隣住民との協定の遵守） 

第６９条 区分所有者は、管理組合が○○市又は近隣住民と締結した協定に

ついて、これを誠実に遵守しなければならない。 

変更不要 

（細則） 

第７０条 総会及び理事会の運営、会計処理、管理組合への届出事項等につ

いては、別に細則を定めることができる。 

変更不要 

（規約外事項） 

第７１条 規約及び使用細則等に定めのない事項については、区分所有法そ

の他の法令の定めるところによる。 

２ 規約、使用細則等又は法令のいずれにも定めのない事項については、総

会の決議により定める。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が署名した規約を１通作

成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面による

請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならない。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面に、現に有効な規約の内容と、その内容が規約原本及び規

約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載し、署名した上

で、この書面を保管する。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面による請求があったときは、理事長

は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効な規約の内容

を記載した書面（以下「規約原本等」という。）並びに現に有効な第１８条

に基づく使用細則及び第７０条に基づく細則その他の細則の内容を記載した

書面（以下「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

第 107 条 管理者を選任する場合において、第 72 条第 2 項 4 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条 2項から 6項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が書面に署名又は電磁的

記録に電子署名した規約を１通作成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面又は電

磁的方法による請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならな

い。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面又は電磁的記録に、現に有効な規約の内容と、その内容が

規約原本及び規約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載

又は記録し、署名又は電子署名した上で、この書面又は電磁的記録を保管す

る。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面又は電磁的方法による請求があったと

きは、理事長は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効

な規約の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下「規約原本等」

という。）並びに現に有効な第１８条に基づく使用細則及び第７０条に基づ

く細則その他の細則の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下

「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

７ 電磁的記録により作成された規約原本等及び使用細則等の閲覧について

は、第４９条第５項に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 
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１-２ 監事 2人以上 監査機関非設置型管理規約モデル 

 

 

マンション標準管理規約（単棟型） モデル（監事 2人以上 監査機関非設置型 変更案） 

◯◯マンション管理規約 

第１章 総則  

第 9章 管理者選任の場合の規定 

第 73 条 管理組合において管理者を選任する場合においては、第 1 章から第 8

章までを次の章のとおり準用し、又は適用する。 

 

✓ 管理者退任の場合や、通常決議で後戻りできるように、理事会の規約を準用す

る形式をとる。 

（目的） 

第１条 この規約は、○○マンションの管理又は使用に関する事項等につい

て定めることにより、区分所有者の共同の利益を増進し、良好な住環境を確

保することを目的とする。 

変更不要 

（定義） 

第２条 この規約において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 区分所有権 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下「区分所有法」という。）第２条第１項の区分所有権をいう。 

二 区分所有者 区分所有法第２条第２項の区分所有者をいう。 

三 占有者 区分所有法第６条第３項の占有者をいう。 

四 専有部分 区分所有法第２条第３項の専有部分をいう。 

五 共用部分 区分所有法第２条第４項の共用部分をいう。 

六 敷地 区分所有法第２条第５項の建物の敷地をいう。 

七 共用部分等 共用部分及び附属施設をいう。 

八 専用使用権 敷地及び共用部分等の一部について、特定の区分所有者が排

他的に使用できる権利をいう。 

九 専用使用部分 専用使用権の対象となっている敷地及び共用部分等の部分

第 74 条 管理者を選任する場合においては、第 2 条に「十二 関係会社 会社

計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 2 条第 3 項 25 号にいう関係会社を

いう。」を追記して準用する。 
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をいう。 

十 電磁的方法 電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に定めるものをいう。 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気

通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに当該情報が記録されるもの 

ロ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録し

ておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したもの（以

下「電磁的記録」という。）を交付する方法 

十一 WEB 会議システム等 電気通信回線を介して、即時性及び双方向性を

備えた映像及び音声の通信を行うことができる会議システム等をいう。 

 

（規約及び総会の決議の遵守義務） 

第３条 区分所有者は、円滑な共同生活を維持するため、この規約及び総会

の決議を誠実に遵守しなければならない。 

２ 区分所有者は、同居する者に対してこの規約及び総会の決議を遵守させ

なければならない。 

変更不要 

（対象物件の範囲） 

第４条 この規約の対象となる物件の範囲は、別表第１に記載された敷地、

建物及び附属施設（以下「対象物件」という。）とする。 

変更不要 

（規約及び総会の決議の効力） 

第５条 この規約及び総会の決議は、区分所有者の包括承継人及び特定承継

人に対しても、その効力を有する。 

２ 占有者は、対象物件の使用方法につき、区分所有者がこの規約及び総会

の決議に基づいて負う義務と同一の義務を負う。 

変更不要 

（管理組合） 

第６条 区分所有者は、区分所有法第３条に定める建物並びにその敷地及び

附属施設の管理を行うための団体として、第１条に定める目的を達成するた

変更不要 
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め、区分所有者全員をもって○○マンション管理組合（以下「管理組合」と

いう。）を構成する。 

２ 管理組合は、事務所を○○内に置く。 

３ 管理組合の業務、組織等については、第６章に定めるところによる。 

第２章 専有部分等の範囲  

（専有部分の範囲） 

第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付

した住戸とする。 

２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおり

とする。 

一 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 

二 玄関扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 

三 窓枠及び窓ガラスは、専有部分に含まれないものとする。 

３ 第１項又は前項の専有部分の専用に供される設備のうち共用部分内にあ

る部分以外のものは、専有部分とする。 

変更不要 

（共用部分の範囲） 

第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとす

る。 

変更不要 

第３章 敷地及び共用部分等の共有  

（共有） 

第９条 対象物件のうち敷地及び共用部分等は、区分所有者の共有とする。 

変更不要 

（共有持分） 

第１０条 各区分所有者の共有持分は、別表第３に掲げるとおりとする。 

変更不要 

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 区分所有者は、敷地又は共用部分等の分割を請求することはでき

ない。 

２ 区分所有者は、専有部分と敷地及び共用部分等の共有持分とを分離して

譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない。 

変更不要 

第４章 用法  
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〔※住宅宿泊事業に使用することを可能とする場合、禁止する場合に応じ

て、次のように規定〕 

(ア)住宅宿泊事業を可能とする場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用することができる。 

 

(イ)住宅宿泊事業を禁止する場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用してはならない。 

変更不要 

（敷地及び共用部分等の用法） 

第１３条 区分所有者は、敷地及び共用部分等をそれぞれの通常の用法に従

って使用しなければならない。 

変更不要 

（バルコニー等の専用使用権） 

第１４条 区分所有者は、別表第４に掲げるバルコニー、玄関扉、窓枠、窓

ガラス、一階に面する庭及び屋上テラス（以下この条、第２１条第１項及び

別表第４において「バルコニー等」という。）について、同表に掲げるとお

り、専用使用権を有することを承認する。 

２ 一階に面する庭について専用使用権を有している者は、別に定めるとこ 

ろにより、管理組合に専用使用料を納入しなければならない。 

３ 区分所有者から専有部分の貸与を受けた者は、その区分所有者が専用使

用権を有しているバルコニー等を使用することができる。 

変更不要 

（駐車場の使用） 

第１５条 管理組合は、別添の図に示す駐車場について、特定の区分所有者

変更不要 
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に駐車場使用契約により使用させることができる。 

２ 前項により駐車場を使用している者は、別に定めるところにより、管理

組合に駐車場使用料を納入しなければならない。 

３ 区分所有者がその所有する専有部分を、他の区分所有者又は第三者に譲

渡又は貸与したときは、その区分所有者の駐車場使用契約は効力を失う。 

（敷地及び共用部分等の第三者の使用） 

第１６条 管理組合は、次に掲げる敷地及び共用部分等の一部を、それぞれ

当該各号に掲げる者に使用させることができる。 

一 管理事務室、管理用倉庫、機械室その他対象物件の管理の執行上必要な

施設 管理事務（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２

年法律第１４９号。以下「適正化法」という。）第２条第六号の「管理事

務」をいう。）を受託し、又は請け負った者 

二 電気室 対象物件に電気を供給する設備を維持し、及び運用する事業者 

三 ガスガバナー 当該設備を維持し、及び運用する事業者 

２ 前項に掲げるもののほか、管理組合は、総会の決議を経て、敷地及び共

用部分等（駐車場及び専用使用部分を除く。）の一部について、第三者に使

用させることができる。 

変更不要 

 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おうとす

るときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下同

じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（専有部分の修繕等） 

第 75 条 管理者を選任する場合においては、第 17 条第 1 項、2 項、3 項、5

項、7 項において、「理事長」とあるのを「管理者」として、第 17 条 3 項におい

て、「理事会（第５１条に定める理事会をいう。以下同じ。）の決議により、その

承認又は不承認」とあるのを「監事全員の承認又は不承認」として、準用する。 
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第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おう 

とするときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下

同じ。）にその旨を申請し、書面又は電磁的方法による承認を受けなければ

ならない。 

 

２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付

した申請書を理事長に提出しなければならない。 

３ 理事長は、第１項の規定による申請について、理事会（第５１条に定め

る理事会をいう。以下同じ。）の決議により、その承認又は不承認を決定し

なければならない。 

４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、

専有部分の修繕等に係る共用部分の工事を行うことができる。 

５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内におい

て、修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合に

おいて、区分所有者は、正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は

他の専有部分に影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責任

と負担により必要な措置をとらなければならない。 

７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入

り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭気等工事の実施中における

共用部分又は他の専有部分への影響について管理組合が事前に把握する必要

があるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長にその旨を届け出な

ければならない。 

（使用細則） 

第１８条 対象物件の使用については、別に使用細則を定めるものとする。 

変更不要 

（専有部分の貸与） 

第１９条 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、この

変更不要 
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規約及び使用細則に定める事項をその第三者に遵守させなければならない。 

２ 前項の場合において、区分所有者は、その貸与に係る契約にこの規約及

び使用細則に定める事項を遵守する旨の条項を定めるとともに、契約の相手

方にこの規約及び使用細則に定める事項を遵守する旨の誓約書を管理組合に

提出させなければならない。 

 

〔※専有部分の貸与に関し、暴力団員への貸与を禁止する旨の規約の規定を

定める場合〕 

（暴力団員の排除） 

第１９条の２ 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、

前条に定めるもののほか、次に掲げる内容を含む条項をその貸与に係る契約

に定めなければならない。 

一 契約の相手方が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第六号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約

すること。 

二 契約の相手方が暴力団員であることが判明した場合には、何らの催告を

要せずして、区分所有者は当該契約を解約することができること。 

三 区分所有者が前号の解約権を行使しないときは、管理組合は、区分所有

者に代理して解約権を行使することができること。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

使を管理組合に認める旨の書面の提出をするとともに、契約の相手方に暴力

団員ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨

の誓約書を管理組合に提出させなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

変更不要 
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２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

使を管理組合に認める旨の書面の提出（当該書面に記載すべき事項の電磁的

方法による提供を含む。）をするとともに、契約の相手方に暴力団員ではな

いこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨の誓約書を

管理組合に提出させなければならない。 

第５章 管理 

第１節 総則 

 

（区分所有者の責務） 

第２０条 区分所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進

を図るため、常に適正な管理を行うよう努めなければならない。 

第 76 条 管理者を選任する場合においては、第 20 条において、第 2 項として

「区分所有者は、専門委員会に一つ以上所属するように努めなければならない。」

を追加。 

 

✓ パブコメで、一つ以上の委員をするとの意見があり、理事会がなくなった場合

の組合の活発化のための一つの方策として考えられる。修繕、防災、コミュニ

ティ、規約改正、ペット、植栽、渉外（第 32 条 11 号関係）等、様々なもの

が考えられる。 

（敷地及び共用部分等の管理） 

第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負

担においてこれを行うものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分

所有法第１８条第１項ただし書の「保存行為」をいう。以下同じ。）のう

ち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と

負担においてこれを行わなければならない。 

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を

共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行う

ことができる。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の保存行為を行う

第 77条 管理者を選任する場合において、第 21条第 3項、第 6項につき、「理

事長」とあるのを「管理者」とし、「総会又は理事会の決議」とあるのを「総会の

決議」とし、「災害等」とあるのを「災害・事故等」とし、同項末尾に「又、災害

の場合において、管理者と連絡が取れないときは、区分所有者は、監事に申請し

て書面による承認を受けて、敷地及び共用部分等の保存行為を行うことができ

る。」と追加し、第 7 項として「管理者は、 1 件あたり取引の金額が○万円以下

の契約の場合に限り 、管理者の判断で保存行為を実施できるものとする。ただ

し、管理者は、管理行為及び変更行為については、総会の決議によって、当該各

行為実施することができる。」を追加して準用する。 

 

✓ 管理者が独断で出来るのは、保存行為と限定すべきであり、変更行為は承認を

得て実施すべきである。 

✓ 東日本大震災時において、管理会社が管理業務を遂行出来なかったという事態

が生じていたという事であり、その時には、監事（いずれか一名）の承認を経
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ことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じている場合に、当該

専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊急を要するもの

であるときは、この限りでない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面又は電磁的方法による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の

保存行為を行うことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じてい

る場合に、当該専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊

急を要するものであるときは、この限りでない。 

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する。 

 

４ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「保存行為」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕等の工事後

に、当該工事」とあるのは「第２１条第３項の承認を受けた保存行為後に、

当該保存行為」と読み替えるものとする。 

５ 第３項の規定に違反して保存行為を行った場合には、当該保存行為に要

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する 

６ 理事長は、災害等の緊急時においては、総会又は理事会の決議によらず

に、敷地及び共用部分等の必要な保存行為を行うことができる。 

て、区分所有者で保存行為を実施できることとした。 

✓ 予備費の範囲内で（戸当たり 1 万円程度を目安として）、保存行為について独

断で工事できてよいと考えるが、例えば、漏水工事で保険が出るのが分かって

いるのに、総会を待たないと対応が全くできないというのも、都合が悪く、災

害等の緊急時に限らず、急迫の必要性がある場合には、保存行為を認めてもい

い。 

 

（窓ガラス等の改良） 

第２２条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他

の開口部に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向

上等に資するものについては、管理組合がその責任と負担において、計画修

繕としてこれを実施するものとする。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

第 78 条 管理者を選任する場合において、第 22 条第 2 項につき、「理事長」と

あるのを「管理者」として、準用する。 
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は、あらかじめ理事長に申請して書面による承認を受けることにより、当該

工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面又は電磁的方法による承認を受けるこ

とにより、当該工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することが

できる。 

 

３ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「第２２条第２項の工事」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕

等の工事」とあるのは「第２２条第２項の承認を受けた工事」と読み替える

ものとする。 

（必要箇所への立入り） 

第２３条 前２条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内に

おいて、他の者が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求する

ことができる。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否

してはならない。 

３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果

生じた損害を賠償しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は、災害、事故等が発生した場合で

あって、緊急に立ち入らないと共用部分等又は他の専有部分に対して物理的

に又は機能上重大な影響を与えるおそれがあるときは、専有部分又は専用使

用部分に自ら立ち入り、又は委任した者に立ち入らせることができる。 

５ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければな

らない。 

第 79 条 管理者を選任する場合においては、第 23 条第 4 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として準用する。 

（損害保険） 第 80 条 管理者を選任する場合においては、第 24 条第 2 項に「理事長」とあ
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第２４条 区分所有者は、共用部分等に関し、管理組合が火災保険、地震保

険その他の損害保険の契約を締結することを承認する。 

２ 理事長は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、区分

所有者を代理する。 

るのを「管理者」として、準用する。 

第２節 費用の負担  

（管理費等） 

第２５条 区分所有者は、敷地及び共用部分等の管理に要する経費に充てる

ため、次の費用（以下「管理費等」という。）を管理組合に納入しなければ

ならない。 

一 管理費 

二 修繕積立金 

２ 管理費等の額については、各区分所有者の共用部分の共有持分に応じて

算出するものとする。 

変更不要 

（承継人に対する債権の行使） 

第２６条 管理組合が管理費等について有する債権は、区分所有者の特定承

継人に対しても行うことができる。 

変更不要 

（管理費） 

第２７条 管理費は、次の各号に掲げる通常の管理に要する経費に充当す

る。 

一 管理員人件費 

二 公租公課 

三 共用設備の保守維持費及び運転費 

四 備品費、通信費その他の事務費 

五 共用部分等に係る火災保険料、地震保険料その他の損害保険料 

六 経常的な補修費 

七 清掃費、消毒費及びごみ処理費 

八 委託業務費 

九 専門的知識を有する者の活用に要する費用 

十 管理組合の運営に要する費用 

変更不要 
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十一 その他第３２条に定める業務に要する費用（次条に規定する経費を除

く。） 

（修繕積立金） 

第２８条 管理組合は、各区分所有者が納入する修繕積立金を積み立てるも

のとし、積み立てた修繕積立金は、次の各号に掲げる特別の管理に要する 

経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕 

二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 

三 敷地及び共用部分等の変更 

四 建物の建替え及びマンション敷地売却（以下「建替え等」という。） 

に係る合意形成に必要となる事項の調査 

五 その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のため

に特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第６２条第１項の建替え決議（以下「建

替え決議」という。）又は建替えに関する区分所有者全員の合意の後であっ

ても、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８

号。以下「円滑化法」という。）第９条のマンション建替組合の設立の認可

又は円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可までの間において、建物

の建替えに係る計画又は設計等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え 

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション敷地売却

決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後であっても、円滑化

法第１２０条のマンション敷地売却組合の設立の認可までの間において、マ

ンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時にマンション敷地売却

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

変更不要 
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４ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕

積立金をもってその償還に充てることができる。 

５ 修繕積立金については、管理費とは区分して経理しなければならない。 

（使用料） 

第２９条 駐車場使用料その他の敷地及び共用部分等に係る使用料（以下

「使用料」という。）は、それらの管理に要する費用に充てるほか、修繕積

立金として積み立てる。 

変更不要 

第６章 管理組合 

第１節 組合員 

 

（組合員の資格） 

第３０条 組合員の資格は、区分所有者となったときに取得し、区分所有者

でなくなったときに喪失する。 

変更不要 

第２節 管理組合の業務  

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面により管理組合に届け出なければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面又は電磁的方法により管理組合に届け出なければならない。 

変更不要 

（業務） 

第３２条 管理組合は、建物並びにその敷地及び附属施設の管理のため、次

の各号に掲げる業務を行う。 

一 管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条におい

て「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処

第 81条 管理者を選任する場合においては、第 32条において、「十六 地域コ

ミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成」「十七 本マンションの居

住者当の福祉に関する業務（バリアフリーなど高齢者、障碍者対策等）」を追記し

て、準用する。 
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理 

二 組合管理部分の修繕 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理 

四 建替え等に係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務 

五 適正化法第１０３条第１項に定める、宅地建物取引業者から交付を受け

た設計図書の管理 

六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 

七 共用部分等に係る火災保険、地震保険その他の損害保険に関する業務 

八 区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当

であると認められる管理行為 

九 敷地及び共用部分等の変更及び運営 

十 修繕積立金の運用 

十一 官公署、町内会等との渉外業務 

十二 マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住環

境の維持及び向上に関する業務 

十三 広報及び連絡業務 

十四 管理組合の消滅時における残余財産の清算 

十五 その他建物並びにその敷地及び附属施設の管理に関する業務 

✓ 管理者型において、コミュニティが希薄になることを防ぐために、マンション

内における親睦を図ることの一例として、福管連モデル（令和 5 年 6 月版）

を参考として、管理組合の業務に加えることが考えられる。 

✓ 11 号につき、改訂ガイドラインでは、「管理者の権限とすることのほか、区

分所有者の意思を反映するための機関を設置する場合は、当該機関の業務とす

ることが考えられる。」とのコメントがある。一つの例として、官公署、町内

会等との渉外業務について、専門委員会を立ち上げることも考えられる。 

（業務の委託等） 

第３３条 管理組合は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管

理業者（適正化法第２条第八号の「マンション管理業者」をいう。）等第三

者に委託し、又は請け負わせて執行することができる。 

変更不要 

 

（専門的知識を有する者の活用） 

第３４条 管理組合は、マンション管理士（適正化法第２条第五号の「マン

ション管理士」をいう。）その他マンション管理に関する各分野の専門的知

識を有する者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、相談

したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができる。 

第 82条 管理者を選任する場合においては、第 34条に「２ 前項の規定は、監

事又は監事会が、その業務に必要な範囲において、準用する。ただし、監事は、

管理組合に対し費用の弁償を求めることが出来る」と追加して、準用する。 

 

✓ 監事が十分に機能できるために、自らの判断で、専門家の助言等を得られるよ

うにすべきであり、そのための支出も、監事の判断で認められるべきである。

監事には独任的な性質があることから、監事それぞれの判断で実施可能であ
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り、他方の監事の同意を必要としないものと考えた。 

第３節 役員 第 3節 役員等 

 

✓ 管理者を役員といえるのか疑問が残り、「等」とした。 

（役員） 

第３５条 管理組合に次の役員を置く。 

一 理事長 

二 副理事長 ○名 

三 会計担当理事 ○名 

四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○名 

五 監事 ○名 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、組合員のうちから選任し、又は

解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

 

(ア)外部専門家を役員として選任できることとする場合 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

４ 組合員以外の者から理事又は監事を選任する場合の選任方法については

細則で定める。 

第 83条 

管理者を選任する場合においては、第 35条、第 36条及び第 36条の 2を適用し

ないものとし、第 83条の 2から第 83条の 7を適用する。 

 

（管理者の選任・解任） 

第 83条の 2 管理組合に、管理者を１名置く。 

２ 管理者は総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 前項の場合に、管理者となろうとする者が、管理組合の管理業務を行ってい

る場合には、選任にあたって、当該管理業務の委託が、自己契約にあたること、

及びこれによって生じるリスクを正しく説明するとともに、その業務内容、契約

期間、契約額、その他必要な事項を定めた業務委託契約を締結することについて

併せて総会で決議をし、当該外部専門家との間で業務委託契約を締結しなければ

ならない。 

４ 管理者選任の選任方法については細則で定める。 

５ 管理者となろうとする者が法人である場合には、管理者業務の職務担当者の

所属する部署名、役職名、氏名を総会において報告する。ただし、当該法人にお

ける管理者業務と管理業務の担当する職務担当者は同一でないものを指定しなけ

ればならない。 

６ 前項本文の場合において、当該職務担当者が、退職、休職、配置転換その他

これらに準ずる事由により管理者の業務を担当できなくなった場合には、遅滞な

く、区分所有者全員に対して、その旨及び新しい職務担当者の所属する部署名、

役職名、氏名を通知する。 

 

 

✓ 5項は、届出でもいい。 



58 

 

✓ 解任後の引継ぎについては、委任契約書にも定めるべき。 

新設 （監事の選任・解任） 

第 83条の 3 管理組合に、監事○名を置く。ただし、監事のうち○名は外部専門

家とし、○名は居住する組合員のうちから選任する。 

２ 監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。  

３ 組合員以外の者から監事を選任する場合の選任方法については細則で定める。 

 

✓ 3項につき、外部専門家活用ガイドラインによる。 

✓ 外部専門家と居住組合員が、それぞれの視点から監視監督することを想定して

いる。 

 

（役員の任期） 

第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するま

での間引き続きその職務を行う。 

４ 役員が組合員でなくなった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

ア 外部専門家を役員として選任できることとする場合 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなくなった場

合には、その役員はその地位を失う。 

（管理者の任期） 

第 83条の 4 管理者の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 管理者が任期の満了又は辞任によって退任するときは、後任の管理者が就任

するまでの間又は理事会が発足するまでの間、引き続きその職務を行い、業務を

引き継ぐ義務を負う。 

３ 前項の場合において、管理者が退任する場合は、少なくとも、3 カ月前に全

組合員に対し通知しなければならない。 

 

新設 （監事の任期） 

第 83条の 5 監事の任期は 2年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する監事は、後任の監事が就任するまでの間

引き続きその職務を行う。 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった監事が組合員でなくなった場合に

は、その監事はその地位を失う。 
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✓ 管理者と異なり、継続性の観点から、任期を 2 年以上として、監事の総入れ

替えではなく、一部入れ替えが望ましい。 

 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となることができ

ない。 

一 精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な

認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を

得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者をいう。） 

 

（管理者の欠格条項） 

第 83 条の 6 次の各号のいずれかに該当する者は、管理者となることができな

い。 

一 精神の機能の障害により管理者の職務を適正に執行するに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ない

もの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

をいう。） 

四 マンション管理士の登録の取消し又は当該専門分野に係る資格についてこれ

と同様の処分を受けた者 

五 法人から派遣を受けた者である場合、次のイ又はロいずれかに該当する法人

から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は申立てを受け

たとき 

２ 管理者が法人である場合には、次の各号のいずれかに該当する者は、管理者

となることができない。 

一 管理者が銀行の取引を停止されたとき、若しくは破産、会社 

更生、民事再生の申し立てをしたとき、又は管理者について 

破産、会社更生、民事再生の申し立てがされたとき 

二 管理者が合併又は破産以外の事由により解散したとき 

三 マンション管理業者としての登録が取り消されたとき 

 （監事の欠格条項） 
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第 83条の 7 次の各号のいずれかに該当する者は、監事となることができない。 

一 精神の機能の障害により監事の職務を適正に執行するに当たって必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

いう。） 

（役員の誠実義務等） 

第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則

等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実に

その職務を遂行するものとする。 

２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費

の支払と報酬を受けることができる。 

 

第 84 条 管理者を選任する場合においては、第 37 条 1 項に、「理事会」とある

のを削除して、準用する。 

 

 

新設 （管理者の誠実義務等） 

第 85 条 管理者は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則等」

という。）並びに総会の決議に従い、組合員のため、誠実にその職務を遂行するも

のとする。 

２ 管理者は、前項に加え、管理組合との間で締結する管理者業務委託契約書の

規定を併せて遵守しなければならない。 

３ 乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若しくは

その他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲以外の者から収受し、

又は供与してはならない 

４ 乙が前３項に違反した場合は、甲は、損害賠償の請求に加えて、定額業務報酬

の○カ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

５ 乙が３項に違反した場合は、甲は、乙が甲以外の者から得た利益を損害額と

みなすことができる。 

 

✓ 3 項以下は、外部専門家の活用ガイドラインを参考にしたものであるが、3 項
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において他の機関の承認を得たとしても許容すべきでなく、禁止とした。 

 

（利益相反取引の防止） 

第３７条の２ 役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引に

つき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との利益が

相反する取引をしようとするとき。 

 

管理者を選任する場合においては、第 37 条の 2 に、「理事会」とあるのを「総

会」として、準用する。 

 （利益相反取引の防止） 

第 85 条の２ 管理者は、次に掲げる場合には、総会において、当該取引につき重

要な事実（取引の相手方、目的物、数量、価格、取引期間、 利益相反取引等を行

う理由、 取引による利益など、取引内容の中で、承認すべきか否かの判断に資す

る部分等）を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 管理者が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が管理者以外の者との間において管理組合と当該管理者との利益が相

反する取引をしようとするとき。 

三 管理者の関係会社が管理組合と取引をしようとするとき。 

２ 前項の場合においては、監事らの協議によって指名された監事が管理組合を

代表する。 

 

✓ 管理者は、大規模修繕工事について、受注できないとすることも検討されるべ

きである。 

✓ 改訂ガイドラインにおいて、「※ 利益相反取引等を行おうとする場合に総会に

おいて説明すべき重要な事実としては、 取引の相手方、目的物、数量、価

格、取引期間、 利益相反取引等を行う理由、 取引による利益など、取引内容

の中で、承認すべきか否かの判断に資する部分が考えられる。」との記載があ

る。 

✓ 関係会社との取引については、利益相反として扱い、重要な事実と総会での承
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認事項とした。 

✓ 利益相反の場合において、管理者自らが契約することは望ましくなく、監事が

契約することとした。 

（理事長） 

第３８条 理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各

号に掲げる業務を遂行する。 

一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長の職務

として定められた事項 

二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

３ 理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理

組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 理事長は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなけ

ればならない。 

５ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部を委任

することができる。 

６ 管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表

権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合

を代表する。 

 

第 86条 管理者を選任する場合においては、第 38条 1項 3項 4項 6項におい

て、「理事長」とあるのを「管理者」とし、同条 1 項 2 号及び 4 項の「理事会」

とあるのを「監事全員」とし、第 38条 2項及び 5項を適用しないものとする。 

 

 

✓ 理事長と異なり、管理者のみなし規定は不要であり、2 項を削除し、また、他

に理事がいないことから、5項の委任規定も削除する。 

 

（副理事長） 

第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その

職務を代理し、理事長が欠けたときは、その職務を行う。 

第 87 条 管理者を選任する場合においては、第 39 条及び第 40 条を適用しな

い。 

（理事） 

第４０条 理事は、理事会を構成し、理事会の定めるところに従い、管理組

合の業務を担当する。 

２ 理事は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 

３ 会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行

削除 
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う。 

（監事） 

第４１条 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し、その結

果を総会に報告しなければならない。 

２ 監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職員に対

して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をすることができ

る。 

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認

めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなけ

ればならない。 

５ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若しくは理事会の

決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞

なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

６ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理

事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

７ 前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日

から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない

場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 

第 88 条 管理者を選任する場合において、第 41 条 2 項に、「理事」とあるのを

「管理者」とし、「職員」とあるのを「職員及び管理業務の委託を受けた者」と

し、同条 5 項に「理事」とあるのを「管理者、他の監事又は管理業務の委託を受

けた者」とし、「総会の決議若しくは理事会の決議」とあるのを「総会の決議」と

して準用し、同条 4項、6 項及び 7 項を適用しないものとし、新たに 6 項及び 7

項として、次の規定を置くものとする。 

６ 監事は、対象物件について契約不適合の有無を調査することができるものと

し、前項までの規定を準用する。 

７ 監事らの協議によって指定された監事は、管理組合の預金口座の印鑑を保管

する。 

 

第４節 総会  

（総会） 

第４２条 管理組合の総会は、総組合員で組織する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分所有法に定める集会とする。 

３ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始以後２か月以内に招集

しなければならない。 

４ 理事長は、必要と認める場合には、理事会の決議を経て、いつでも臨時

総会を招集することができる。 

５ 総会の議長は、理事長が務める。 

第 89 条 管理者を選任する場合において、第 42 条 3 項から５項のうち「理事

長」とあるのを「管理者」とし、同条 4 項に、「理事会の決議」とあるのを「監事

全員」とし、同条 5 項の末尾に、「ただし、第 37 条の 2 第 1 項各号（利益相反

の防止）に掲げる事項についての議案における議長は監事が務める。」と追加し、

同条 6項として、次の規定を追加して準用する。 

６ 監事は、他の監事全員の承認によって、第 36 条の 2 第 2 項（管理者の退

任）による管理者の退任の場合に、臨時総会を招集することができる。この場合

において、総会の議長は、監事らの協議によって指名された監事が務める。 
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✓ 基本的には、理事長を管理者と、理事会を監事全員と置き換えるものである

が、利益相反の議案については、監事が議長を務めるものとした。 

（招集手続） 

第４３条 総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週間前（会議

の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは２か月前）ま

でに、会議の日時、場所（WEB 会議システム等を用いて会議を開催すると

きは、その開催方法）及び目的を示して、組合員に通知を発しなければなら

ない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発するもの

とする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対象物件内の専有部分

の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出のない組

合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示することをもって、これ

に代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４７条第３項第一

号、第二号若しくは第四号に掲げる事項の決議又は建替え決議若しくはマン

ション敷地売却決議であるときは、その議案の要領をも通知しなければなら

ない。 

５ 会議の目的が建替え決議であるときは、前項に定める議案の要領のほ

か、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持及び回

復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をするのに要する費用の額及

びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画の内 

四 建物につき修繕積立金として積み立てられている金額 

６ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

第 90 条 管理者を選任する場合において、第 43 条 9 項につき「理事長」とあ

るのを「管理者」として、準用する。 
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一 売却を必要とする理由 

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

イ マンションが円滑化法第１０２条第２項第一号に該当するとして同条第

１項の認定（以下「特定要除却認定」という。）を受けている場合 次に掲げ

る事項 

（１） 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第２条第２項に規定する耐震改修又はマンションの建替えを 

しない理由 

（２） （１）の耐震改修に要する費用の概算額 

ロ マンションが円滑化法第１０２条第２項第二号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(ア)火災に対する安全性の向上を目的とした改修又はマンションの 

建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

ハ マンションが円滑化法第１０２条第２項第三号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(イ)外壁等の剝離及び落下の防止を目的とした改修又はマンションの建替え

をしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

７ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする総会を招集する場

合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際に通知すべき

事項について組合員に対し説明を行うための説明会を開催しなければならな

い。 

８ 第４５条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その通

知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 

９ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であると

きを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、理事長は、理事会の承
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認を得て、５日間を下回らない範囲において、第１項の期間を短縮すること

ができる。 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項に定める

議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、会議の目的を示し

て総会の招集を請求した場合には、理事長は、２週間以内にその請求があっ

た日から４週間以内の日（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却

決議であるときは、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集

の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合員は、

臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面又は代理人によって議決権を行

使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又は代理人によっ

て議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中か

ら選任する。 

第 91条 管理者を選任する場合において、第 44条 1項につき「5分の 1」とあ

るのを「10 分の 1」とし、同条 1 項 2 項において、「理事長」とあるのを「管理

者」として準用する。 

 

（出席資格） 

第４５条 組合員のほか、理事会が必要と認めた者は、総会に出席すること

ができる。 

２ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的につき利

害関係を有する場合には、総会に出席して意見を述べることができる。この

場合において、総会に出席して意見を述べようとする者は、あらかじめ理事

第 92 条 管理者を選任する場合において、第 45 条 1 項につき、「理事会」とあ

るのを「管理者又は監事」とし、同条 2 項につき、「理事長」とあるのを「管理

者」として、準用する。 



67 

 

長にその旨を通知しなければならない。 

（議決権） 

第４６条 各組合員の議決権の割合は、別表第５に掲げるとおりとする。 

２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、その議決権行使については、これ

ら共有者をあわせて一の組合員とみなす。 

３ 前項により一の組合員とみなされる者は、議決権を行使する者１名を選

任し、その者の氏名をあらかじめ総会開会までに理事長に届け出なければな

らない。 

４ 組合員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。 

５ 組合員が代理人により議決権を行使しようとする場合において、その代

理人は、以下の各号に掲げる者でなければならない。 

一 その組合員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）又は一親等の親族 

二 その組合員の住戸に同居する親族 

三 他の組合員 

６ 組合員又は代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければな

らない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規定なし） 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

７ 組合員は、第４項の書面による議決権の行使に代えて、電磁的方法によ

って議決権を行使することができる。 

８ 組合員又は代理人は、第６項の書面の提出に代えて、電磁的方法によっ

て提出することができる。 

第 93 条 管理者を選任する場合において、第 46 条 6 項につき「理事長」をと

あるのを「管理者又は監事」として準用する。 

 

✓ 管理会社変更や管理者解任の決議など、利益相反の場合に監事を委任状の提出

先にすべきと考えられる。管理者が利益相反関係にある議案について、監事を

提出先にすることも考えられる。 

（総会の会議及び議事） 

第４７条 総会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

変更不要 
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む。）は、前条第１項に定める議決権総数の半数以上を有する組合員が出席

しなければならない。 

２ 総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 

３ 次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前項にかかわらず、組合

員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。 

一 規約の制定、変更又は廃止 

二 敷地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

もの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条第２項に基づく認定

を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 区分所有法第５８条第１項、第５９条第１項又は第６０条第１項の訴え

の提起 

四 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の滅失した共用部分

の復旧 

五 その他総会において本項の方法により決議することとした事項 

４ 建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４以上及び議

決権総数の５分の４以上で行う。 

５ マンション敷地売却決議は、第２項にかかわらず、組合員総数、議決権

総数及び敷地利用権の持分の価格の各５分の４以上で行う。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

６ 前５項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使する者

は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

６ 前５項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって議決権を

行使する者は、出席組合員とみなす。 

 

７ 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組合員の権
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利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。この

場合において、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならな

い。 

８ 第３項第二号において、敷地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専

用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有す

る組合員又はその専用使用部分の専用使用を認められている組合員の承諾を

得なければならない。この場合において、その組合員は正当な理由がなけれ

ばこれを拒否してはならない。 

９ 第３項第三号に掲げる事項の決議を行うには、あらかじめ当該組合員又

は占有者に対し、弁明する機会を与えなければならない。 

10 総会においては、第４３条第１項によりあらかじめ通知した事項につい

てのみ、決議することができる。 

（議決事項） 

第４８条 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければなら

ない。 

一 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三 収支決算及び事業報告 

四 収支予算及び事業計画 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

六 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

七 修繕積立金の保管及び運用方法 

八 適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法第５条

の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第５条の７第１項

に基づく管理計画の変更の認定の申請 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資

金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十一 区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びに

第 94 条 管理者を選任する場合において、第４８条 2 号につき、「役員の選任及

び解任」とあるのを「管理者の選任及び解任並びに役員の選任及び解任」とし、

「役員活動費の額及び支払方法」とあるのを「役員活動費の額及び支払方法並び

に管理者業務委託契約の締結」として、準用する。 
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これらの訴えを提起すべき者の選任 

十二 建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十三 円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の申請十

四 区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０８条第１

項の場合のマンション敷地売却 

十五 第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設計等の

経費のための修繕積立金の取崩し 

十六 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七 その他管理組合の業務に関する重要事項 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長及び議長の

指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならない。 

３ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面による請求が

あったときは、議事録の閲覧をさせなければならない。この場合において、

閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面による決議をすることができる。 

２ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員全員の書面による合意があったときは、書面による決議があったものとみ

なす。 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面に

第 95 条 管理者を選任する場合において、第 49 条第 2 項につき、「閲覧」とあ

るのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同項末尾

に、「ただし、謄写について現にかかった費用を閲覧等の請求者が負担する。」と

追加し、同条の(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合につき 3 項 4 項を「理事

長」とあるのを「管理者」とし、同条の(イ)電磁的方法が利用可能な場合につき

5項 6項を「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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よる決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面による決議に係る書面について準

用する。 

５ 総会に関する規定は、書面による決議について準用する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、書面又は電磁的記録により、議

事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

３ 前項の場合において、議事録が書面で作成されているときは、議長及び

議長の指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならな

い。 

４ 第２項の場合において、議事録が電磁的記録で作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された情報については、議長及び議長の指名する２名

の総会に出席した組合員が電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律

（平成１２年法律第１０２号）第２条第１項の「電子署名」をいう。以下同

じ。）をしなければならない。 

５ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面又は電磁的方

法による請求があったときは、議事録の閲覧（議事録が電磁的記録で作成さ

れているときは、当該電磁的記録に記録された情報の内容を紙面又は出力装

置の映像面に表示する方法により表示したものの当該議事録の保管場所にお

ける閲覧をいう。）をさせなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面又は電磁的方法による決議） 
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第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができる。

ただし、電磁的方法による決議に係る組合員の承諾については、 

あらかじめ、組合員に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示 

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員の全員の書面又は電磁的方法による合意があったときは、書面又は電磁的

方法による決議があったものとみなす。 

４ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

５ 前条第５項及び第６項の規定は、書面又は電磁的方法による決議に係る

書面並びに第１項及び第３項の電磁的方法が行われた場合に当該電磁的方法

により作成される電磁的記録について準用する。 

６ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用す

る。 

第５節 理事会 第 5節 管理者等 

（理事会） 

第５１条 理事会は、理事をもって構成する。 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一 規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限として定め

られた管理組合の業務執行の決定 

二 理事の職務の執行の監督 

三 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

３ 理事会の議長は、理事長が務める。 

（管理者による決定事項） 

第 96 条 管理者は、規約若しくは使用細則等又は総会の決議により管理者の権

限として定められた管理組合の業務執行の決定のほか、９号を除き、監事会の承

認を得て、次に掲げる事項を決定することができる。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条（専有部分の修繕等）、第２１条（敷地及び共用部分等の管理）及び

第２２条（窓ガラス等の改良）に定める承認又は不承認 
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六 第５８条第３項（収支予算の作成及び変更）に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項（管理費の徴収）に定める未納の管理費等及び使用料の請求に

関する訴訟その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の実施等 

 

✓ 承認事項を重くし過ぎると、管理者方式の機動性を欠く懸念もあり、1 項 5

号以下については承認事項から外すことも考えられる。 

✓ 理事会議決事項 54条より決定事項を参照。 

（招集） 

第５２条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求した場合に

は、理事長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求があった日

から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場

合には、その請求をした理事は、理事会を招集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４３条（建替え決議又はマンション敷

地売却決議を会議の目的とする場合の第１項及び第４項から第８項までを除

く。）の規定を準用する。この場合において、同条中「組合員」とあるのは

「理事及び監事」と、同条第９項中「理事会の承認」とあるのは「理事及び

監事の全員の同意」と読み替えるものとする。ただし、理事会において別段

の定めをすることができる。 

第 97条 管理者を選任する場合において、第 52条は適用しないものとする。 

 

（理事会の会議及び議事） 

第５３条 理事会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、理事の半数以上が出席しなければ開くことができず、その議事は

出席理事の過半数で決する。 

２ 次条第１項第五号に掲げる事項については、理事の過半数の承諾がある

ときは、書面又は電磁的方法による決議によることができる。 

第 98条 管理者を選任する場合において、第 53条は適用しないものとする。 
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３ 前２項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わるこ

とができない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

４ 議事録については、第４９条（第４項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第２項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

４ 議事録については、第４９条（第６項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第３項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

（議決事項） 

第５４条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる

事項を決議する。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関する訴訟

その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施等 

十一 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

第 99条 管理者を選任する場合において、第 54条柱書の「理事会」とあるのを

「監事」とし、「次の各号に掲げる事項を決議する。」とあるのを「管理者に対

し、次の各号に掲げる事項を承認する。」とし、同条 2項の「前項第十号の決議を

した場合においては、」とあるのを「前項第十号の実施及び、」として、準用す

る。 

 

 

✓ 災害等の場面において、管理者が動きをとれない場合に備えて、監事でも、応

急的な修繕工事の実施及びその費用の手当をできるようにした。 
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２ 第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をした場合

においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充てるための資金の

借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議することができる。 

（専門委員会の設置） 

第５５条 理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置

し、特定の課題を調査又は検討させることができる。 

２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。 

第 100 条 管理者を選任する場合において、第 55 条 1 項につき、「理事会」と

あるのを「管理者又は理事会」とし、同条２項につき、「理事会」とあるのを「管

理者及び監事」とし、3 項として、「建物の修繕に関する計画が定められていると

きは、管理者又は監事は、区分所有者から構成される修繕委員会を設置し、この

修繕委員会において、一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕の実施を検討す

る。」を追加して準用する。 

 

✓ 管理者だけでなく、監事にも専門委員会を設置する権限を与えて、監視監督の

実効性を高める。 

第７章 会計  

（会計年度） 

第５６条 管理組合の会計年度は、毎年○月○日から翌年○月○日までとす

る。 

変更不要 

（管理組合の収入及び支出） 

第５７条 管理組合の会計における収入は、第２５条に定める管理費等及び

第２９条に定める使用料によるものとし、その支出は第２７条から第２９条

に定めるところにより諸費用に充当する。 

変更不要 

（収支予算の作成及び変更） 

第５８条 理事長は、毎会計年度の収支予算案を通常総会に提出し、その承

認を得なければならない。 

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提

出し、その承認を得なければならない。 

３ 理事長は、第５６条に定める会計年度の開始後、第１項に定める承認を

得るまでの間に、以下の各号に掲げる経費の支出が必要となった場合には、

理事会の承認を得てその支出を行うことができる。 

一 第２７条に定める通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、か

第 101 条 管理者を選任する場合において、第 58 条 1 項から 6 項において、

「理事長」とあるのを「管理者」とし、同条 3 項 5 項において、「理事会」とあ

るのを「監事全員」とし、同条 5項において、「第５４条第１項第十号の決議」と

あるのを「第５４条第１項第十号の承認」とし、同条 7 項として、次の規定を追

加して準用する。 

7 管理者は、総会において、契約行為その他区分所有者の負担が発生する行為に

ついて承認を得るため議案を提出しようとする際には、次に掲げる事項を区分所

有者及び監事全員に事前に開示しなければならない。 

一 契約内容 
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つ、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの 

二 総会の承認を得て実施している長期の施工期間を要する工事に係る経費

であって、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められ

るもの 

４ 前項の規定に基づき行った支出は、第１項の規定により収支予算案の承

認を得たときは、当該収支予算案による支出とみなす。 

５ 理事会が第５４条第１項第十号の決議をした場合には、理事長は、同条

第２項の決議に基づき、その支出を行うことができる。 

６ 理事長は、第２１条第６項の規定に基づき、敷地及び共用部分等の保存

行為を行う場合には、そのために必要な支出を行うことができる。 

二 契約により管理組合として負担する金額 

三 当該契約の相手方 

四 当該相手方を選任した理由 

 

✓ 「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案（令和 6年 1月 26日）では、3

項につき「経費の支出が必要となった場合には、【手続について当該マンショ

ンごとに検討。①総会での承認を得て、②区分所有者の意思を反映するための

機関の承認を得て、③区分所有者に対する意見徴収を実施し、回答した区分所

有者及びその議決権の各過半数の多数による賛成があったときは、など】その

支出を行うことができる。」とのコメントがある。 

✓ 「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案（令和 6 年 1 月 26 日）に基づ

き、7項を追加。 

（会計報告） 

第５９条 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、通

常総会に報告し、その承認を得なければならない。 

第 102 条 管理者を選任する場合において、「理事長」とあるのを「管理者」と

し、同条 2 項として、「管理者は、前項の収支決算案において、 前条第 7 項各号

に掲げる事項について開示しなければならない。」を追加して準用する。 

 

✓ 2 項は、第 58 条関係と同様に、「外部専門家の活用ガイドライン」の改訂案

（令和 6年 1月 26日）に基づくもの。 

（管理費等の徴収） 

第６０条 管理組合は、第２５条に定める管理費等及び第２９条に定める使

用料について、組合員が各自開設する預金口座から口座振替の方法により第

６２条に定める口座に受け入れることとし、当月分は別に定める徴収日まで

に一括して徴収する。ただし、臨時に要する費用として特別に徴収する場合

には、別に定めるところによる。 

２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理

組合は、その未払金額について、年利○％の遅延損害金と、違約金としての

弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対して請

求することができる。 

３ 管理組合は、納付すべき金額を納付しない組合員に対し、督促を行うな

第 103条 管理者を選任する場合において、第 60条 4項に「理事長」とあるの

を「管理者」とし、「理事会」とあるのを「監事全員」とし、準用する。 
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ど、必要な措置を講ずるものとする。 

４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議に

より、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行することができる。 

５ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の

諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 組合員は、納付した管理費等及び使用料について、その返還請求又は分

割請求をすることができない。 

（管理費等の過不足） 

第６１条 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余剰は翌

年度における管理費に充当する。 

２ 管理費等に不足を生じた場合には、管理組合は組合員に対して第２５条

第２項に定める管理費等の負担割合により、その都度必要な金額の負担を求

めることができる。 

変更不要 

（預金口座の開設） 

第６２条 管理組合は、会計業務を遂行するため、管理組合の預金口座を開

設するものとする。 

変更不要 

（借入れ） 

第６３条 管理組合は、第２８条第１項に定める業務を行うため必要な範囲

内において、借入れをすることができる。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を作成して保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による請

求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合におい

て、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を保管し、組合員又は利害関係人の理由を

付した書面による請求があったときは、これらを閲覧させなければならな

第 104 条 管理者を選任する場合において、第 64 条第 1 項 2 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条各項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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い。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することが

できる。 

３ 理事長は、第４９条第３項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面による請求に基づき、当該請求をした

者が求める情報を記入した書面を交付することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を、書面又は電磁的記録により作成して保管し、組合員又は利害関係人

の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があったときは、これらを閲

覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場

所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を、書面又は電磁的記録により保管し、組

合員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があった

ときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

３ 理事長は、第４９条第５項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求に基づき、

当該請求をした者が求める情報を記入した書面を交付し、又は当該書面に記

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

４ 電磁的記録により作成された書類等の閲覧については、第４９条第５項



79 

 

に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 

（消滅時の財産の清算） 

第６５条 管理組合が消滅する場合、その残余財産については、第１０条に

定める各区分所有者の共用部分の共有持分割合に応じて各区分所有者に帰属

するものとする。 

 

第８章 雑則  

（義務違反者に対する措置） 

第６６条 区分所有者又は占有者が建物の保存に有害な行為その他建物の管

理又は使用に関し区分所有者の共同の利益に反する行為をした場合又はその

行為をするおそれがある場合には、区分所有法第５７条から第６０条までの

規定に基づき必要な措置をとることができる。 

 

（理事長の勧告及び指示等） 

第６７条 区分所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若

しくはその同居人（以下「区分所有者等」という。）が、法令、規約又は使

用細則等に違反したとき、又は対象物件内における共同生活の秩序を乱す行

為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経てその区分所有者等に対

し、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うことができ

る。 

２ 区分所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者

若しくはその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要

な措置を講じなければならない。 

３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細則等に違反したとき、又は区分

所有者等若しくは区分所有者等以外の第三者が敷地及び共用部分等において

不法行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経て、次の措置を講ず

ることができる。 

一 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、管

理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること 

二 敷地及び共用部分等について生じた損害賠償金又は不当利得による返還

金の請求又は受領に関し、区分所有者のために、訴訟において原告又は被告

第 105 条 管理者を選任する場合において、第 67 条第 3 項につき、「理事長」

とあるのを「管理者」とし、「理事会の決議」とあるのを「監事全員の承認」と

し、同条第 4 項第 6 項につき、「理事長」とあるのを「管理者」として準用す

る。 
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となること、その他法的措置をとること 

４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金と

しての弁護士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。 

５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納

金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所有者のために、原告又は被告

となったときは、遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなければならな

い。この場合には、第４３条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（合意管轄裁判所） 

第６８条 この規約に関する管理組合と組合員間の訴訟については、対象物

件所在地を管轄する○○地方（簡易）裁判所をもって、第一審管轄裁判所と

する。 

２ 第４８条第十一号に関する訴訟についても、前項と同様とする。 

変更不要 

（市及び近隣住民との協定の遵守） 

第６９条 区分所有者は、管理組合が○○市又は近隣住民と締結した協定に

ついて、これを誠実に遵守しなければならない。 

変更不要 

（細則） 

第７０条 総会及び理事会の運営、会計処理、管理組合への届出事項等につ

いては、別に細則を定めることができる。 

変更不要 

（規約外事項） 

第７１条 規約及び使用細則等に定めのない事項については、区分所有法そ

の他の法令の定めるところによる。 

２ 規約、使用細則等又は法令のいずれにも定めのない事項については、総

会の決議により定める。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が署名した規約を１通作

成し、これを規約原本とする。 

第 106 条 管理者を選任する場合において、第 72 条第 2 項 4 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条 2項から 6項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面による

請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならない。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面に、現に有効な規約の内容と、その内容が規約原本及び規

約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載し、署名した上

で、この書面を保管する。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面による請求があったときは、理事長

は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効な規約の内容

を記載した書面（以下「規約原本等」という。）並びに現に有効な第１８条

に基づく使用細則及び第７０条に基づく細則その他の細則の内容を記載した

書面（以下「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が書面に署名又は電磁的

記録に電子署名した規約を１通作成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面又は電

磁的方法による請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならな

い。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面又は電磁的記録に、現に有効な規約の内容と、その内容が

規約原本及び規約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載

又は記録し、署名又は電子署名した上で、この書面又は電磁的記録を保管す

る。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面又は電磁的方法による請求があったと

きは、理事長は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効
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な規約の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下「規約原本等」

という。）並びに現に有効な第１８条に基づく使用細則及び第７０条に基づ

く細則その他の細則の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下

「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

７ 電磁的記録により作成された規約原本等及び使用細則等の閲覧について

は、第４９条第５項に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 
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１-３  理事会監督型管理規約モデル 

 

マンション標準管理規約（単棟型） モデル（理事会監督型 変更案） 

◯◯マンション管理規約 

第１章 総則  

第 9章 管理者選任の場合の規定 

第 73 条 管理組合において管理者を選任する場合においては、第 1 章から第 8

章までを次の章のとおり準用し、又は適用する。 

 

✓ 管理者退任の場合や、通常決議で後戻りできるように、理事会の規約を準用す

る形式をとる。 

（目的） 

第１条 この規約は、○○マンションの管理又は使用に関する事項等につい

て定めることにより、区分所有者の共同の利益を増進し、良好な住環境を確

保することを目的とする。 

変更不要 

（定義） 

第２条 この規約において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 区分所有権 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下「区分所有法」という。）第２条第１項の区分所有権をいう。 

二 区分所有者 区分所有法第２条第２項の区分所有者をいう。 

三 占有者 区分所有法第６条第３項の占有者をいう。 

四 専有部分 区分所有法第２条第３項の専有部分をいう。 

五 共用部分 区分所有法第２条第４項の共用部分をいう。 

六 敷地 区分所有法第２条第５項の建物の敷地をいう。 

七 共用部分等 共用部分及び附属施設をいう。 

八 専用使用権 敷地及び共用部分等の一部について、特定の区分所有者が排

他的に使用できる権利をいう。 

九 専用使用部分 専用使用権の対象となっている敷地及び共用部分等の部分

をいう。 

第 74 条 管理者を選任する場合においては、第 2 条に「十二 関係会社 会社

計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 2 条第 3 項 25 号にいう関係会社を

いう。」を追記して準用する。 
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十 電磁的方法 電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって次に定めるものをいう。 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気

通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに当該情報が記録されるもの 

ロ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録し

ておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したもの（以

下「電磁的記録」という。）を交付する方法 

十一 WEB 会議システム等 電気通信回線を介して、即時性及び双方向性を

備えた映像及び音声の通信を行うことができる会議システム等をいう。 

 

（規約及び総会の決議の遵守義務） 

第３条 区分所有者は、円滑な共同生活を維持するため、この規約及び総会

の決議を誠実に遵守しなければならない。 

２ 区分所有者は、同居する者に対してこの規約及び総会の決議を遵守させ

なければならない。 

変更不要 

（対象物件の範囲） 

第４条 この規約の対象となる物件の範囲は、別表第１に記載された敷地、

建物及び附属施設（以下「対象物件」という。）とする。 

変更不要 

（規約及び総会の決議の効力） 

第５条 この規約及び総会の決議は、区分所有者の包括承継人及び特定承継

人に対しても、その効力を有する。 

２ 占有者は、対象物件の使用方法につき、区分所有者がこの規約及び総会

の決議に基づいて負う義務と同一の義務を負う。 

変更不要 

（管理組合） 

第６条 区分所有者は、区分所有法第３条に定める建物並びにその敷地及び

附属施設の管理を行うための団体として、第１条に定める目的を達成するた

め、区分所有者全員をもって○○マンション管理組合（以下「管理組合」と

変更不要 
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いう。）を構成する。 

２ 管理組合は、事務所を○○内に置く。 

３ 管理組合の業務、組織等については、第６章に定めるところによる。 

第２章 専有部分等の範囲  

（専有部分の範囲） 

第７条 対象物件のうち区分所有権の対象となる専有部分は、住戸番号を付

した住戸とする。 

２ 前項の専有部分を他から区分する構造物の帰属については、次のとおり

とする。 

一 天井、床及び壁は、躯体部分を除く部分を専有部分とする。 

二 玄関扉は、錠及び内部塗装部分を専有部分とする。 

三 窓枠及び窓ガラスは、専有部分に含まれないものとする。 

３ 第１項又は前項の専有部分の専用に供される設備のうち共用部分内にあ

る部分以外のものは、専有部分とする。 

変更不要 

（共用部分の範囲） 

第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとす

る。 

変更不要 

第３章 敷地及び共用部分等の共有  

（共有） 

第９条 対象物件のうち敷地及び共用部分等は、区分所有者の共有とする。 

変更不要 

（共有持分） 

第１０条 各区分所有者の共有持分は、別表第３に掲げるとおりとする。 

変更不要 

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 区分所有者は、敷地又は共用部分等の分割を請求することはでき

ない。 

２ 区分所有者は、専有部分と敷地及び共用部分等の共有持分とを分離して

譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない。 

変更不要 

第４章 用法  

〔※住宅宿泊事業に使用することを可能とする場合、禁止する場合に応じ 変更不要 
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て、次のように規定〕 

(ア)住宅宿泊事業を可能とする場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用することができる。 

 

(イ)住宅宿泊事業を禁止する場合 

（専有部分の用途） 

第１２条 区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用するものと

し、他の用途に供してはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項の届出を行

って営む同法第２条第３項の住宅宿泊事業に使用してはならない。 

（敷地及び共用部分等の用法） 

第１３条 区分所有者は、敷地及び共用部分等をそれぞれの通常の用法に従

って使用しなければならない。 

変更不要 

（バルコニー等の専用使用権） 

第１４条 区分所有者は、別表第４に掲げるバルコニー、玄関扉、窓枠、窓

ガラス、一階に面する庭及び屋上テラス（以下この条、第２１条第１項及び

別表第４において「バルコニー等」という。）について、同表に掲げるとお

り、専用使用権を有することを承認する。 

２ 一階に面する庭について専用使用権を有している者は、別に定めるとこ 

ろにより、管理組合に専用使用料を納入しなければならない。 

３ 区分所有者から専有部分の貸与を受けた者は、その区分所有者が専用使

用権を有しているバルコニー等を使用することができる。 

変更不要 

（駐車場の使用） 

第１５条 管理組合は、別添の図に示す駐車場について、特定の区分所有者

に駐車場使用契約により使用させることができる。 

変更不要 
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２ 前項により駐車場を使用している者は、別に定めるところにより、管理

組合に駐車場使用料を納入しなければならない。 

３ 区分所有者がその所有する専有部分を、他の区分所有者又は第三者に譲

渡又は貸与したときは、その区分所有者の駐車場使用契約は効力を失う。 

（敷地及び共用部分等の第三者の使用） 

第１６条 管理組合は、次に掲げる敷地及び共用部分等の一部を、それぞれ

当該各号に掲げる者に使用させることができる。 

一 管理事務室、管理用倉庫、機械室その他対象物件の管理の執行上必要な

施設 管理事務（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２

年法律第１４９号。以下「適正化法」という。）第２条第六号の「管理事

務」をいう。）を受託し、又は請け負った者 

二 電気室 対象物件に電気を供給する設備を維持し、及び運用する事業者 

三 ガスガバナー 当該設備を維持し、及び運用する事業者 

２ 前項に掲げるもののほか、管理組合は、総会の決議を経て、敷地及び共

用部分等（駐車場及び専用使用部分を除く。）の一部について、第三者に使

用させることができる。 

変更不要 

 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おうとす

るときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下同

じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

第 75 条 管理者を選任する場合においては、第 17 条第 1 項、2 項、3 項、5

項、7項において、「理事長」とあるのを「管理者」として、準用する。 

 

 

 

✓ 横浜市建築局の方式では、理事長が専有部分の修繕等に関して、申請等の受理

等の職務を行うものとしているが、理事長の事務負担軽減の観点から、管理者

の権限とした。もっとも、専有部分の工事であっても工事内容によって、他の

住民に影響を及ぼすことがある事から、理事会において、その承認・不承認を

する。 
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に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おう 

とするときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下

同じ。）にその旨を申請し、書面又は電磁的方法による承認を受けなければ

ならない。 

 

２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付

した申請書を理事長に提出しなければならない。 

３ 理事長は、第１項の規定による申請について、理事会（第５１条に定め

る理事会をいう。以下同じ。）の決議により、その承認又は不承認を決定し

なければならない。 

４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、

専有部分の修繕等に係る共用部分の工事を行うことができる。 

５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内におい

て、修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合に

おいて、区分所有者は、正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は

他の専有部分に影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責任

と負担により必要な措置をとらなければならない。 

７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入

り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭気等工事の実施中における

共用部分又は他の専有部分への影響について管理組合が事前に把握する必要

があるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長にその旨を届け出な

ければならない。 

（使用細則） 

第１８条 対象物件の使用については、別に使用細則を定めるものとする。 

変更不要 

（専有部分の貸与） 

第１９条 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、この

規約及び使用細則に定める事項をその第三者に遵守させなければならない。 

変更不要 
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２ 前項の場合において、区分所有者は、その貸与に係る契約にこの規約及

び使用細則に定める事項を遵守する旨の条項を定めるとともに、契約の相手

方にこの規約及び使用細則に定める事項を遵守する旨の誓約書を管理組合に

提出させなければならない。 

 

〔※専有部分の貸与に関し、暴力団員への貸与を禁止する旨の規約の規定を

定める場合〕 

（暴力団員の排除） 

第１９条の２ 区分所有者は、その専有部分を第三者に貸与する場合には、

前条に定めるもののほか、次に掲げる内容を含む条項をその貸与に係る契約

に定めなければならない。 

一 契約の相手方が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第六号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約

すること。 

二 契約の相手方が暴力団員であることが判明した場合には、何らの催告を

要せずして、区分所有者は当該契約を解約することができること。 

三 区分所有者が前号の解約権を行使しないときは、管理組合は、区分所有

者に代理して解約権を行使することができること。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

使を管理組合に認める旨の書面の提出をするとともに、契約の相手方に暴力

団員ではないこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨

の誓約書を管理組合に提出させなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 前項の場合において、区分所有者は、前項第三号による解約権の代理行

変更不要 
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使を管理組合に認める旨の書面の提出（当該書面に記載すべき事項の電磁的

方法による提供を含む。）をするとともに、契約の相手方に暴力団員ではな

いこと及び契約後において暴力団員にならないことを確約する旨の誓約書を

管理組合に提出させなければならない。 

第５章 管理 

第１節 総則 

 

（区分所有者の責務） 

第２０条 区分所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進

を図るため、常に適正な管理を行うよう努めなければならない。 

変更不要 

（敷地及び共用部分等の管理） 

第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負

担においてこれを行うものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分

所有法第１８条第１項ただし書の「保存行為」をいう。以下同じ。）のう

ち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と

負担においてこれを行わなければならない。 

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を

共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行う

ことができる。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の保存行為を行う

ことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じている場合に、当該

専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊急を要するもの

であるときは、この限りでない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

第 76 条 管理者を選任する場合において、第 21 条第 3 項につき、「理事長」と

あるのを「管理者」として、準用する。 

管理者を選任する場合において、第 21 条第 3 項につき、「理事長」とあるのを

「管理者」とし、同条 6項において、「理事長」とあるのを「理事長又は管理者」

とし、「災害等」とあるのを「災害・事故等」として準用する。 

管理者を選任する場合において、第 21条第 7項を「管理者は、 1 件あたり取引

の金額が○万円以下の契約の場合に限り 、管理者の判断で保存行為を実施できる

ものとする。ただし、管理者は、管理行為及び変更行為については、総会の決議

によって、当該各行為実施することができる。」を追加する。 

 

✓ 管理者が独断で出来るのは、保存行為と限定すべきであり、変更行為は承認を

得て実施すべきである。 

✓ 東日本大震災時において、管理会社が管理業務を遂行出来なかったという事態

が生じていたという事であり、管理者ばかりでなく、理事長も、保存行為を実

施できるものとした。 

✓ 予備費の範囲内で（戸当たり 1 万円程度を目安として）、保存行為について独

断で工事できてよいと考えるが、例えば、漏水工事で保険が出るのが分かって

いるのに、総会を待たないと対応が全くできないというのも、都合が悪く、災

害等の緊急時に限らず、急迫の必要性がある場合には、保存行為を認めてもい

い。 
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書面又は電磁的方法による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の

保存行為を行うことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じてい

る場合に、当該専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊

急を要するものであるときは、この限りでない。 

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する。 

 

４ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「保存行為」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕等の工事後

に、当該工事」とあるのは「第２１条第３項の承認を受けた保存行為後に、

当該保存行為」と読み替えるものとする。 

５ 第３項の規定に違反して保存行為を行った場合には、当該保存行為に要

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する 

６ 理事長は、災害等の緊急時においては、総会又は理事会の決議によらず

に、敷地及び共用部分等の必要な保存行為を行うことができる。 

 

（窓ガラス等の改良） 

第２２条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他

の開口部に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向

上等に資するものについては、管理組合がその責任と負担において、計画修

繕としてこれを実施するものとする。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面による承認を受けることにより、当該

工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面又は電磁的方法による承認を受けるこ

第 77 条 管理者を選任する場合において、第 22 条第 2 項につき、「理事長」と

あるのを「管理者」として、準用する。 
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とにより、当該工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することが

できる。 

 

３ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「第２２条第２項の工事」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕

等の工事」とあるのは「第２２条第２項の承認を受けた工事」と読み替える

ものとする。 

（必要箇所への立入り） 

第２３条 前２条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内に

おいて、他の者が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求する

ことができる。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否

してはならない。 

３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果

生じた損害を賠償しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は、災害、事故等が発生した場合で

あって、緊急に立ち入らないと共用部分等又は他の専有部分に対して物理的

に又は機能上重大な影響を与えるおそれがあるときは、専有部分又は専用使

用部分に自ら立ち入り、又は委任した者に立ち入らせることができる。 

５ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければな

らない。 

第 78 条 管理者を選任する場合においては、第 23 条第 4 項に「理事長」とあ

るのを「理事長又は管理者」として準用する。 

 

 

✓ 災害・事故の場面において、管理者が間に合わない場合に備えて、管理者だ

けでなく、理事長も立ち入りの権限を認めることとした。 

（損害保険） 

第２４条 区分所有者は、共用部分等に関し、管理組合が火災保険、地震保

険その他の損害保険の契約を締結することを承認する。 

２ 理事長は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、区分

所有者を代理する。 

第 79 条 管理者を選任する場合においては、第 24 条第 2 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として、準用する。 

第２節 費用の負担  

（管理費等） 変更不要 
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第２５条 区分所有者は、敷地及び共用部分等の管理に要する経費に充てる

ため、次の費用（以下「管理費等」という。）を管理組合に納入しなければ

ならない。 

一 管理費 

二 修繕積立金 

２ 管理費等の額については、各区分所有者の共用部分の共有持分に応じて

算出するものとする。 

（承継人に対する債権の行使） 

第２６条 管理組合が管理費等について有する債権は、区分所有者の特定承

継人に対しても行うことができる。 

変更不要 

（管理費） 

第２７条 管理費は、次の各号に掲げる通常の管理に要する経費に充当す

る。 

一 管理員人件費 

二 公租公課 

三 共用設備の保守維持費及び運転費 

四 備品費、通信費その他の事務費 

五 共用部分等に係る火災保険料、地震保険料その他の損害保険料 

六 経常的な補修費 

七 清掃費、消毒費及びごみ処理費 

八 委託業務費 

九 専門的知識を有する者の活用に要する費用 

十 管理組合の運営に要する費用 

十一 その他第３２条に定める業務に要する費用（次条に規定する経費を除

く。） 

変更不要 

（修繕積立金） 

第２８条 管理組合は、各区分所有者が納入する修繕積立金を積み立てるも

のとし、積み立てた修繕積立金は、次の各号に掲げる特別の管理に要する 

経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

変更不要 



94 

 

一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕 

二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 

三 敷地及び共用部分等の変更 

四 建物の建替え及びマンション敷地売却（以下「建替え等」という。） 

に係る合意形成に必要となる事項の調査 

五 その他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のため

に特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第６２条第１項の建替え決議（以下「建

替え決議」という。）又は建替えに関する区分所有者全員の合意の後であっ

ても、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８

号。以下「円滑化法」という。）第９条のマンション建替組合の設立の認可

又は円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可までの間において、建物

の建替えに係る計画又は設計等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え 

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション敷地売却

決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後であっても、円滑化

法第１２０条のマンション敷地売却組合の設立の認可までの間において、マ

ンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合には、その経費に充当する

ため、管理組合は、修繕積立金から管理組合の消滅時にマンション敷地売却

不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立

金を取り崩すことができる。 

４ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたときは、修繕

積立金をもってその償還に充てることができる。 

５ 修繕積立金については、管理費とは区分して経理しなければならない。 

（使用料） 

第２９条 駐車場使用料その他の敷地及び共用部分等に係る使用料（以下

「使用料」という。）は、それらの管理に要する費用に充てるほか、修繕積

変更不要 



95 

 

立金として積み立てる。 

第６章 管理組合 

第１節 組合員 

 

（組合員の資格） 

第３０条 組合員の資格は、区分所有者となったときに取得し、区分所有者

でなくなったときに喪失する。 

変更不要 

第２節 管理組合の業務  

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面により管理組合に届け出なければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（届出義務） 

第３１条 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにその旨を

書面又は電磁的方法により管理組合に届け出なければならない。 

変更不要 

（業務） 

第３２条 管理組合は、建物並びにその敷地及び附属施設の管理のため、次

の各号に掲げる業務を行う。 

一 管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条におい

て「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処

理 

二 組合管理部分の修繕 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理 

四 建替え等に係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務 

五 適正化法第１０３条第１項に定める、宅地建物取引業者から交付を受け

た設計図書の管理 

第 80条 管理者を選任する場合においては、第 32条において、「十六 地域コ

ミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成」「十七 本マンションの居

住者当の福祉に関する業務（バリアフリーなど高齢者、障碍者対策等）」を追記し

て、準用する。 

 

✓ 管理者型において、コミュニティが希薄になることを防ぐために、マンション

内における親睦を図ることの一例として、福管連モデル（令和 5 年 6 月版）

を参考として、管理組合の業務に加えることが考えられる。 

✓ 11 号につき、改訂ガイドラインでは、「管理者の権限とすることのほか、区

分所有者の意思を反映するための機関を設置する場合は、当該機関の業務とす

ることが考えられる。」とのコメントがある。一つの例として、官公署、町内
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六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 

七 共用部分等に係る火災保険、地震保険その他の損害保険に関する業務 

八 区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当

であると認められる管理行為 

九 敷地及び共用部分等の変更及び運営 

十 修繕積立金の運用 

十一 官公署、町内会等との渉外業務 

十二 マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住環

境の維持及び向上に関する業務 

十三 広報及び連絡業務 

十四 管理組合の消滅時における残余財産の清算 

十五 その他建物並びにその敷地及び附属施設の管理に関する業務 

会等との渉外業務について、専門委員会を立ち上げることも考えられる。 

（業務の委託等） 

第３３条 管理組合は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管

理業者（適正化法第２条第八号の「マンション管理業者」をいう。）等第三

者に委託し、又は請け負わせて執行することができる。 

変更不要 

 

（専門的知識を有する者の活用） 

第３４条 管理組合は、マンション管理士（適正化法第２条第五号の「マン

ション管理士」をいう。）その他マンション管理に関する各分野の専門的知

識を有する者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、相談

したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができる。 

変更不要 

第３節 役員 第 3節 役員等 

 

✓ 管理者を役員といえるのか疑問が残り、「等」とした。 

（役員） 

第３５条 管理組合に次の役員を置く。 

一 理事長 

二 副理事長 ○名 

三 会計担当理事 ○名 

 

✓ 役員の任期 1 年という規定をよく見るが、継続性という観点からみて疑問が

あり、重要案件について取り組むにも不十分な期間と思われる。任期 2 年と

して、半数改選が望ましい。 
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四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○名 

五 監事 ○名 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、組合員のうちから選任し、又は

解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

 

(ア)外部専門家を役員として選任できることとする場合 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

４ 組合員以外の者から理事又は監事を選任する場合の選任方法については

細則で定める。 

新設 （管理者の選任・解任） 

第 81条 管理組合に、管理者を１名置く。 

２ 管理者は総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 前項の場合に、管理者となろうとする者が、管理組合の管理業務を行ってい

る場合には、選任にあたって、その業務内容、契約期間、契約額、その他必要な

事項を定めた業務委託契約を締結することについて併せて総会で決議をし、当該

外部専門家との間で業務委託契約を締結しなければならない。 

４ 管理者選任の選任方法については細則で定める。 

５ 管理者となろうとする者が法人である場合には、管理者業務の職務担当者の

所属する部署名、役職名、氏名を総会において報告する。ただし、当該法人にお

ける管理者業務と管理業務の担当する職務担当者は同一でないものを指定しなけ

ればならない。 

６ 前項本文の場合において、当該職務担当者が、退職、休職、配置転換その他

これらに準ずる事由により管理者の業務を担当できなくなった場合には、遅滞な

く、区分所有者全員に対して、その旨及び新しい職務担当者の所属する部署名、

役職名、氏名を通知する。 
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✓ 5項は、届出でもいい。 

✓ 解任後の引継ぎについては、委任契約書にも定めるべき。 

✓ 理事長が代表者となることから、ここでは自己契約の問題は生じない。 

 

（役員の任期） 

第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するま

での間引き続きその職務を行う。 

４ 役員が組合員でなくなった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

ア 外部専門家を役員として選任できることとする場合 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなくなった場

合には、その役員はその地位を失う。 

 

新設 （管理者の任期） 

第 82条 管理者の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 管理者が任期の満了又は辞任によって退任するときは、後任の管理者が就任

するまでの間又は理事会が発足するまでの間、引き続きその職務を行い、業務を

引き継ぐ義務を負う。 

３ 前項の場合において、管理者が退任する場合は、少なくとも、3 カ月前に全

組合員に対し通知しなければならない。 

 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となることができ

ない。 

一 精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な

認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を

変更不要 
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得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者をいう。） 

 

 （管理者の欠格条項） 

第 83条 次の各号のいずれかに該当する者は、管理者となることができない。 

一 精神の機能の障害により管理者の職務を適正に執行するに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ない

もの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

をいう。） 

四 マンション管理士の登録の取消し又は当該専門分野に係る資格についてこれ

と同様の処分を受けた者 

五 法人から派遣を受けた者である場合、次のイ又はロいずれかに該当する法人

から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は申立てを受け

たとき 

２ 管理者が法人である場合には、次の各号のいずれかに該当する者は、管理者

となることができない。 

一 管理者が銀行の取引を停止されたとき、若しくは破産、会社 

更生、民事再生の申し立てをしたとき、又は管理者について 

破産、会社更生、民事再生の申し立てがされたとき 

二 管理者が合併又は破産以外の事由により解散したとき 
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三 マンション管理業者としての登録が取り消されたとき 

（役員の誠実義務等） 

第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則

等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実に

その職務を遂行するものとする。 

２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費

の支払と報酬を受けることができる。 

 

変更不要 

 

 

（利益相反取引の防止） 

第３７条の２ 役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引に

つき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との利益が

相反する取引をしようとするとき。 

 

変更不要 

 （管理者の利益相反取引の防止） 

第 84 条 管理者は、次に掲げる場合には、総会において、当該取引につき重要な

事実（取引の相手方、目的物、数量、価格、取引期間、 利益相反取引等を行う理

由、 取引による利益など、取引内容の中で、承認すべきか否かの判断に資する部

分等）を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 管理者が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が管理者以外の者との間において管理組合と当該管理者との利益が相

反する取引をしようとするとき。 

三 管理者の関係会社が管理組合と取引をしようとするとき。 

２ 前項の場合においては、監事らの協議によって指名された監事が管理組合を

代表する。 

 

✓ 総会監督型等とは異なり、理事長が管理組合を代表するが、管理者が実質的に

支配する可能性は拭えず、利益相反規定は残しておくこととした。 
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✓ 管理者は、大規模修繕工事について、受注できないとすることも検討されるべ

きである。 

✓ 改訂ガイドラインにおいて、「※ 利益相反取引等を行おうとする場合に総会に

おいて説明すべき重要な事実としては、 取引の相手方、目的物、数量、価

格、取引期間、 利益相反取引等を行う理由、 取引による利益など、取引内容

の中で、承認すべきか否かの判断に資する部分が考えられる。」との記載があ

る。 

✓ 関係会社との取引については、利益相反として扱い、重要な事実と総会での承

認事項とした。 

✓ 利益相反の場合において、管理者自らが契約することは望ましくなく、監事が

契約することとした。 

（理事長） 

第３８条 理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各

号に掲げる業務を遂行する。 

一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長の職務

として定められた事項 

二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

３ 理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理

組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 理事長は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなけ

ればならない。 

５ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部を委任

することができる。 

６ 管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表

権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合

を代表する。 

 

第 85 条 管理者を選任する場合においては、第 38 条 1 項において、「その業務

を統括し」とあるのを削除し、同条 2 項を適用しないものとし、同条 7 項とし

て、次の規定を置くものとする。 

 

７ 理事長は、管理組合の預金口座の印鑑を保管する。 

 

 

✓ 理事長は、管理組合の代表者とし、管理者は業務を統括するものする。 

✓ 管理者を置くことから、理事長の管理者みなし規定は不要であり、2 項を削除

する。 

✓ 預金口座の印鑑は、理事長が保管するものとした。 

 

新設 （管理者） 
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第 86 条 管理者は、管理組合の業務を統括するほか、次の各号に掲げる業務を遂

行する。 

一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、管理者の職務として

定められた事項 

二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 管理者は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理組合の

業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 管理者は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなければな

らない。 

 

 

✓ 理事長の規定（38条）を基に変更した。 

✓ 管理者を置くことから、みなし規定は不要であり、2 項を削除する。また、5

項も管理者が他の理事に委任することはなく、削除した。 

✓ 管理者に代表権がないことから、5項を削除した。 

 

（副理事長） 

第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その

職務を代理し、理事長が欠けたときは、その職務を行う。 

変更不要 

（理事） 

第４０条 理事は、理事会を構成し、理事会の定めるところに従い、管理組

合の業務を担当する。 

２ 理事は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 

３ 会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行

う。 

変更不要 

（監事） 

第４１条 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し、その結

果を総会に報告しなければならない。 

第 87 条 管理者を選任する場合において、第 41 条 2 項に、「理事」とあるのを

「管理者及び理事」とし、「職員」とあるのを「職員及び管理業務の委託を受けた

者」とし、同条 5項に「理事」とあるのを「理事及び管理者」として準用する。 
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２ 監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職員に対

して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をすることができ

る。 

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認

めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなけ

ればならない。 

５ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若しくは理事会の

決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞

なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

６ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理

事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

７ 前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日

から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない

場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 

 

第４節 総会  

（総会） 

第４２条 管理組合の総会は、総組合員で組織する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分所有法に定める集会とする。 

３ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始以後２か月以内に招集

しなければならない。 

４ 理事長は、必要と認める場合には、理事会の決議を経て、いつでも臨時

総会を招集することができる。 

５ 総会の議長は、理事長が務める。 

 

第 88 条 管理者を選任する場合において、第 42 条 3 項に、「理事長」とあるの

を「管理者」として準用する。 

 

 

✓ 管理者が総会の議長を務めることも考えられるが、総会が最高の意思決定機関

であること、管理者にかかわる議案があることなどから、ここでは通常総会の

準備は管理者が実施し、管理者が通常総会を招集すると想定する一方で、理事

長が議長を務めるものとした。 

✓ 臨時理事会については、理事会が主導して開催するものであり、理事長が総会

を招集するものとした。 

（招集手続） 

第４３条 総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週間前（会議

変更不要 
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の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは２か月前）ま

でに、会議の日時、場所（WEB 会議システム等を用いて会議を開催すると

きは、その開催方法）及び目的を示して、組合員に通知を発しなければなら

ない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発するもの

とする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対象物件内の専有部分

の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出のない組

合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示することをもって、これ

に代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４７条第３項第一

号、第二号若しくは第四号に掲げる事項の決議又は建替え決議若しくはマン

ション敷地売却決議であるときは、その議案の要領をも通知しなければなら

ない。 

５ 会議の目的が建替え決議であるときは、前項に定める議案の要領のほ

か、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持及び回

復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をするのに要する費用の額及

びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画の内 

四 建物につき修繕積立金として積み立てられている金額 

６ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 売却を必要とする理由 

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

イ マンションが円滑化法第１０２条第２項第一号に該当するとして同条第

１項の認定（以下「特定要除却認定」という。）を受けている場合 次に掲げ

る事項 
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（１） 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第２条第２項に規定する耐震改修又はマンションの建替えを 

しない理由 

（２） （１）の耐震改修に要する費用の概算額 

ロ マンションが円滑化法第１０２条第２項第二号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(ア)火災に対する安全性の向上を目的とした改修又はマンションの 

建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

ハ マンションが円滑化法第１０２条第２項第三号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(イ)外壁等の剝離及び落下の防止を目的とした改修又はマンションの建替え

をしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

７ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする総会を招集する場

合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際に通知すべき

事項について組合員に対し説明を行うための説明会を開催しなければならな

い。 

８ 第４５条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その通

知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 

９ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であると

きを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、理事長は、理事会の承

認を得て、５日間を下回らない範囲において、第１項の期間を短縮すること

ができる。 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項に定める

議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、会議の目的を示し

変更不要 
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て総会の招集を請求した場合には、理事長は、２週間以内にその請求があっ

た日から４週間以内の日（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却

決議であるときは、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集

の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合員は、

臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面又は代理人によって議決権を行

使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又は代理人によっ

て議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中か

ら選任する。 

✓ 理事会があり、理事長が総会の招集権を有するとしたことから、管理者を選任

する場合において、「10分の 1」と緩和しなかった。 

 

（出席資格） 

第４５条 組合員のほか、理事会が必要と認めた者は、総会に出席すること

ができる。 

２ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的につき利

害関係を有する場合には、総会に出席して意見を述べることができる。この

場合において、総会に出席して意見を述べようとする者は、あらかじめ理事

長にその旨を通知しなければならない。 

変更不要 

（議決権） 

第４６条 各組合員の議決権の割合は、別表第５に掲げるとおりとする。 

２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、その議決権行使については、これ

ら共有者をあわせて一の組合員とみなす。 

変更不要 
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３ 前項により一の組合員とみなされる者は、議決権を行使する者１名を選

任し、その者の氏名をあらかじめ総会開会までに理事長に届け出なければな

らない。 

４ 組合員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。 

５ 組合員が代理人により議決権を行使しようとする場合において、その代

理人は、以下の各号に掲げる者でなければならない。 

一 その組合員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）又は一親等の親族 

二 その組合員の住戸に同居する親族 

三 他の組合員 

６ 組合員又は代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければな

らない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規定なし） 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

７ 組合員は、第４項の書面による議決権の行使に代えて、電磁的方法によ

って議決権を行使することができる。 

８ 組合員又は代理人は、第６項の書面の提出に代えて、電磁的方法によっ

て提出することができる。 

（総会の会議及び議事） 

第４７条 総会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、前条第１項に定める議決権総数の半数以上を有する組合員が出席

しなければならない。 

２ 総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 

３ 次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前項にかかわらず、組合

員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。 

変更不要 
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一 規約の制定、変更又は廃止 

二 敷地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

もの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条第２項に基づく認定

を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 区分所有法第５８条第１項、第５９条第１項又は第６０条第１項の訴え

の提起 

四 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の滅失した共用部分

の復旧 

五 その他総会において本項の方法により決議することとした事項 

４ 建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４以上及び議

決権総数の５分の４以上で行う。 

５ マンション敷地売却決議は、第２項にかかわらず、組合員総数、議決権

総数及び敷地利用権の持分の価格の各５分の４以上で行う。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

６ 前５項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使する者

は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

６ 前５項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって議決権を

行使する者は、出席組合員とみなす。 

 

７ 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組合員の権

利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。この

場合において、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならな

い。 

８ 第３項第二号において、敷地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専

用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有す



109 

 

る組合員又はその専用使用部分の専用使用を認められている組合員の承諾を

得なければならない。この場合において、その組合員は正当な理由がなけれ

ばこれを拒否してはならない。 

９ 第３項第三号に掲げる事項の決議を行うには、あらかじめ当該組合員又

は占有者に対し、弁明する機会を与えなければならない。 

10 総会においては、第４３条第１項によりあらかじめ通知した事項につい

てのみ、決議することができる。 

（議決事項） 

第４８条 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければなら

ない。 

一 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三 収支決算及び事業報告 

四 収支予算及び事業計画 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

六 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

七 修繕積立金の保管及び運用方法 

八 適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法第５条

の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第５条の７第１項

に基づく管理計画の変更の認定の申請 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資

金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十一 区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びに

これらの訴えを提起すべき者の選任 

十二 建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十三 円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の申請十

四 区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０８条第１

項の場合のマンション敷地売却 

第 89 条 管理者を選任する場合において、第４８条 2 号につき、「役員の選任及

び解任」とあるのを「管理者の選任及び解任並びに役員の選任及び解任」とし、

「役員活動費の額及び支払方法」とあるのを「役員活動費の額及び支払方法並び

に管理者業務委託契約の締結」として、準用する。 
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十五 第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設計等の

経費のための修繕積立金の取崩し 

十六 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七 その他管理組合の業務に関する重要事項 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長及び議長の

指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならない。 

３ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面による請求が

あったときは、議事録の閲覧をさせなければならない。この場合において、

閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面による決議をすることができる。 

２ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員全員の書面による合意があったときは、書面による決議があったものとみ

なす。 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面に

よる決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面による決議に係る書面について準

用する。 

５ 総会に関する規定は、書面による決議について準用する。 

 

第 90 条 管理者を選任する場合において、第 49 条第 2 項につき、「閲覧」とあ

るのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同項末尾

に、「ただし、謄写について現にかかった費用を閲覧等の請求者が負担する。」と

追加して準用する。 

 

✓ 総会の議事録の作成は、議長である理事長の責任であり、またその保管も理事

長であると考えられる。 
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(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、書面又は電磁的記録により、議

事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

３ 前項の場合において、議事録が書面で作成されているときは、議長及び

議長の指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならな

い。 

４ 第２項の場合において、議事録が電磁的記録で作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された情報については、議長及び議長の指名する２名

の総会に出席した組合員が電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律

（平成１２年法律第１０２号）第２条第１項の「電子署名」をいう。以下同

じ。）をしなければならない。 

５ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面又は電磁的方

法による請求があったときは、議事録の閲覧（議事録が電磁的記録で作成さ

れているときは、当該電磁的記録に記録された情報の内容を紙面又は出力装

置の映像面に表示する方法により表示したものの当該議事録の保管場所にお

ける閲覧をいう。）をさせなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面又は電磁的方法による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができる。

ただし、電磁的方法による決議に係る組合員の承諾については、 

あらかじめ、組合員に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示 

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 
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２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員の全員の書面又は電磁的方法による合意があったときは、書面又は電磁的

方法による決議があったものとみなす。 

４ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

５ 前条第５項及び第６項の規定は、書面又は電磁的方法による決議に係る

書面並びに第１項及び第３項の電磁的方法が行われた場合に当該電磁的方法

により作成される電磁的記録について準用する。 

６ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用す

る。 

第５節 理事会  

（理事会） 

第５１条 理事会は、理事をもって構成する。 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一 規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限として定め

られた管理組合の業務執行の決定 

二 理事の職務の執行の監督 

三 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

３ 理事会の議長は、理事長が務める。 

（管理者による決定事項） 

第 91 条 管理者は、規約若しくは使用細則等又は総会の決議により管理者の権

限として定められた管理組合の業務執行の決定のほか、９号を除き、理事会の承

認を得て、次に掲げる事項を決定することができる。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条（専有部分の修繕等）、第２１条（敷地及び共用部分等の管理）及び

第２２条（窓ガラス等の改良）に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項（収支予算の作成及び変更）に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項（管理費の徴収）に定める未納の管理費等及び使用料の請求に

関する訴訟その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 
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十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の実施等 

 

 

✓ 理事会議決事項 54 条より決定事項を参照。ただし、54 条 2 項は、理事会の

権限として残すこととし、管理者の権限とはしなかった。 

（招集） 

第５２条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求した場合に

は、理事長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求があった日

から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場

合には、その請求をした理事は、理事会を招集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４３条（建替え決議又はマンション敷

地売却決議を会議の目的とする場合の第１項及び第４項から第８項までを除

く。）の規定を準用する。この場合において、同条中「組合員」とあるのは

「理事及び監事」と、同条第９項中「理事会の承認」とあるのは「理事及び

監事の全員の同意」と読み替えるものとする。ただし、理事会において別段

の定めをすることができる。 

変更不要 

（理事会の会議及び議事） 

第５３条 理事会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、理事の半数以上が出席しなければ開くことができず、その議事は

出席理事の過半数で決する。 

２ 次条第１項第五号に掲げる事項については、理事の過半数の承諾がある

ときは、書面又は電磁的方法による決議によることができる。 

３ 前２項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わるこ

とができない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

変更不要 
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４ 議事録については、第４９条（第４項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第２項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

４ 議事録については、第４９条（第６項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第３項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

（議決事項） 

第５４条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる

事項を決議する。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関する訴訟

その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施等 

十一 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

２ 第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をした場合

においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充てるための資金の

借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議することができる。 

第 92 条 管理者を選任する場合において、第 54 条 1 項柱書の「次の各号に掲

げる事項を決議する。」とあるのを「管理者に対し、次の各号に掲げる事項を決議

により承認する。」として準用し、同条 2 項の「前項第十号の決議をした場合にお

いては、」とあるのを「前項第十号の決議及び、」として準用する。 

 

✓ 2 項の災害等の場面において、管理者が動きをとれない場合に備えて、理事会

でも、応急的な修繕工事の実施及びその費用の手当をできるようにした。 

（専門委員会の設置） 

第５５条 理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置

変更不要 
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し、特定の課題を調査又は検討させることができる。 

２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。 

 

✓ 業務執行者である管理者に専門委員会を設置する権限を与えることも考えられ

るが、非専門家の集団である理事会に、より必要性があると考えられ、また管

理者が理事会を通して専門委員会を設置すれば足りると考えた。 

第７章 会計  

（会計年度） 

第５６条 管理組合の会計年度は、毎年○月○日から翌年○月○日までとす

る。 

変更不要 

（管理組合の収入及び支出） 

第５７条 管理組合の会計における収入は、第２５条に定める管理費等及び

第２９条に定める使用料によるものとし、その支出は第２７条から第２９条

に定めるところにより諸費用に充当する。 

変更不要 

（収支予算の作成及び変更） 

第５８条 理事長は、毎会計年度の収支予算案を通常総会に提出し、その承

認を得なければならない。 

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提

出し、その承認を得なければならない。 

３ 理事長は、第５６条に定める会計年度の開始後、第１項に定める承認を

得るまでの間に、以下の各号に掲げる経費の支出が必要となった場合には、

理事会の承認を得てその支出を行うことができる。 

一 第２７条に定める通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、か

つ、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの 

二 総会の承認を得て実施している長期の施工期間を要する工事に係る経費

であって、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められ

るもの 

４ 前項の規定に基づき行った支出は、第１項の規定により収支予算案の承

認を得たときは、当該収支予算案による支出とみなす。 

５ 理事会が第５４条第１項第十号の決議をした場合には、理事長は、同条

第２項の決議に基づき、その支出を行うことができる。 

第 94条 管理者を選任する場合において、第 58条 1項から 6項において、「理

事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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６ 理事長は、第２１条第６項の規定に基づき、敷地及び共用部分等の保存

行為を行う場合には、そのために必要な支出を行うことができる。 

（会計報告） 

第５９条 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、通

常総会に報告し、その承認を得なければならない。 

管理者を選任する場合において、「理事長」とあるのを「管理者」として準用す

る。 

 

 

（管理費等の徴収） 

第６０条 管理組合は、第２５条に定める管理費等及び第２９条に定める使

用料について、組合員が各自開設する預金口座から口座振替の方法により第

６２条に定める口座に受け入れることとし、当月分は別に定める徴収日まで

に一括して徴収する。ただし、臨時に要する費用として特別に徴収する場合

には、別に定めるところによる。 

２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理

組合は、その未払金額について、年利○％の遅延損害金と、違約金としての

弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対して請

求することができる。 

３ 管理組合は、納付すべき金額を納付しない組合員に対し、督促を行うな

ど、必要な措置を講ずるものとする。 

４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議に

より、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行することができる。 

５ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の

諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 組合員は、納付した管理費等及び使用料について、その返還請求又は分

割請求をすることができない。 

第 95 条 管理者を選任する場合において、第 60 条 4 項に「理事長」とあるの

を「管理者」として、準用する。 

（管理費等の過不足） 

第６１条 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余剰は翌

年度における管理費に充当する。 

２ 管理費等に不足を生じた場合には、管理組合は組合員に対して第２５条

第２項に定める管理費等の負担割合により、その都度必要な金額の負担を求

変更不要 
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めることができる。 

（預金口座の開設） 

第６２条 管理組合は、会計業務を遂行するため、管理組合の預金口座を開

設するものとする。 

変更不要 

（借入れ） 

第６３条 管理組合は、第２８条第１項に定める業務を行うため必要な範囲

内において、借入れをすることができる。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を作成して保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による請

求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合におい

て、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を保管し、組合員又は利害関係人の理由を

付した書面による請求があったときは、これらを閲覧させなければならな

い。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することが

できる。 

３ 理事長は、第４９条第３項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面による請求に基づき、当該請求をした

者が求める情報を記入した書面を交付することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

第 96条 管理者を選任する場合において、第 64条第 1項 2項につき、「閲覧」

とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同条各

項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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票類を、書面又は電磁的記録により作成して保管し、組合員又は利害関係人

の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があったときは、これらを閲

覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場

所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を、書面又は電磁的記録により保管し、組

合員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があった

ときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

３ 理事長は、第４９条第５項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求に基づき、

当該請求をした者が求める情報を記入した書面を交付し、又は当該書面に記

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

４ 電磁的記録により作成された書類等の閲覧については、第４９条第５項

に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 

（消滅時の財産の清算） 

第６５条 管理組合が消滅する場合、その残余財産については、第１０条に

定める各区分所有者の共用部分の共有持分割合に応じて各区分所有者に帰属

するものとする。 

 

第８章 雑則  

（義務違反者に対する措置） 

第６６条 区分所有者又は占有者が建物の保存に有害な行為その他建物の管

理又は使用に関し区分所有者の共同の利益に反する行為をした場合又はその

行為をするおそれがある場合には、区分所有法第５７条から第６０条までの

規定に基づき必要な措置をとることができる。 

 

（理事長の勧告及び指示等） 第 97条 管理者を選任する場合において、第 67条第 3項 4項 6項につき、「理
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第６７条 区分所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若

しくはその同居人（以下「区分所有者等」という。）が、法令、規約又は使

用細則等に違反したとき、又は対象物件内における共同生活の秩序を乱す行

為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経てその区分所有者等に対

し、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うことができ

る。 

２ 区分所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者

若しくはその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要

な措置を講じなければならない。 

３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細則等に違反したとき、又は区分

所有者等若しくは区分所有者等以外の第三者が敷地及び共用部分等において

不法行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経て、次の措置を講ず

ることができる。 

一 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、管

理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること 

二 敷地及び共用部分等について生じた損害賠償金又は不当利得による返還

金の請求又は受領に関し、区分所有者のために、訴訟において原告又は被告

となること、その他法的措置をとること 

４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金と

しての弁護士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。 

５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納

金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所有者のために、原告又は被告

となったときは、遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなければならな

い。この場合には、第４３条第２項及び第３項の規定を準用する。 

事長」とあるのを「管理者」として準用する。 

 

（合意管轄裁判所） 

第６８条 この規約に関する管理組合と組合員間の訴訟については、対象物

件所在地を管轄する○○地方（簡易）裁判所をもって、第一審管轄裁判所と

する。 

変更不要 
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２ 第４８条第十一号に関する訴訟についても、前項と同様とする。 

（市及び近隣住民との協定の遵守） 

第６９条 区分所有者は、管理組合が○○市又は近隣住民と締結した協定に

ついて、これを誠実に遵守しなければならない。 

変更不要 

（細則） 

第７０条 総会及び理事会の運営、会計処理、管理組合への届出事項等につ

いては、別に細則を定めることができる。 

変更不要 

（規約外事項） 

第７１条 規約及び使用細則等に定めのない事項については、区分所有法そ

の他の法令の定めるところによる。 

２ 規約、使用細則等又は法令のいずれにも定めのない事項については、総

会の決議により定める。 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が署名した規約を１通作

成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面による

請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならない。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面に、現に有効な規約の内容と、その内容が規約原本及び規

約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載し、署名した上

で、この書面を保管する。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面による請求があったときは、理事長

は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効な規約の内容

を記載した書面（以下「規約原本等」という。）並びに現に有効な第１８条

に基づく使用細則及び第７０条に基づく細則その他の細則の内容を記載した

書面（以下「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

第 98条 管理者を選任する場合において、第 72条第 2項 4項につき、「閲覧」

とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同条 2

項から 6項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が書面に署名又は電磁的

記録に電子署名した規約を１通作成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面又は電

磁的方法による請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならな

い。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面又は電磁的記録に、現に有効な規約の内容と、その内容が

規約原本及び規約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載

又は記録し、署名又は電子署名した上で、この書面又は電磁的記録を保管す

る。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面又は電磁的方法による請求があったと

きは、理事長は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効

な規約の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下「規約原本等」

という。）並びに現に有効な第１８条に基づく使用細則及び第７０条に基づ

く細則その他の細則の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下

「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

７ 電磁的記録により作成された規約原本等及び使用細則等の閲覧について

は、第４９条第５項に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 
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１-４管理者業務委託契約書案（管理業者の場合） 

【資料編】管理者と管理組合の契約書の例（管理業者の場合）  管理者業務委託契約書案（管理業者の場合） 

○○マンション管理者業務委託契約書 

○○マンション管理組合（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」とい

う。）とは、乙が甲の管理者に就任することについて、次のとおり委託契約

（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（契約の当事者の関係等） 

第１条甲と乙との関係並びに乙の権限及び義務は、本契約の定めがあるもの

のほか、甲の規約及び使用細則その他細則、総会の決議及び理事会の決議並

びに建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）及び民法（明治

29年法律第69号）の規定に従う。 

２本契約における用語の意義は、本契約の特別の定めがあるもののほか、甲

の規約及び使用細則その他細則並びに建物の区分所有等に関する法律及び民

法の定めるところによる。 

 

【規約で管理者の権限等について適切な定めがあることを前提に、業務を包

括規定する場合】 

（業務内容） 

第２条乙は、甲の管理者として、次の各号に掲げる業務（以下「管理者業

務」という。）を遂行するものとする。 

一甲の規約、使用細則その他細則又は総会若しくは理事会の決議により、管

理者の職務として定められた業務 

二法令により管理者が行うこととされた業務 

三甲の求めに応じて行う助言、情報提供、資料の作成その他の援助 

２前項の規定にかかわらず、次の各号【※各号は、マンションの実情に応じ

て適宜変更】に掲げる業務については、管理者業務には含まれないものと

し、乙に行わせる場合は、別途協議するものとする。 

〇〇〇〇管理組合（以下「甲」という。）と□□□□（以下「乙」という。）と

は、〇〇〇〇マンション（以下「本マンション」という。）につき、乙が甲の

管理者に就任することに関して、次のとおり業務委託契約（以下「本契約」と

いう。）を締結する。 

 

（契約の当事者の関係等） 

第１条 甲と乙との関係ならびに乙の権限及び義務は、本契約の定めがあるも

ののほか、甲の規約及び使用細則その他細則、総会の決議、ならびに建物の区

分所有等に関する法律（昭和37年法律第69 号。その後の改正を含む。）、民

法（明治29年法律第89号。その後の改正を含む。）およびその他の関係する

法律（以下総称して「関係法令」という。）の規定に従う。 

２ 本契約における用語の意義は、本契約に特別の定めがあるもののほか、甲の

規約、使用細則およびその他細則ならびに関係法令の定めるところによる。 

 

（業務内容） 

第２条 乙は、甲の管理者として、甲を代表し、その業務を統括するほか、次

の各号に掲げる業務（以下「管理者業務」という。）を遂行するものとする。 

一 甲の規約、使用細則等又は総会の決議により、管理者の職務として定められ

た事項 

 イ 総会運営に関する事項 

(1) 総会を招集し議長を務めること及び招集期間を短縮すること 

(2) 占有者からの総会への出席及び意見陳述の通知の受理 

(3) 総会議事録の作成、保管及び閲覧申請への対応並びに保管場所の掲示 

ロ 管理費等の収納及び管理組合の会計に関する事項 

(1) 前会計年度における管理組合の業務の執行に関する報告 

(2) 毎会計年度の収支予算案の提出及び変更予算案の提出 
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一長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建

物の設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 

三出納業務 

四前各号に掲げるもののほか、一般的に国家資格を有する者によって行われ

ている業務その他の特別の知識経験を要する業務 

【業務を列挙する場合】 

（業務内容） 

第２条乙は、甲の管理者として、次の各号に掲げる業務（以下「管理者業

務」という。）を遂行するものとする。 

一損害保険契約の締結、保険金額の請求及び受領 

二損害賠償金及び不当利得返還金の請求及び受領 

三職員の採用・解雇 

四預金口座開設契約、借入れ等に係る契約の締結 

五駐車場、敷地及び共用部分等に係る使用契約の締結 

六その他第三者との契約行為 

七甲並びに甲の組合員及び居住者（以下「組合員等」という。）からの各種届

出等（組合員の資格の得喪に関する届出、専有部分の貸与の場合の誓約書、

専有部分の修繕等に係る申請書、占有者の総会における意見陳述権行使の事

前通知、議決権行使者の届出、代理権証明書等）の受理及び処理 

八組合員等からの報告・連絡・相談への対応及びこれらに関する総会その他

会議の関連資料の作成 

九組合員等が法令、管理規約又は使用細則等に違反した場合の勧告、指示、

警告 

十総会の招集、議長、その他会議への出席・報告・助言 

十一総会の議事録及び書面決議の書面（電磁的方法が利用可能な場合は電磁

的記録を含む。）、その他帳票類等の保管、閲覧並びに総会及び理事会の議

事録及び規約原本等の保管場所の掲示 

十二総会の決議に基づき物件の管理業務の一部を委託する専門業者その他の

(3) 会計年度の開始後、当該年度の収支予算案が総会承認されるまでの間の

経費の支出 

(4) 毎会計年度の収支予算案の報告及び承認を得ること 

(5) 管理組合預金口座の開設 

(6) 管理費等及び使用料の請求に関する訴訟その他法的措置の追行 

ハ 共用部分の管理及び専有部分の修繕に関する事項 

(1) 専有部分の修繕等に関する申請の受理及び承認、修繕等の箇所への立ち

入り及び調査並びに管理組合が事前に把握する必要がある事項の届出の

受理 

(2) 組合員が敷地及び共用部分等の保存行為を行う場合の申請の受理及び承

認 

(3) 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他の開口

部に係る改良工事であって、防犯、防音又は遮熱等の住宅の性能の向上

等に資する工事を組合員が実施する場合の申請の受理及び承認並びに立

ち入り調査 

ニ 災害時等の対応に関する事項 

(1) 災害等の緊急時における敷地及び共用部分等の必要な保存行為及びその

ために必要な支出 

(2) 災害、事故等が発生した場合であって、緊急に立ち入らないと共用部分

等若しくは他の専有部分に対して物理的に若しくは機能上重大な影響を

与えるおそれがあるときの専有部分若しくは専用使用部分への立ち入

り、又は委任した者に対する立ち入りの指示 

(3) 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施並びに当該工事の実施に宛てるための資金の借入れ及び修繕積立金

の取崩しについて総会が決議した場合の当該工事に関する支出 

ホ 執行状況の報告に関する事項 

(1) 職務執行状況に関する監事（又は監事会）及び組合員への報告 

ヘ 規約原本等の保管及び閲覧等に関する事項 

(1) 規約原本の保管、閲覧申請への対応及び保管場所の掲示に関する事項 
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第三者との折衝、当該第三者の業務の履行確認及び指示等 

十三会計帳簿等の整備状況の確認、管理業者が作成した収支予算案・決算案

の素案の確認 

十四未納の管理費等の徴収に係る総会等への報告・助言及び督促 

十五その他管理組合の業務を総括する上で必要な業務 

２前項の規定にかかわらず、次の各号【※各号は、マンションの実情に応じ

て適宜変更】に掲げる業務については、管理者管理者業務には含まれないも

のとし、乙に行わせる場合は、別途協議するものとする。 

一長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建

物の設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 

三前各号に掲げるもののほか、一般的に弁護士、建築士その他の国家資格を

有する者によって行われている業務その他の特別の知識経験を要する業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 使用細則等の閲覧申請への対応及び保管場所の掲示 

ト その他事項 

(1) 組合員等からの届出書類等の受理 

(2) 損害保険契約の締結、保険金額の請求及び受領 

(3) 共用部分等について生じた損害賠償金及び不当利得による返還金の請求

及び受領 

(4) 帳票類の作成、保管、閲覧申請への対応 

(5) 長期修繕計画書、設計図書及び修繕等の履歴情報の保管並びに閲覧申請

への対応 

(6) 管理組合の財政及び管理に関する情報の書面作成並びに交付申請への対

応及び費用請求 

(7) 法令、規約または使用細則等の違反者への措置 

(8) 駐車場、敷地及び共用部分等に係る使用契約の締結及び更新 

(9) その他、甲の規約、使用細則等又は総会の決議により、管理者の職務と

して定められた事項 

二 法令により管理者の職務と定められた事項 

三 職員を採用し、又は解雇すること 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる業務については、管理者業務に

は含まれないものとし、乙に行わせる場合は、別途総会の承認決議を要するも

のとする。 

一 長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二 修繕積立金を充てて行う工事に係る調査診断、設計、工事監理又は施工者の

選定支援 

三 管理組合を代表し、又は区分所有者を代理して行う訴訟等の法的措置のう

ち、一般的に弁護士によって行われている法律事務 

四 建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建物

の設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 

五 出納業務、現金の取扱い、甲の口座の印鑑の保管 

六 前各号に掲げるもののほか、一般的に弁護士、建築士その他の国家資格を有
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（業務体制） 

第３条乙は、甲における管理者としての業務を担当する専任の職員を置く。 

２甲が乙に対し甲の管理業務を委託する場合、前項の職員と、管理業務を担

当する者は別の者が務めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資格要件） 

第４条前条に定める選任の職員については、マンション管理士、管理業務主

任者の資格保有者等のマンションに係る専門知識を持つ者とする。 

 

（善管注意義務） 

第５条乙は、善良な管理者の注意をもって管理者業務を行うものとする。 

 

 

 

 

 

（帳票類等の提供の協力） 

第６条甲は、乙が管理者業務を行うに当たり必要となる本物件に関する帳票

類及び書類並びに情報（以下「帳票類等」という。）を無償で提供するもの

とする。 

する者によって行われている業務その他の特別の知識経験を要する業務 

 

（業務体制） 

第３条 乙は、甲における管理者としての業務を担当する専任の職員を置く。 

２ 乙は、前項の職員の所属する部署名、役職名、氏名を甲の総会において報

告する。 

３ 乙は、前項の職員が退職、休職、配置転換その他これらに準ずる事由によ

り管理者の業務を担当できなくなった場合には、遅滞なく、区分所有者全員に

対して、その旨及び新しい職員の所属する部署名、役職名、氏名を通知する。 

４甲が乙に対し甲の管理業務を委託する場合、管理者としての業務を担当する

専任の職員と、管理業務を担当する者は別の者が務めることとする。 

 

（資格要件） 

第４条 前条に定める選任の職員については、マンション管理士等のマンショ

ンに係る専門知識を持つ者とする。 

 

 

（善管注意義務等） 

第５条 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行うものとする。 

２ 乙が甲の管理者業務だけでなく管理業務の委託も受ける場合であっても、

乙は本契約とは別に甲と管理業務委託契約を締結しなければならず、管理業務

委託契約を締結には、甲は甲の代表者として監事を指定する。 

 

（帳票類等の提供の協力） 

第６条 甲は、乙が管理者業務を行うに当たり必要となる、本マンションに関

する帳票類及び書類並びに情報（以下「帳票類等」という。）を、乙に対し無

償で提供するものとする。 

２ 乙は、甲から提供された帳票類等を、善良なる管理者の注意をもって管理

及び保管し、かつ、管理者業務以外の用途に使用してはならない。 

３ 乙は、甲から提供された帳票類等を、管理者業務の遂行上必要な範囲で複
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２乙は、甲から提供された帳票類等を、善良なる管理者の注意をもって管理

及び保管し、かつ、管理者業務以外の用途に使用してはならない。 

３乙は、甲から提供された帳票類等を管理者業務の遂行上必要な範囲内で複

製又は更新することができる。 

４乙は、甲の組合員から組合員名簿の閲覧を請求された場合は、無償で、こ

れに応じなければならない。 

 

（管理員室等の使用） 

第７条甲は、乙に事務を行わせるために必要な器具、備品、集会室、管理用

倉庫等を無償で使用させるものとする。 

 

 

 

 

（管理者業務に要する費用の負担及び支払方法） 

第８条甲は、次項に定める報酬のほか、乙が本業務を行うために必要となる

交通費、印刷費その他の費用を負担するものとする。 

２甲は、第２条第１項各号に掲げる業務に係る報酬として、その負担方法が

定額でかつ精算を要しない費用（以下「定額業務報酬」という。）を、乙に

対し、毎月、次のとおり支払うものとする。 

一定額業務報酬の額 

合計月額○○円 

消費税及び地方消費税抜き価格○○円 

消費税額及び地方消費税額（以下、本契約において「消費税額等」とい

う。） 

○○円 

二支払期日及び支払方法 

毎月○日までにその○月分を、乙が指定する口座に振り込む方法により支払

う。 

三日割計算 

製または更新することができる。 

４ 乙は、甲の組合員から組合員名簿の閲覧及び写真撮影を請求された場合

は、無償で、これに応じなければならない。 

 

（管理員室等の使用） 

第７条 甲は、乙に事務を行わせるために必要な器具、備品、管理員室、集会

室、管理用倉庫等を無償で使用させるものとする。 

２ 乙は、管理者業務終了後はすみやかに、甲に対し、前項の器具、備品等を

返還し、管理員室、集会室、管理用倉庫等を明渡さなければならない。 

 

（報酬及び費用）  

第８条 甲は、第２条第１項各号に掲げる業務に係る報酬（以下「報酬」とい

う。）を、乙に対し、毎月、次のとおり支払うものとする。 

一 報酬の額 

月額             円 

消費税および地方消費税（以下「消費税額等」という。） 

月額             円 

消費税額等を含んだ金額 月額             円 

二 支払期日および支払方法 

毎月〇〇日までにその当月分を、乙の指定する金融機関の口座に振込に

より支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。 

 三 日割計算 

期間が１ か月に満たない場合は、当該月の暦日数によって日割計算を行

う。（１ 円未満は四捨五入とする。） 

２ 甲は、前項に定める報酬のほか、乙が管理者業務を行うために必要となる交

通費、印刷費その他の費用を負担するものとし、乙が甲に代わり立替払いした

費用は、当該立替払いを行った月の翌月末日までに、乙の指定する金融機関の

口座に振込により支払う。ただし、当該費用が発生する場合には、乙は事前に

甲に通知し、甲の総会の承諾を得るものとする。なお、振込手数料は甲の負担

とする。 
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期間が１か月に満たない場合は当該月の暦日数によって日割計算を行う。

（１円未満は四捨五入とする。） 

３甲及び乙は、契約期間中であっても、定額業務報酬が次の各号のいずれか

に該当するときは、協議の上、定額業務報酬を変更することができる。 

一法令等の変更により管理者業務内容に変更があったとき、又は定額業務報

酬を変更する必要が生じたとき 

二前号に定めるもののほか、定額業務報酬の変更を必要とする事由が生じた

とき 

４第２項の定額業務報酬のほか、乙が管理者業務を行うために必要な費用

で、乙が甲に代わり立替払いした費用は、原則として翌月末日までに、現金

又は甲は乙の指定する口座に振り込む方法により支払う。ただし、当該費用

が発生する場合には、乙は事前に甲に通知し、甲の総会の承諾を得るものと

する。 

５支払いに要する費用は、甲の負担とする。 

 

（緊急時の業務） 

第９条 乙は、第１条の規定にかかわらず、災害又は事故等の事由により、

甲のために緊急に行う必要がある業務で、甲の総会の承認を受ける時間的な

余裕がないものについては、甲の承認を受けないで実施することができる。

この場合において、乙は、やむを得ないときには、乙または別紙〇に規定す

る法人に対する発注を行うことができる。 

２ 乙は、速やかに、書面をもって、その業務の内容及びその実施に要した

費用の額を区分所有者及び甲の監事に通知しなければならない。 

３甲は、乙が前項の業務を遂行する上でやむを得ず支出した費用について

は、速やかに、乙に支払わなければならない。ただし、乙の責めによる事故

等の場合はこの限りでない。 

４乙は、○○マンション（以下「本マンション」という。）に被害が生じる可

能性のある災害又は事故等が発生したことを知ったときは、速やかに、甲の

組合員等への連絡、本マンションへの参集、その他の本マンションにおける

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（緊急時の業務） 

第９条 乙は、次の各号に掲げる災害または事故等（以下「災害または事故

等」という。）の事由により、甲のために緊急に行う必要がある管理者業務

で、甲の総会の承認を受ける時間的な余裕がないものについては、甲の総会の

承認を受けないで実施することができる。この場合において、乙は、やむを得

ないときには、乙または別紙１に規定する法人に対する発注を行うことができ

る。 

２ 乙は、災害または事故等の事由の解消後速やかに、書面又は電磁的方法を

もって、発生した災害または事故等の種類、緊急を要した事情、実施した業務

の内容およびその実施に要した費用の額を区分所有者及び甲の監事に通知し、

かつ本マンション内の所定の場所への掲示を行わなければならない。 

一 地震、台風、突風、集中豪雨、落雷、雪、噴火、ひょう、あられ等 

ニ 火災、漏水、破裂、爆発、物の飛来もしくは落下または衝突、犯罪等 

３ 甲は、乙が第１項の業務を遂行する上でやむを得ず要した費用を立替払いし

た場合は、当該立替払いを行った月の翌月末日までに、乙の指定する金融機関

の口座に振込により支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。ただし、乙

の責めによる事故等により第１項の業務を実施した場合はこの限りでない。 

４ 乙は、災害または事故等が発生し、本マンションに被害が生じたことを知っ

たときは、速やかに、甲の組合員およびその所有する本マンションの専有部分

の占有者（以下「組合員等」という。）へ連絡するとともに、本マンションに

おける被害状況の把握および保存行為の円滑な実施のために必要な行為を行う
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被害状況の把握及び保存行為の円滑な実施のために必要な行為を行うものと

する。ただし、乙の責めによらないやむを得ない事由により、これらの行為

を行うことができない場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理者業務の報告等） 

第１０条乙は、甲の監事に対して、毎月の管理者業務の実施状況及び甲の会

計の収支の結果を、書面により報告しなければならない。 

２乙は、甲から請求があるときは、管理者業務の実施状況及び甲の会計の収

支の結果について報告を行わなければならない。 

３第１項又は第２項の場合において、甲は、乙に対し、管理者業務の実施状

況及び甲の会計の収支の結果に係る関係書類の提示又は乙以外の第三者によ

る監査の実施とその結果の報告を求めることができる。この場合の監査の実

施に係る費用は甲の負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ものとする。ただし、乙の責めによらないやむを得ない事由により、これらの

行為を行うことができない場合は、この限りでない。 

 

（報告義務等） 

第１０条 乙は、通常総会において、甲の組合員に対し、前会計年度における

管理者業務の遂行状況や収支の状況に関する報告をしなければならない。 

２ 乙は、通常総会の招集通知に、前会計年度における管理者業務の遂行状況

や収支の状況に関する詳細な報告書を添付しなければならない。 

３ 乙は、甲の監事（監事会が設置されている場合は監事会、以下同じ）に対

し、毎月の管理者業務の実施状況や甲の会計の収支の結果を書面により報告

し、また、甲の財産口座の通帳原本等を確認させなければならない。 

４ 乙は、甲の監事から請求があるときは、管理者業務の実施状況及び甲の会

計の収支の結果について報告を行わなければならない。 

５ 第１項、第３項及び第４項の場合において、甲は、乙に対し、管理者業務

の実施状況及び甲の会計の収支の結果に係る関係書類の提示又は乙以外の第三

者による監査の実施とその結果の報告を求めることができる。この場合の監査

の実施に係る費用は甲の負担とする。 

 

（組合員の意見の反映） 

第１１条 乙は、管理者業務を遂行するにあたり、常に、甲の組合員に対する

情報開示に努め、また、組合員の意見をその業務に反映するように努めなけれ

ばならない。 

２ 甲に組合員からなる評議委員会が設置されている場合には、乙は、甲の評

議委員会が求めた場合、その意見を聴かなければならない。 

３ 甲に組合員からなる評議委員会が設置されている場合には、前条第３項及

び第４項を、監事を評議委員会に読み替えて準用する。 

 

（通知義務） 

第１２条 甲および乙は、本マンションにおいて滅失、毀損、瑕疵等の事実を

知った場合においては、速やかに、その状況を相手方に通知しなければならな
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（通知義務） 

第１１条乙は、○○マンションにおいて滅失、き損、瑕疵等の事実を知った

場合においては、速やかに、その状況を甲の組合員全員に通知しなければな

らない。 

２乙は、次の各号に掲げる場合においては、速やかに、書面をもって、甲の

組合員全員に通知しなければならない。 

一乙が名称又は住所を変更したとき 

二乙がマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149

号）の規定に基づき登録の取消し等の処分を受けたとき 

三乙が第12条第２項第一号から第三号までに掲げる事項に該当したとき 

 

 

（守秘義務等） 

第1２条乙は、正当な理由がなく、管理者業務に関して知り得た甲及び組合員

等の秘密を漏らしてはならない。この契約が終了した後においても、同様と

する。 

２乙は、甲の組合員等に関する個人情報について、その適正な取扱いの確保

に努めなければならない。 

 

い。 

２ 乙は、次の各号に掲げる場合においては、速やかに、書面または電磁的方法

をもって、甲の組合員に通知しなければならない。 

一 乙が名称または住所を変更したとき 

二 乙が第１５条第２項第一号から第三号までに掲げる事項に該当したとき 

３ 乙は、甲に対し甲の組合員が届出をしたあて先に発することで、前２項の通

知にかえることができる。ただし、その届出のない組合員に対しては、本マン

ション内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

 

（守秘義務等） 

第１３条 乙は、正当な理由がなく、管理者業務に関して知りえた甲及び甲の

組合員等の秘密を漏らしてはならない。本契約が終了した後においても、同様

とする。 

２ 乙は、甲の組合員等に関する個人情報について、その適正な取扱いを確保

しなければならない。 

 

（免責事項等） 

第１４条 乙は、甲または甲の組合員等が、災害または事故等（乙の責めによ

らない場合に限る。）による損害及び次の各号に掲げる損害を受けたときは、

その損害を賠償する責任を負わないものとする。 

一 乙が善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行ったにもかかわらず生じ

た損害 

ニ 乙が、書面をもって明確に注意喚起したにもかかわらず、甲の総会で承認

が得られなかった事項に起因する損害 

三 前各号に定めるもののほか、乙の責めに帰することができない事由による損

害 

 

（契約の解除） 

第１５条 甲は、乙が、本契約に定められた義務の履行を怠った場合は、相当

の期間を定めてその履行を催告し、乙が当該期間内に、その義務を履行しない
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（免責事項） 

第１３条乙は、甲又は甲の組合員等が、災害又は事故等（乙の責めによらな

い場合に限る。）による損害及び次の各号に掲げる損害を受けたときは、そ

の損害を賠償する責任を負わないものとする。 

一乙が善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行ったにもかかわらず生

じた損害 

二乙が、書面をもって注意喚起したにもかかわらず、甲が承認しなかった事

項に起因する損害 

三前各号に定めるもののほか、乙の責めに帰することができない事由による

損害 

 

 

（契約の途中における解除等） 

第１４条甲及び乙は、その相手方が、本契約に定められた義務の履行を怠っ

た場合は、相当の期間を定めてその履行を催告し、相手方が当該期間内に、

その義務を履行しないときは、理事会の承認を経て、本契約を解除すること

ができる。 

２甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、理事会の承認を経て、

本契約を解除することができる。 

一乙が、規約に定める役員の欠格事由に該当するに至ったとき 

二乙が、事故、病気等により管理者業務の遂行が困難と判断されたとき 

三乙が本契約に違反したと認められるとき 

３甲又は乙は、相手方の責めに帰すべき事由により、前２項に基づく解除を

行った場合において、債務不履行による損害が生じているときは、その相手

方に対し、損害賠償を請求することができる。 

４甲は、第１項又は第２項に定める場合のほか、甲の総会の決議に基づき、

本契約を解除することができる。この場合において、甲は、解除の日から本

契約の有効期間が満了する日までの間又は３か月間のいずれか短い期間の定

額業務報酬に相当する額を、乙に支払うものとする。 

【管理者からの辞任は、やむを得ない場合のみ可能とする場合】 

ときは、総会の決議を経て、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の決議を経て、本契

約を解除することができる。 

一 乙が銀行の取引を停止されたとき、もしくは破産、会社更生、民事再生の

申立てをしたとき、または乙が破産、会社更生、民事再生の申立てを受けたと

き 

二 乙が合併または破産以外の事由により解散したとき 

三 乙が本契約に著しく違反したと認められるとき 

四 乙が甲の財産を著しく毀損する等乙が甲に著しい背信行為を行ったとき 

３ 乙は、甲が本契約に定められた義務の履行を怠った場合は、相当の期間を

定めてその履行を催告し、甲が当該期間内に、その義務を履行しないときは、

本契約を解除することができる。 

４ 甲又は乙は、相手方に責めに帰すべき事由により、前３項に基づく解除を

行った場合において、債務不履行による損害が生じているときは、その相手方

に対し、損害賠償を請求することができる。 

５ 甲は、第１項又は第２項に定める場合のほか、甲の総会の決議に基づき、

本契約を解除することができる。この場合において、甲は、解除の日から本契

約の有効期間が満了する日までの間又は３か月間のいずれか短い期間の定額業

務報酬に相当する額を、乙に支払うものとする。  

６ 甲が、本条により、本契約を解除した場合、本契約は第１８条１項の通知

が乙に到達した時点で終了する。 

７ 乙が、本条により、本契約を解除した場合は、本契約は第１８条２項の通

知が甲の監事に到達した時点から３か月後に終了する。 

 

 

（解約の申入れ） 

第１６条 前条３項に定める場合のほか、乙は甲に対し、少なくとも３ケ月前

に書面で解約の申入れを行うことにより、本契約を終了させることができる。 

 

（本契約の有効期間） 
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５乙は、第１項又は第２項に定める場合のほか、やむを得ない事由により乙

による管理者業務の遂行が困難となったときに限り、本契約を終了させるこ

とができる。この場合において、甲に損害が生じているときは、甲は乙に対

し、損害賠償を請求することができる。 

【管理者からの辞任は、少なくとも３か月前（マンションの実情に応じ、よ

り長期とすることも考えられる。）までに申し出れば可能とする場合】 

５乙は、第１項に定める場合のほか、甲に対し、少なくとも３か月前までに

書面で解約の申入れを行った上で、甲の総会の決議に基づき、本契約を解除

することができる。 

 

（本契約の有効期間） 

第１５条本契約の有効期間は、○○年○月○日から○○会計年度終了後、〇

か月以内に開催される通常総会終了までとする。 

 

（契約の更新） 

第１６条甲又は乙は、本契約を更新しようとする場合は、前条に定める有効

期間が満了する日の３か月前までに、その相手方に対し、書面をもって、そ

の旨を申し出るものとする。 

２本契約の更新について申出があった場合において、その有効期間が満了す

る日までに更新に関する協議が整う見込みがないときは、甲及び乙は、本契

約と同一の条件で、期間を定めて暫定契約を締結することができる。 

３本契約を更新することとする場合は、乙は、乙の再任の承認を得るための

総会を招集するものとする。 

 

（契約の終了等） 

第１７条甲又は乙は、第12条の規定に基づき契約を終了させようとする場合

においては、次の各号に掲げる区分に従い次の各号に掲げる方法で、相手方

に対し、契約を終了させようとする旨及び契約の終了する予定の日を通知す

るものとする。 

一甲から契約を終了させようとする場合乙に対する書面による通知 

第１７条 本契約の有効期間は、乙を管理者として選任した甲の通常総会の翌

日から翌会計年度終了後〇ヵ月以内に開催される通常総会終了までとする。 

２ 甲の通常総会で乙を管理者として再任することの承認を得られることを条

件に、本契約は従前と同一の条件をもって次の通常総会まで更新され、その後

もこの例による。 

３ 甲の通常総会で乙を管理者とする再任決議が否決されたときは、本契約は

当該決議の日から３カ月で終了する。ただし、それまでに新管理者が選任され

た場合は、この限りでない。 

 

（契約の終了時の責務等） 

第１８条 甲が、第１５条の規定に基づき本契約を終了させようとする場合に

おいては、甲の監事が、乙に対して、書面（甲の総会で決議された結果を記し

た議事録の写し）によって通知する。 

２ 乙が、第１５条及び第１６条の規定に基づき本契約を終了させようとする場

合においては、乙は、甲の監事に対し書面によって通知し、かつ本マンション

内の所定の場所への掲示を行う。 

３ 乙は、本契約の終了にあたって、甲が求める場合には、甲の後任の管理者

選定や規約変更等の支援に努めなければならない。 

４ 乙は、本契約の終了後すみやかに、第４条第１項に基づき甲から提供され

たすべての帳票類等（同条第３項の規定に基づき複製または更新されたものを

含む。）を甲に返却または破棄しなければならない。 

５ 乙は、本契約が終了するにあたって、乙は、甲の新管理者が選任されてい

る場合は新管理者に、その他の場合は甲の監事その他甲が指定する者に対し、

誠実に管理者業務の引き継ぎを行うとともに、乙の後任の業務遂行に必要な支

援その他の本契約終了後の甲の業務運営に必要な事務を行わなければならな

い。 
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二乙から契約を終了させようとする場合甲の監事に対する書面による通知及

び本マンション内の所定の場所への掲示 

２乙は、次条に定める有効期間の満了に伴い本契約を終了させ、更新しない

こととする場合は、満了の日の３か月前までに、前項第二号の方法により、

甲に通知しなければならない。 

３乙は、第１項第１号又は第二号の場合及び前項の場合、甲の求めがあると

きは、乙の後任の選任、規約変更等に必要な支援を行うとする。 

４本契約が終了する場合には、乙は、第４条第１項に基づき甲から提供され

たすべての帳票類等（同条第３項の規定に基づき複製又は更新されたものを

含む。）を甲に返却し、誠実に管理者業務の引き継ぎを行うとともに、乙の

後任の業務遂行に必要な支援その他の解約後の甲の業務運営に必要な事務を

行わなければならない。 

 

（法令改正に伴う契約の変更） 

第１８条甲及び乙は、本契約締結後の法令改正に伴い管理者業務又は定額業

務報酬を変更する必要が生じたときは、協議の上、本契約を変更することが

できる。ただし、消費税法等の税制の制定又は改廃により、税率等の改定が

あった場合には、業務報酬のうちの消費税額等は、その改定に基づく額に変

更する。 

 

（誠実義務等） 

第１９条甲及び乙は、管理者業務の履行について、信義を旨とし、誠実に行

わなければならない。 

２乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若しく

はその他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲の総会の承認を

経ずに、甲以外の者から収受し、又は供与してはならない。 

３乙は、管理者業務に関連し、自己又は第三者のために甲と取引をしようと

するとき又は第三者との間において甲と乙との利益が相反する取引をしよう

とするときは、当該取引につき重要な事実を開示し、甲の総会において承認

を受けなければならない。 

 

 

 

 

（誠実義務等） 

第１９条 甲及び乙は、本契約に基づく義務の履行について、信義を旨とし、

誠実に行わなければならない。 

２ 乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若しく

はその他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲の総会の承認を経

ずに、甲以外の者から収受し、又は供与してはならない。 

３ 乙は、管理者業務に関連し、自己又は第三者のために甲と取引をしようと

するとき、第三者との間において甲と乙との利益が相反する取引をしようとす

るとき、又は金〇〇〇万円以上の取引をしようとするときは、当該取引につき

重要な事実（取引の相手方、乙との関係性、目的物、数量、価格、取引期間、

取引により得る利益など）を開示し、甲の総会の承認決議を得なければならな

い。 

４ 甲及び乙は、乙が管理者として別紙１【親会社、子会社、関連会社につい

て規定】に定める法人等との間で締結する取引については、前項に定める甲と

乙との利益が相反する取引とみなす。 

５ 乙が前４項に違反した場合、甲は損害賠償の請求に加えて、定額業務報酬

の〇ヵ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

６ 乙は、別紙１に定める法人等について、毎会計年度の決算において見直し

を行い、その範囲について修正が必要な場合、収支決算案と合わせて承認を得

るものとする。 

７ 乙は、事故又は事件が発生した場合備えて、保険に加入するなどして、甲

の組合の財産の毀損の防止に努め、そのために必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

（法令改正等に伴う契約の変更） 

第２０条 甲及び乙は、本契約締結後の法令改正や社会情勢の変化に伴い、本
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４甲及び乙は、乙が管理者として別紙１【親会社、子会社、関連会社につい

て規定】に定める法人等との間で締結する取引については、前項に定める甲

と乙との利益が相反する取引とみなす。 

５乙が前４項に違反した場合は、甲は、損害賠償の請求に加えて、定額業務

報酬の○カ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

６乙は、別紙１に定める法人等について、毎会計年度の決算において見直し

を行い、その範囲について修正が必要な場合、収支決算案と合わせて承認を

得るものとする。 

７本契約に定めのない事項又は本契約について疑義を生じた事項について

は、甲及び乙は、誠意をもって協議するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約の内容を変更する必要が生じたときは、総会決議に基づき、本契約を変更

することができる。 

２ 前項にかかわらず、消費税法等の税制の制定又は改廃により、税率等の改

定があった場合には、第６条第１項第１号の報酬のうち消費税額等は、その改

定に基づく額に変更する。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第２１条 乙は甲に対し、本契約締結時において、次の各号の事項を確約す

る。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者また

はその構成員（以下これらを総称して「反社会的勢力」という。）ではないこ

と。 

二 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる

者をいう。）が反社会的勢力ではないこと。 

三 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではないこ

と。 

四 本契約の有効期間内に、自らまたは第三者を利用して、次の行為をしない

こと。 

 イ 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

 ロ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を依存する行為 

２ 乙について、本契約の有効期間内に、次の各号のいずれかに該当した場合

には、甲は何らの催告を要せずして、本契約を解除することができる。 

一 前項第１号又は前項第２号の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

二 前項第３号の確約に反し契約を締結したことが判明した場合 

三 前項第４号の確約に反する行為をした場合 

 

（契約に定めのない事項） 

第２２条 本契約の定めのない事項または本契約について疑義が生じた事項に

ついては、甲及び乙は、誠意をもって協議するものとする。 
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（合意管轄裁判所） 

第２０条本契約に起因する紛争に関し、訴訟を提起する必要が生じたとき

は、本マンションの所在地を管轄する○○地方（簡易）裁判所を第一審管轄

裁判所とするものとする。 

 

本契約の成立の証として本契約書２通を作成し、甲及び乙が記名押印したう

え、各自１通を保有するものとする。 

 

 

（合意管轄裁判所） 

第２３条 本契約に起因する紛争に関し、訴訟を提起する必要が生じたとき

は、本マンションの所在地を管轄する地方（簡易）裁判所を第一審管轄裁判所

とするものとする。 

 

 本契約の成立の証として契約書２通を作成し、甲及び乙が記名押印した上、

各自１通を保有するものとする。 
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２マンション管理士等による管理者の方式 

２-１理事長外部専門家型管理規約モデル 

マンション標準管理規約（単棟型） モデル規約案 理事長外部専門家型① 

第３節 役員 

（役員） 

 第３５条 管理組合に次の役員を置く。    

一 理事長  

二 副理事長  ○名  

三 会計担当理事  ○名  

四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○

名  

五 監事  ○名  

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任す

る。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によっ

て、理事のうちから選任し、又は解任する。 

４ 組合員以外の者から理事又は監事を選任する場合の選任方法に

ついては細則で定める。 

 

第３節 役員 

（役員） 

 第３５条 管理組合に次の役員を置く。    

一 理事長  

二 副理事長  ○名  

三 会計担当理事  ○名  

四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○

名  

五 監事  ○名  

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任す

る。 

３組合員以外の者でマンションの管理に関する専門的知識を有する

者（以下「外部専門家」という。）を理事又は監事に選任しようと

する場合には、総会議案書に、氏名、資格、選出経緯及び理由とと

もにいずれの役職の候補者であるかを記載して、総会で決議する。 

４ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によっ

て、理事のうちから選任し、又は解任する。ただし、総会で選任さ

れた外部専門家の役職は除く。 

５ 外部専門家を理事又は監事に選任しようとする場合には、当該

外部専門家との間で、その役職、役割に応じた業務内容、契約期

間、契約額、その他必要な事項を定めた業務委託契約を締結するこ

とについて併せて総会で決議をし、当該外部専門家との間で業務委

託契約を締結しなければならない。 

６ 外部専門家を理事長に選任（再任も含む）しようとする場合に
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は、前項の契約締結において、監事が管理組合を代表する。 

７ 外部専門家を理事又は監事に選任する場合の選任方法について

は細則で定める。 

 

（役員の任期） 

 第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、再任を妨げない。 

 ２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 ３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就

任するまでの間引き続きその職務を行う。 

 ４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなく

なった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

（役員の任期） 

 第３６条 組合員の役員の任期は○年とし、通常総会で選任された

日の翌日から〇年後の通常総会の日までとする。ただし、再任を妨

げない。 

２外部専門家役員の任期は１年とし、総会で選任された日の翌日か

ら翌会計年度終了後〇ヵ月以内に開催される通常総会の日までとす

る。ただし、総会の承認がある場合は、再任を妨げない。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就

任するまでの間引き続きその職務を行う。ただし、外部専門家が理

事長職を退任する場合には、副理事長がその職務を行う。 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなく

なった場合には、その役員はその地位を失う。 

５ 組合員である役員が任期途中で欠けた場合には、理事会の承認

を得た候補者を補欠の役員とする。 

６ 外部専門家である役員が任期途中で欠けた場合には、理事会の

承認を得た候補者で、総会の決議がある場合に限り、補欠の役員と

する。 

７ 前２項による補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となるこ

とができない。 

一精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって

必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は

破産者で復権を得ないもの 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となるこ

とができない。 

一精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって

必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は

破産者で復権を得ないもの 
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二禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受

けることがなくなった日から５年を経過しない者 

三暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者をいう。） 

 

二禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受

けることがなくなった日から５年を経過しない者 

三暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者をいう。） 

２ 前項の各号のいずれにも該当しない場合でも、次の各号のいず

れかに該当する者は、外部専門家役員になることができない。 

一 個人の専門家の場合、マンション管理士の登録の取消し又は当

該専門分野に係る資格についてこれと同様の処分を受けた者 

二 法人から専門家の派遣を受ける場合、前号に該当する役職員の

ほか次のイ又はロいずれかに該当する法人から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は

申立てを受けたとき 

 

（役員の誠実義務等） 

 第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使

用細則等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員

のため、誠実にその職務を遂行するものとする。 

 ２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる

必要経費の支払と報酬を受けることができる。 

 

 

 

（役員の誠実義務等） 

第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使

用細則等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員

のため、誠実にその職務を遂行するものとする。 

２ 外部専門家である役員は、前項に加え、管理組合との間で締結

する業務委託契約書の規定を併せて遵守しなければならない。 

３ 外部専門家である役員は、保険に加入するなどして、管理組合

の財産の毀損の防止に努め、そのために必要な措置を講じなければ

ならない。 

４ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる

必要経費の支払と報酬を受けることができる。 

 

（利益相反取引の防止） 

第３７条の２役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該

（利益相反取引の防止） 

第３７条の２役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該
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取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならな

い。 

一役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとすると

き。 

二管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との

利益が相反する取引をしようとするとき。 

 

 

取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならな

い。 

一役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとすると

き。 

二管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員（当

該役員が所属する法人及びその系列法人を含む）との利益が相反す

る取引をしようとするとき。 

２ 前項に加えて、外部専門家役員が、〇〇円以上の経費を支出し

ようとするとき又は管理組合の代表として〇〇万円以上の取引をし

ようとするときは、理事会において、当該取引につき重要な事実を

開示し、理事会の承認を受けなければならない。 

 

（理事長） 

第３８条理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、

次の各号に掲げる業務を遂行する。 

一規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長

の職務として定められた事項 

二理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

３理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度におけ

る管理組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４理事長は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告

しなければならない。 

５理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部

を委任することができる。 

６管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長

は、代表権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外

の理事が管理組合を代表する。 

 

 

（理事長） 

第３８条理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、

次の各号に掲げる業務を遂行する。 

一規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長

の職務として定められた事項 

二理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２外部専門家を理事長に選任している場合には、前項の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる業務については、理事長の業務には含ま

れないものとし、これらの業務を当該外部専門家に行わせる場合に

は、別途個別に総会決議を要する。 

一 長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二 修繕積立金を充てて行う工事にかかる調査診断、設計、工事監

理又は施工者の選定支援 

三 管理組合を代表し、又は区分所有者を代理にして行う訴訟等の

法的措置のうち、一般的に弁護士によって行われている法律事務 

四 建替え及びマンション敷地売却等に向けた、事業手法の比較検

討又は再建建物の設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属そ

の他計画案の作成 
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五 出納業務 

六 前各号に掲げるもののほか、一般的に弁護士、建築士、その他

の国家資格を有する者によって行われている業務その他の特別の知

識経験を要する業務 

３理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

４理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度におけ

る管理組合の業務の執行に関する報告しなければならない。 

５外部専門家である理事長は、前項の報告に関する各組合員からの

質疑への応答等について適切に対応しなければならない。 

６理事長は、〇か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告

しなければならない。 

７外部専門家である理事長は、前項の報告に関する各理事からの質

疑への応答等について適切に対応しなければならない。 

８理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部

を委任することができる。 

９管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長

は、代表権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外

の理事が管理組合を代表する。 

１０理事長は、その業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他

謝礼、若しくはその対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、

理事会の承認を経ずに管理組合以外の者から収受し、又は供与して

はならない。 

 

（副理事長）  

第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき

は、その職務を代理し、理事長が欠けたときは、その職務を行う。 

 

変更不要 

（理事） 

 第４０条理事は、理事会を構成し、理事会の定めるところに従

変更不要 
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い、管理組合の業務を担当する。 

２理事は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実がある

ことを発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければ

ならない。 

３会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業

務を行う。 

 

（監事） 

 第４１条監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査

し、その結果を総会に報告しなければならない。 

２監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職

員に対して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をす

ることができる。 

３監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があ

ると認めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述

べなければならない。 

５監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれ

があると認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若

しくは理事会の決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があ

ると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければな

らない。 

６監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるとき

は、理事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

７前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があ

った日から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知

が発せられない場合は、その請求をした監事は、理事会を招集する

ことができる。 

 

（監事） 

 第４１条監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査

し、その結果を総会に報告しなければならない。 

２監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職

員に対して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をす

ることができる。 

３監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があ

ると認めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４監事が招集する総会においては、監事は必要な議案を提出するこ

とができる。 

５監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述

べなければならない。 

６監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれ

があると認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若

しくは理事会の決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があ

ると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければな

らない。 

７監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるとき

は、理事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

８前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があ

った日から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知

が発せられない場合は、その請求をした監事は、理事会を招集する
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 ことができる。 

９理事長が外部専門家であるときは、管理組合財産の口座の印鑑は

監事が保管する。 

１０理事長が第３８条２項五号により出納業務を行う場合、監事

は、管理組合財産の口座の出金状況や解約状況等につき確認し、〇

ヵ月に 1回以上、理事会に報告しなければならない。 

 

第４節総会 

第４２条、４３条略 

第４節総会 

第４２条、４３条変更不要 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項

に定める議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、

会議の目的を示して総会の招集を請求した場合には、理事長は、２

週間以内にその請求があった日から４週間以内の日（会議の目的が

建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは、２か月と２

週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集の通知を発しなければ

ならない。 

２理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合

員は、臨時総会を招集することができる。 

３前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項に

かかわらず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又

は代理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数

をもって、組合員の中から選任する。 

 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項

に定める議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、

会議の目的を示して総会の招集を請求した場合には、理事長は、２

週間以内にその請求があった日から４週間以内の日（会議の目的が

建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは、２か月と２

週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集の通知を発しなければ

ならない。 

２外部専門家を理事長に選任している場合には、前項の「５分の

１」を「１０分の１」と読み替える。 

３理事長が第１項の通知を発しない場合には、第１項の請求をした

組合員は、臨時総会を招集することができる。 

４前３項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項に

かかわらず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又

は代理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数

をもって、組合員の中から選任する。 

 

第４５条～４７条 略 第４５条～４７条 変更不要 

（議決事項） 

第４８条次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なけれ

ばならない。 

（議決事項） 

第４８条次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なけれ

ばならない。 
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一規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三収支決算及び事業報告 

四収支予算及び事業計画 

五長期修繕計画の作成又は変更 

六管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

七修繕積立金の保管及び運用方法 

八適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法

第５条の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第

５条の７第１項に基づく管理計画の変更の認定の申請 

九第２１条第２項に定める管理の実施 

十第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるた

めの資金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十一区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起

並びにこれらの訴えを提起すべき者の選任 

十二建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十三円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の

申請 

十四区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０

８条第１項の場合のマンション敷地売却 

十五第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設

計等の経費のための修繕積立金の取崩し 

十六組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七その他管理組合の業務に関する重要事項 

 

 

一規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二役員の選任、再任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三外部専門家が役員に選任される場合、その者との業務委託契約の

締結及び契約内容の改定（軽微な内容変更を除く） 

四収支決算及び事業報告 

五収支予算及び事業計画 

六長期修繕計画の作成又は変更 

七管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

八修繕積立金の保管及び運用方法 

九適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法

第５条の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第

５条の７第１項に基づく管理計画の変更の認定の申請 

十第２１条第２項に定める管理の実施 

十一第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てる

ための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十二区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起

並びにこれらの訴えを提起すべき者の選任 

十三建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十四円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の

申請 

十五区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０

８条第１項の場合のマンション敷地売却 

十六第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設

計等の経費のための修繕積立金の取崩し 

十七組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十八その他管理組合の業務に関する重要事項 

 

第４９条５０条略 第４９条５０条変更不要 

第５節理事会 第５節理事会 
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（理事会） 

第５１条理事会は、理事をもって構成する。 

２理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限とし

て定められた管理組合の業務執行の決定 

二理事の職務の執行の監督 

三理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

３理事会の議長は、理事長が務める。 

 

 

 

（理事会） 

第５１条理事会は、理事をもって構成する。 

２理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限とし

て定められた管理組合の業務執行の決定 

二理事（外部専門家理事を含む）の職務の執行の監督 

三理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任。ただし、総

会で選任された外部専門家の役職は除く。 

３理事会の議長は、理事長が務める。 

 

第５２条５３条 略 第５２条５３条変更不要 

（議決事項） 

第５４条理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に

掲げる事項を決議する。 

一収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四その他の総会提出議案 

五第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関す

る訴訟その他法的措置の追行 

八第６７条に定める勧告又は指示等 

九総会から付託された事項 

十災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕

工事の実施等 

十一理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

２第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をし

（議決事項） 

第５４条理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に

掲げる事項を決議する。 

一収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四その他の総会提出議案 

五第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関す

る訴訟その他法的措置の追行 

八第６７条に定める勧告又は指示等 

九総会から付託された事項 

十災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕

工事の実施等 

十一理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任（総会で選

任された外部専門家の役職は除く。） 



144 

 

た場合においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充て

るための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議するこ

とができる。 

 

２第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をし

た場合においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充て

るための資金の借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議するこ

とができる。 

◆ １項１１号のかっこ書き追加 

第５５条 略 変更不要 

第７章会計  

以下 略 

変更不要 
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２-２総会監督型管理規約モデル 

マンション標準管理規約（単棟型） 支援型 モデル規約案 総会監督型③ 

◯◯マンション管理規約 

 

  

◯◯マンション管理規約 

第 9章 管理者選任の場合の規定 

第 73 条 管理組合において管理者を選任する場合においては、第 1 章から第 8

章までを次の章のとおり準用し、又は適用する。ただし、管理者とともに評議員

を選任する場合は、第１０章で定めるとおりとする。 

 

第１章 総則 

 略  

第１章 総則 

変更不要 

第２章 専有部分等の範囲 

略 

第２章専有部分等の範囲 

変更不要 

第３章 敷地及び共用部分等の共有 

略 

第３章 

変更不要 

第４章 用法 

１２条から１６条まで 略 

変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（専有部分の修繕等） 

第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おうとす

るときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下同

じ。）にその旨を申請し、書面による承認を受けなければならない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（専有部分の修繕等） 

第 7４条 管理者を選任する場合においては、第 17 条第 1 項、2 項、3 項、5

項、7 項において、「理事長」とあるのを「管理者」として、第 17 条 3 項におい

て、「理事会の決議」を削除し、準用する。 
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第１７条 区分所有者は、その専有部分について、修繕、模様替え又は建物

に定着する物件の取付け若しくは取替え（以下「修繕等」という。）であっ

て共用部分又は他の専有部分に影響を与えるおそれのあるものを行おう 

とするときは、あらかじめ、理事長（第３５条に定める理事長をいう。以下

同じ。）にその旨を申請し、書面又は電磁的方法による承認を受けなければ

ならない。 

 

２ 前項の場合において、区分所有者は、設計図、仕様書及び工程表を添付

した申請書を理事長に提出しなければならない。 

３ 理事長は、第１項の規定による申請について、理事会（第５１条に定め

る理事会をいう。以下同じ。）の決議により、その承認又は不承認を決定し

なければならない。 

４ 第１項の承認があったときは、区分所有者は、承認の範囲内において、

専有部分の修繕等に係る共用部分の工事を行うことができる。 

５ 理事長又はその指定を受けた者は、本条の施行に必要な範囲内におい

て、修繕等の箇所に立ち入り、必要な調査を行うことができる。この場合に

おいて、区分所有者は、正当な理由がなければこれを拒否してはならない。 

６ 第１項の承認を受けた修繕等の工事後に、当該工事により共用部分又は

他の専有部分に影響が生じた場合は、当該工事を発注した区分所有者の責任

と負担により必要な措置をとらなければならない。 

７ 区分所有者は、第１項の承認を要しない修繕等のうち、工事業者の立入

り、工事の資機材の搬入、工事の騒音、振動、臭気等工事の実施中における

共用部分又は他の専有部分への影響について管理組合が事前に把握する必要

があるものを行おうとするときは、あらかじめ、理事長にその旨を届け出な

ければならない。 

１８条～１９条の２ 略 変更不要 

第５章 管理 

第１節 総則 

 

（区分所有者の責務） 第７５条 管理者を選任する場合においては、第 20 条において、第 2 項として
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第２０条 区分所有者は、対象物件について、その価値及び機能の維持増進

を図るため、常に適正な管理を行うよう努めなければならない。 

「区分所有者は、専門委員会に一つ以上所属するように努めなければならない。」

を追加することも考えられる。 

 

（敷地及び共用部分等の管理） 

第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負

担においてこれを行うものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分

所有法第１８条第１項ただし書の「保存行為」をいう。以下同じ。）のう

ち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と

負担においてこれを行わなければならない。 

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理を

共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行う

ことができる。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の保存行為を行う

ことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じている場合に、当該

専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊急を要するもの

であるときは、この限りでない。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 区分所有者は、第１項ただし書の場合又はあらかじめ理事長に申請して

書面又は電磁的方法による承認を受けた場合を除き、敷地及び共用部分等の

保存行為を行うことができない。ただし、専有部分の使用に支障が生じてい

る場合に、当該専有部分を所有する区分所有者が行う保存行為の実施が、緊

急を要するものであるときは、この限りでない。 

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する。 

 

第７６条 管理者を選任する場合において、第 21条第 3項、第 6項につき、「理

事長」とあるのを「管理者」とし、「総会又は理事会の決議」とあるのを「総会の

決議」とし、「災害等」とあるのを「災害・事故等」とし、同項末尾に「又、災害

の場合において、管理者と連絡が取れないときは、区分所有者は、監事に申請し

て書面による承認を受けて、敷地及び共用部分等の保存行為を行うことができ

る。」と加えて準用する。 

管理者を選任する場合において、第 21条第 7項を「管理者は、 1 件あたり取引

の金額が○万円以下の契約の場合に限り 、管理者の判断で保存行為を実施できる

ものとする。ただし、管理者は、管理行為及び変更行為については、総会の決議

によって、当該各行為実施することができる。」を追加する。 
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４ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「保存行為」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕等の工事後

に、当該工事」とあるのは「第２１条第３項の承認を受けた保存行為後に、

当該保存行為」と読み替えるものとする。 

５ 第３項の規定に違反して保存行為を行った場合には、当該保存行為に要

した費用は、当該保存行為を行った区分所有者が負担する 

６ 理事長は、災害等の緊急時においては、総会又は理事会の決議によらず

に、敷地及び共用部分等の必要な保存行為を行うことができる。 

（窓ガラス等の改良） 

第２２条 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他

の開口部に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向

上等に資するものについては、管理組合がその責任と負担において、計画修

繕としてこれを実施するものとする。 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面による承認を受けることにより、当該

工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

２ 区分所有者は、管理組合が前項の工事を速やかに実施できない場合に

は、あらかじめ理事長に申請して書面又は電磁的方法による承認を受けるこ

とにより、当該工事を当該区分所有者の責任と負担において実施することが

できる。 

 

３ 前項の申請及び承認の手続については、第１７条第２項、第３項、第５

項及び第６項の規定を準用する。ただし、同条第５項中「修繕等」とあるの

は「第２２条第２項の工事」と、同条第６項中「第１項の承認を受けた修繕

第７７条 管理者を選任する場合において、第 22 条第 2 項につき、「理事長」と

あるのを「管理者」として、準用する。 
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等の工事」とあるのは「第２２条第２項の承認を受けた工事」と読み替える

ものとする。 

（必要箇所への立入り） 

第２３条 前２条により管理を行う者は、管理を行うために必要な範囲内に

おいて、他の者が管理する専有部分又は専用使用部分への立入りを請求する

ことができる。 

２ 前項により立入りを請求された者は、正当な理由がなければこれを拒否

してはならない。 

３ 前項の場合において、正当な理由なく立入りを拒否した者は、その結果

生じた損害を賠償しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は、災害、事故等が発生した場合で

あって、緊急に立ち入らないと共用部分等又は他の専有部分に対して物理的

に又は機能上重大な影響を与えるおそれがあるときは、専有部分又は専用使

用部分に自ら立ち入り、又は委任した者に立ち入らせることができる。 

５ 立入りをした者は、速やかに立入りをした箇所を原状に復さなければな

らない。 

第７８条 管理者を選任する場合においては、第 23 条第 4 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として準用する。 

（損害保険） 

第２４条 区分所有者は、共用部分等に関し、管理組合が火災保険、地震保

険その他の損害保険の契約を締結することを承認する。 

２ 理事長は、前項の契約に基づく保険金額の請求及び受領について、区分

所有者を代理する。 

第７９条 管理者を選任する場合においては、第 24 条第 2 項に「理事長」とあ

るのを「管理者」として、準用する。 

第２節 費用の負担 

２５条～２９条 略 

 

変更不要 

第６章 管理組合 

第１節 組合員 

３０条、３１条 略 

 

 

変更不要 

第２節 管理組合の業務  

（業務） 

第３２条 管理組合は、建物並びにその敷地及び附属施設の管理のため、次

第８０条 管理者を選任する場合においては、第 32 条において、「十六 良好

な居住関係を維持するため、居住者の防災訓練、居住者による親睦の活動の実
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の各号に掲げる業務を行う。 

一 管理組合が管理する敷地及び共用部分等（以下本条及び第４８条におい

て「組合管理部分」という。）の保安、保全、保守、清掃、消毒及びごみ処

理 

二 組合管理部分の修繕 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する業務及び長期修繕計画書の管理 

四 建替え等に係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務 

五 適正化法第１０３条第１項に定める、宅地建物取引業者から交付を受け

た設計図書の管理 

六 修繕等の履歴情報の整理及び管理等 

七 共用部分等に係る火災保険、地震保険その他の損害保険に関する業務 

八 区分所有者が管理する専用使用部分について管理組合が行うことが適当

であると認められる管理行為 

九 敷地及び共用部分等の変更及び運営 

十 修繕積立金の運用 

十一 官公署、町内会等との渉外業務 

十二 マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並びに居住環

境の維持及び向上に関する業務 

十三 広報及び連絡業務 

十四 管理組合の消滅時における残余財産の清算 

十五 その他建物並びにその敷地及び附属施設の管理に関する業務 

施・支援」を追記して、準用する。 

 

 

（業務の委託等） 

第３３条 管理組合は、前条に定める業務の全部又は一部を、マンション管

理業者（適正化法第２条第八号の「マンション管理業者」をいう。）等第三

者に委託し、又は請け負わせて執行することができる。 

変更不要 

 

（専門的知識を有する者の活用） 

第３４条 管理組合は、マンション管理士（適正化法第２条第五号の「マン

ション管理士」をいう。）その他マンション管理に関する各分野の専門的知

識を有する者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、相談

第８１条 管理者を選任する場合においては、第 34 条に「２ 前項の規定は、

監事が、その業務に必要な範囲において、準用する。ただし、監事は、管理組合

に対し費用の弁償を求めることが出来る」と追加して、準用する。 
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したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができる。  

第３節 役員 第 3節 役員等 

 

（役員） 

第３５条 管理組合に次の役員を置く。 

一 理事長 

二 副理事長 ○名 

三 会計担当理事 ○名 

四 理事（理事長、副理事長、会計担当理事を含む。以下同じ。） ○名 

五 監事 ○名 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、組合員のうちから選任し、又は

解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

 

(ア)外部専門家を役員として選任できることとする場合 

２ 理事及び監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、理事会の決議によって、理事の

うちから選任し、又は解任する。 

４ 組合員以外の者から理事又は監事を選任する場合の選任方法については

細則で定める。 

第８２条 

管理者を選任する場合においては、第 35 条、第 36 条、第 36 条の 2、第３７

条、第３７条２を適用しないものとし、第８２条の 2から第８４条を適用する。 

 

（管理者の選任・解任） 

第８２条の２管理組合に、管理者を１名置く。 

２ 管理者は総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３管理者は、マンション管理士等の資格を保有する、マンションに係る専門知識

を有する者とする。 

４管理者は、管理組合との間で業務内容、契約期間、契約額、その他必要な事項

を定めた管理者業務委託契約を締結しなければならない。 

５前項の契約締結においては、監事が管理組合を代表する。 

６管理者選任の選任方法については細則で定める。 

 

（監事の選任・解任） 

 第８２条の３ 管理組合に、監事〇名を置く。    

２監事は、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３組合員以外の者でマンションの管理に関する専門的知識を有する者（以下「外

部専門家」という。）を監事に選任しようとする場合には、総会議案書に、氏名、

資格、選出経緯及び理由を記載して、総会で決議する。 

４外部専門家を監事に選任しようとする場合には、当該外部専門家との間で、そ

の役職、役割に応じた業務内容、契約期間、契約額、その他必要な事項を定めた

業務委託契約を締結することについて併せて総会で決議をし、当該外部専門家と

の間で業務委託契約を締結しなければならない。 
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（役員の任期） 

第３６条 役員の任期は○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する役員は、後任の役員が就任するま

での間引き続きその職務を行う。 

４ 役員が組合員でなくなった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

ア 外部専門家を役員として選任できることとする場合 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなくなった場

合には、その役員はその地位を失う。 

（管理者の任期） 

第８２条の４ 管理者の任期は１年とし、管理者として選任した通常総会の翌日

から翌会計年度終了後〇ヵ月以内に開催される通常総会終了までとする。 

２ 管理者として再任する場合も、任期は前項のとおりとし、毎年通常総会にて

承認を得なければならない。 

３ 管理者が任期の満了又は辞任によって退任するときは、後任の管理者が就任

するまでの間又は理事会が発足するまでの間、引き続きその職務を行い、業務を

引き継ぐ義務を負う。 

４ 前項の場合において、管理者が退任する場合は、少なくとも、3 カ月前に全

組合員に対し通知しなければならない。 

 

（監事の任期） 

第８２条の５ 監事の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する監事は、後任の監事が就任するまでの間

引き続きその職務を行う。 

４ 選任（再任を除く。）の時に組合員であった役員が組合員でなくなった場合に

は、その役員はその地位を失う。 

（役員の欠格条項） 

第３６条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は、役員となることができ

ない。 

一 精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な

認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を

得ないもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者をいう。） 

（管理者の欠格条項） 

第８２条の６ 次の各号のいずれかに該当する者は、管理者となることができな

い。 

一 精神の機能の障害により管理者の職務を適正に執行するに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ない

もの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることが

なくなった日から５年を経過しない者 

三 暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

をいう。） 
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 四 マンション管理士の登録の取消し又は当該専門分野に係る資格についてこれ

と同様の処分を受けた者 

五 法人から派遣を受けた者である場合、次のイ又はロいずれかに該当する法人

から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は申立てを受け

たとき 

 

（監事の欠格条項） 

第８２条の７ 次の各号のいずれかに該当する者は、監事となることができな

い。 

一精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うことができない者又は破産者で復権を得ないもの 

二禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者 

三暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を

いう。） 

２ 前項の各号のいずれにも該当しない場合でも、次の各号のいずれかに該当す

る者は、外部専門家監事になることができない。 

一 個人の専門家の場合、マンション管理士の登録の取消し又は当該専門分野に

係る資格についてこれと同様の処分を受けた者 

二 法人から専門家の派遣を受ける場合、前号に該当する役職員のほか次のイ又

はロいずれかに該当する法人から派遣される役職員 

 イ 銀行取引停止処分を受けている法人 

 ロ 管理業者の登録の取り消しを受けた法人 

 ハ 法人が破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又は申立てを受け

たとき 
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（役員の誠実義務等） 

第３７条 役員は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則

等」という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実に

その職務を遂行するものとする。 

２ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費

の支払と報酬を受けることができる。 

 

（管理者の誠実義務等） 

第８３条 管理者は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則等」

という。）並びに総会の決議に従い、組合員のため、誠実にその職務を遂行するも

のとする。 

２ 管理者は、前項に加え、管理組合との間で締結する管理者業務委託契約書の

規定を併せて遵守しなければならない。 

３ 管理者は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若し

くはその他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、管理組合以外の者か

ら収受し、又は供与してはならない 

４ 管理者が前３項に違反した場合は、管理組合は、損害賠償の請求に加えて、定

額業務報酬の○カ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

５ 管理者が３項に違反した場合は、管理組合は、管理者が管理組合以外の者か

ら得た利益を損害額とみなすことができる。 

６ 管理者は、保険に加入するなどして、管理組合の財産の毀損の防止に努め、

そのために必要な措置を講じなければならい。 

７ 管理者は、管理者業務を行うにあたり、常に組合員の意思が適切に反映され

るよう努めなければならない。 

 

（監事の誠実義務等） 

第８３条の２ 監事は、法令、規約及び使用細則その他細則（以下「使用細則等」

という。）並びに総会及び理事会の決議に従い、組合員のため、誠実にその職務を

遂行するものとする。 

２ 外部専門家である監事は、前項に加え、管理組合との間で締結する業務委託

契約書の規定を併せて遵守しなければならない。 

３ 外部専門家である監事は、保険に加入するなどして、管理組合の財産の毀損

の防止に努め、そのために必要な措置を講じなければならない。 

４ 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に応ずる必要経費の支

払と報酬を受けることができる。 
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（利益相反取引の防止） 

第３７条の２ 役員は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引に

つき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との利益が

相反する取引をしようとするとき。 

 

（利益相反取引の防止） 

第８４条 役員等は、次に掲げる場合には、総会において、当該取引につき重要な

事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

一 役員が自己又は第三者のために管理組合と取引をしようとするとき。 

二 管理組合が役員以外の者との間において管理組合と当該役員との利益が相反す

る取引をしようとするとき。 

２ 前項に加えて、管理者が、〇〇円以上の経費を支出しようとするとき又は管

理組合の代表として〇〇万円以上の取引をしようとするときは、総会において、

当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

３ 第１項で管理者が取引を行う場合及び前項の場合においては、監事が管理組

合を代表する。 

 

（理事長） 

第３８条 理事長は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各

号に掲げる業務を遂行する。 

一 規約、使用細則等又は総会若しくは理事会の決議により、理事長の職務

として定められた事項 

二 理事会の承認を得て、職員を採用し、又は解雇すること。 

２ 理事長は、区分所有法に定める管理者とする。 

３ 理事長は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理

組合の業務の執行に関する報告をしなければならない。 

４ 理事長は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を理事会に報告しなけ

ればならない。 

５ 理事長は、理事会の承認を受けて、他の理事に、その職務の一部を委任

することができる。 

６ 管理組合と理事長との利益が相反する事項については、理事長は、代表

権を有しない。この場合においては、監事又は理事長以外の理事が管理組合

を代表する。 

 

（管理者） 

第８５条 管理者を選任する場合においては、第 38 条 1 項３項 6 項を次のとお

りとし、第 38条 2項４項 5項を適用しないものとする。 

 

１管理者は、管理組合を代表し、その業務を統括するほか、次の各号に掲げる業

務を遂行する。 

一 規約、使用細則等又は総会の決議により、管理者の職務として定められた事項 

二職員を採用し、又は解雇すること。 

３ 管理者は、通常総会において、組合員に対し、前会計年度における管理組合の

業務の執行に関する報告をしなければならず、この報告に関する各組合員からの

質疑への応答等につき適切に対応しなければならない。 

６ 管理組合と管理者との利益が相反する事項については、管理者は、代表権を有

しない。この場合においては、監事が管理組合を代表する。 

 

なお、評議員を選任する場合においては、以上に加え、７項を次のとおり付加す

る。 

７ 管理者は、○か月に１回以上、職務の執行の状況を評議委員会に報告しなけ
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ればならず、この報告に関する各評議員からの質疑への応答等につき適切に対応

しなければならない。 

（副理事長） 

第３９条 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その

職務を代理し、理事長が欠けたときは、その職務を行う。 

第８６条 管理者を選任する場合においては、第 39 条及び第 40 条を適用しな

い。 

（理事） 

第４０条 理事は、理事会を構成し、理事会の定めるところに従い、管理組

合の業務を担当する。 

２ 理事は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 

３ 会計担当理事は、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行

う。 

 

（監事） 

第４１条 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況を監査し、その結

果を総会に報告しなければならない。 

２ 監事は、いつでも、理事及び第３８条第１項第二号に規定する職員に対

して業務の報告を求め、又は業務及び財産の状況の調査をすることができ

る。 

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認

めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなけ

ればならない。 

５ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令、規約、使用細則等、総会の決議若しくは理事会の

決議に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞

なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

６ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理

事長に対し、理事会の招集を請求することができる。 

７ 前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日

第８７条 管理者を選任する場合においては、第４１条につき２項の「理事」を

「管理者」とし、４項から７項は適用しないものとし、新たに４項として次の規

定をおくものとする。  

４ 監事は、管理組合の預金口座の印鑑を保管する。 

 

評議会が置かれている場合には、新たに５項をとして次の規定をおくものとす

る。 

５ 評議会が置かれているときは、監事は、評議会に出席し、意見を述べること

ができる。 
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から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない

場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 

第４節 総会  

（総会） 

第４２条 管理組合の総会は、総組合員で組織する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、区分所有法に定める集会とする。 

３ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始以後２か月以内に招集

しなければならない。 

４ 理事長は、必要と認める場合には、理事会の決議を経て、いつでも臨時

総会を招集することができる。 

５ 総会の議長は、理事長が務める。 

 

第８８条 管理者を選任する場合において、第４２条３項４項５項につき「理事

長」とあるのを「管理者」とし、４項の「理事会の決議を経て」を削除して準用

し、５項の第２文として「ただし、第 37 条の 2 第 1 項各号（利益相反の防止）

に掲げる事項についての議案における議長は監事が務める。」を付加する。 

 

 

（招集手続） 

第４３条 総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週間前（会議

の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であるときは２か月前）ま

でに、会議の日時、場所（WEB 会議システム等を用いて会議を開催すると

きは、その開催方法）及び目的を示して、組合員に通知を発しなければなら

ない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発するもの

とする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対象物件内の専有部分

の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出のない組

合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示することをもって、これ

に代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４７条第３項第一

号、第二号若しくは第四号に掲げる事項の決議又は建替え決議若しくはマン

ション敷地売却決議であるときは、その議案の要領をも通知しなければなら

ない。 

５ 会議の目的が建替え決議であるときは、前項に定める議案の要領のほ

第８９条 管理者を選任する場合において、第 43 条 9 項につき「理事長」とあ

るのを「管理者」とし、９項の「理事会の承認を得て」を削除して、準用する。 
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か、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持及び回

復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をするのに要する費用の額及

びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画の内 

四 建物につき修繕積立金として積み立てられている金額 

６ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 売却を必要とする理由 

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

イ マンションが円滑化法第１０２条第２項第一号に該当するとして同条第

１項の認定（以下「特定要除却認定」という。）を受けている場合 次に掲げ

る事項 

（１） 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）

第２条第２項に規定する耐震改修又はマンションの建替えを 

しない理由 

（２） （１）の耐震改修に要する費用の概算額 

ロ マンションが円滑化法第１０２条第２項第二号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(ア)火災に対する安全性の向上を目的とした改修又はマンションの 

建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

ハ マンションが円滑化法第１０２条第２項第三号に該当するとして特定要

除却認定を受けている場合 次に掲げる事項 

 

(イ)外壁等の剝離及び落下の防止を目的とした改修又はマンションの建替え

をしない理由 
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（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

７ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする総会を招集する場

合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際に通知すべき

事項について組合員に対し説明を行うための説明会を開催しなければならな

い。 

８ 第４５条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その通

知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 

９ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であると

きを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、理事長は、理事会の承

認を得て、５日間を下回らない範囲において、第１項の期間を短縮すること

ができる。 

（組合員の総会招集権） 

第４４条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４６条第１項に定める

議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得て、会議の目的を示し

て総会の招集を請求した場合には、理事長は、２週間以内にその請求があっ

た日から４週間以内の日（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却

決議であるときは、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集

の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組合員は、

臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

らず、議長は、総会に出席した組合員（書面又は代理人によって議決権を行

使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４２条第５項にかかわ

第９０条 管理者を選任する場合において、第 44 条 1 項につき「5 分の 1」と

あるのを「10 分の 1」とし、同条 1 項 2 項において、「理事長」とあるのを「管

理者」として準用する。 
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らず、議長は、総会に出席した組合員（書面、電磁的方法又は代理人によっ

て議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数をもって、組合員の中か

ら選任する。 

（出席資格） 

第４５条 組合員のほか、理事会が必要と認めた者は、総会に出席すること

ができる。 

２ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の目的につき利

害関係を有する場合には、総会に出席して意見を述べることができる。この

場合において、総会に出席して意見を述べようとする者は、あらかじめ理事

長にその旨を通知しなければならない。 

第９１条 管理者を選任する場合において、第 45 条 1 項につき、「理事会」とあ

るのを「管理者又は監事」とし、同条 2 項につき、「理事長」とあるのを「管理

者」として、準用する。 

（議決権） 

第４６条 各組合員の議決権の割合は、別表第５に掲げるとおりとする。 

２ 住戸１戸が数人の共有に属する場合、その議決権行使については、これ

ら共有者をあわせて一の組合員とみなす。 

３ 前項により一の組合員とみなされる者は、議決権を行使する者１名を選

任し、その者の氏名をあらかじめ総会開会までに理事長に届け出なければな

らない。 

４ 組合員は、書面又は代理人によって議決権を行使することができる。 

５ 組合員が代理人により議決権を行使しようとする場合において、その代

理人は、以下の各号に掲げる者でなければならない。 

一 その組合員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）又は一親等の親族 

二 その組合員の住戸に同居する親族 

三 他の組合員 

６ 組合員又は代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければな

らない。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

第９２条 管理者を選任する場合において、第 46 条 6 項につき「理事長」をと

あるのを「管理者又は監事」として準用する。 
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（規定なし） 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

７ 組合員は、第４項の書面による議決権の行使に代えて、電磁的方法によ

って議決権を行使することができる。 

８ 組合員又は代理人は、第６項の書面の提出に代えて、電磁的方法によっ

て提出することができる。 

（総会の会議及び議事） 

第４７条 総会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、前条第１項に定める議決権総数の半数以上を有する組合員が出席

しなければならない。 

２ 総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 

３ 次の各号に掲げる事項に関する総会の議事は、前項にかかわらず、組合

員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以上で決する。 

一 規約の制定、変更又は廃止 

二 敷地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

もの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条第２項に基づく認定

を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 区分所有法第５８条第１項、第５９条第１項又は第６０条第１項の訴え

の提起 

四 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の滅失した共用部分

の復旧 

五 その他総会において本項の方法により決議することとした事項 

４ 建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４以上及び議

決権総数の５分の４以上で行う。 

５ マンション敷地売却決議は、第２項にかかわらず、組合員総数、議決権

総数及び敷地利用権の持分の価格の各５分の４以上で行う。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

変更不要 
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(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

６ 前５項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使する者

は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

６ 前５項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって議決権を

行使する者は、出席組合員とみなす。 

 

７ 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組合員の権

利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。この

場合において、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはならな

い。 

８ 第３項第二号において、敷地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専

用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有す

る組合員又はその専用使用部分の専用使用を認められている組合員の承諾を

得なければならない。この場合において、その組合員は正当な理由がなけれ

ばこれを拒否してはならない。 

９ 第３項第三号に掲げる事項の決議を行うには、あらかじめ当該組合員又

は占有者に対し、弁明する機会を与えなければならない。 

10 総会においては、第４３条第１項によりあらかじめ通知した事項につい

てのみ、決議することができる。 

（議決事項） 

第４８条 次の各号に掲げる事項については、総会の決議を経なければなら

ない。 

一 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止 

二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三 収支決算及び事業報告 

四 収支予算及び事業計画 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

第９３条 管理者を選任する場合において、第４８条 2 号につき、「役員の選任及

び解任」とあるのを「管理者の選任及び解任並びに役員の選任及び解任」とし、

「役員活動費の額及び支払方法」とあるのを「役員活動費の額及び支払方法並び

に管理者業務委託契約の締結」として、準用する。 
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六 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

七 修繕積立金の保管及び運用方法 

八 適正化法第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の申請、同法第５条

の６第１項に基づく管理計画の認定の更新の申請及び同法第５条の７第１項

に基づく管理計画の変更の認定の申請 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 第２８条第１項に定める特別の管理の実施並びにそれに充てるための資

金の借入れ及び修繕積立金の取崩し 

十一 区分所有法第５７条第２項及び前条第３項第三号の訴えの提起並びに

これらの訴えを提起すべき者の選任 

十二 建物の一部が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧 

十三 円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認定の申請十

四 区分所有法第６２条第１項の場合の建替え及び円滑化法第１０８条第１

項の場合のマンション敷地売却 

十五 第２８条第２項及び第３項に定める建替え等に係る計画又は設計等の

経費のための修繕積立金の取崩し 

十六 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七 その他管理組合の業務に関する重要事項 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、議事録を作成しなければならな

い。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、議長及び議長の

指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならない。 

３ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面による請求が

あったときは、議事録の閲覧をさせなければならない。この場合において、

閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

４ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

第９４条 管理者を選任する場合において、第 49 条第３項につき、「閲覧」とあ

るのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同項末尾

に、「ただし、謄写について現にかかった費用を閲覧等の請求者が負担する。」と

追加し、同条の(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合につき 3 項 4 項を「理事

長」とあるのを「管理者」とし、同条の(イ)電磁的方法が利用可能な場合につき

5項 6項を「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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ない。 

 

（書面による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面による決議をすることができる。 

２ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員全員の書面による合意があったときは、書面による決議があったものとみ

なす。 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面に

よる決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

４ 前条第３項及び第４項の規定は、書面による決議に係る書面について準

用する。 

５ 総会に関する規定は、書面による決議について準用する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（議事録の作成、保管等） 

第４９条 総会の議事については、議長は、書面又は電磁的記録により、議

事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

３ 前項の場合において、議事録が書面で作成されているときは、議長及び

議長の指名する２名の総会に出席した組合員がこれに署名しなければならな

い。 

４ 第２項の場合において、議事録が電磁的記録で作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された情報については、議長及び議長の指名する２名

の総会に出席した組合員が電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律

（平成１２年法律第１０２号）第２条第１項の「電子署名」をいう。以下同

じ。）をしなければならない。 

５ 理事長は、議事録を保管し、組合員又は利害関係人の書面又は電磁的方

 

 

第５０条は変更不要 
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法による請求があったときは、議事録の閲覧（議事録が電磁的記録で作成さ

れているときは、当該電磁的記録に記録された情報の内容を紙面又は出力装

置の映像面に表示する方法により表示したものの当該議事録の保管場所にお

ける閲覧をいう。）をさせなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければなら

ない。 

 

（書面又は電磁的方法による決議） 

第５０条 規約により総会において決議をすべき場合において、組合員全員

の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができる。

ただし、電磁的方法による決議に係る組合員の承諾については、 

あらかじめ、組合員に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示 

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 規約により総会において決議すべきものとされた事項については、組合

員の全員の書面又は電磁的方法による合意があったときは、書面又は電磁的

方法による決議があったものとみなす。 

４ 規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

５ 前条第５項及び第６項の規定は、書面又は電磁的方法による決議に係る

書面並びに第１項及び第３項の電磁的方法が行われた場合に当該電磁的方法

により作成される電磁的記録について準用する。 

６ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用す

る。 

第５節 理事会 第５節 管理者等 

（理事会） 第９５条 管理者を選任する場合において、第５１条は適用しないものとする。 
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第５１条 理事会は、理事をもって構成する。 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一 規約若しくは使用細則等又は総会の決議により理事会の権限として定め

られた管理組合の業務執行の決定 

二 理事の職務の執行の監督 

三 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

３ 理事会の議長は、理事長が務める。 

（招集） 

第５２条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求した場合に

は、理事長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求があった日

から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場

合には、その請求をした理事は、理事会を招集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４３条（建替え決議又はマンション敷

地売却決議を会議の目的とする場合の第１項及び第４項から第８項までを除

く。）の規定を準用する。この場合において、同条中「組合員」とあるのは

「理事及び監事」と、同条第９項中「理事会の承認」とあるのは「理事及び

監事の全員の同意」と読み替えるものとする。ただし、理事会において別段

の定めをすることができる。 

第９６条 管理者を選任する場合において、第 52条は適用しない 

 

（理事会の会議及び議事） 

第５３条 理事会の会議（WEB 会議システム等を用いて開催する会議を含

む。）は、理事の半数以上が出席しなければ開くことができず、その議事は

出席理事の過半数で決する。 

２ 次条第１項第五号に掲げる事項については、理事の過半数の承諾がある

ときは、書面又は電磁的方法による決議によることができる。 

３ 前２項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わるこ

とができない。 

 

第９７条 管理者を選任する場合において、第５３条は適用しないものとする。 
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〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

４ 議事録については、第４９条（第４項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第２項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

４ 議事録については、第４９条（第６項を除く。）の規定を準用する。ただ

し、第４９条第３項中「総会に出席した組合員」とあるのは「理事会に出席

した理事」と読み替えるものとする。 

（議決事項） 

第５４条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる

事項を決議する。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 

五 第１７条、第２１条及び第２２条に定める承認又は不承認 

六 第５８条第３項に定める承認又は不承認 

七 第６０条第４項に定める未納の管理費等及び使用料の請求に関する訴訟

その他法的措置の追行 

八 第６７条に定める勧告又は指示等 

九 総会から付託された事項 

十 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施等 

十一 理事長、副理事長及び会計担当理事の選任及び解任 

２ 第４８条の規定にかかわらず、理事会は、前項第十号の決議をした場合

においては、当該決議に係る応急的な修繕工事の実施に充てるための資金の

借入れ及び修繕積立金の取崩しについて決議することができる。 

（管理者による決定事項） 

第 9８条 管理者は、規約若しくは使用細則等又は総会の決議により管理者の権

限として定められた管理組合の業務執行の決定のほか、組合員らの意思に十分配

慮したうえで次の各号に掲げる事項を決定することができる。 

一 収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案 

二 規約及び使用細則等の制定、変更又は廃止に関する案 

三 長期修繕計画の作成又は変更に関する案 

四 その他の総会提出議案 
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（専門委員会の設置） 

第５５条 理事会は、その責任と権限の範囲内において、専門委員会を設置

し、特定の課題を調査又は検討させることができる。 

２ 専門委員会は、調査又は検討した結果を理事会に具申する。 

第９９条 管理者を選任する場合において、第 55 条 1 項２項につき、「理事会」

とあるのを「管理者」とする。 

3 項として、任意で「建物の修繕に関する計画が定められているときは、管理者

は、組合員から構成される修繕委員会を設置し、この修繕委員会において、一定

年数の経過ごとに計画的に行う修繕の実施を検討する。」を追加して準用すること

ができる。 

第７章 会計 

第５６条、５７条 

 

変更不要 

（収支予算の作成及び変更） 

第５８条 理事長は、毎会計年度の収支予算案を通常総会に提出し、その承

認を得なければならない。 

２ 収支予算を変更しようとするときは、理事長は、その案を臨時総会に提

出し、その承認を得なければならない。 

３ 理事長は、第５６条に定める会計年度の開始後、第１項に定める承認を

得るまでの間に、以下の各号に掲げる経費の支出が必要となった場合には、

理事会の承認を得てその支出を行うことができる。 

一 第２７条に定める通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、か

つ、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められるもの 

二 総会の承認を得て実施している長期の施工期間を要する工事に係る経費

であって、第１項の承認を得る前に支出することがやむを得ないと認められ

るもの 

４ 前項の規定に基づき行った支出は、第１項の規定により収支予算案の承

認を得たときは、当該収支予算案による支出とみなす。 

５ 理事会が第５４条第１項第十号の決議をした場合には、理事長は、同条

第２項の決議に基づき、その支出を行うことができる。 

６ 理事長は、第２１条第６項の規定に基づき、敷地及び共用部分等の保存

行為を行う場合には、そのために必要な支出を行うことができる。 

第１００条 管理者を選任する場合において、第５８条１項２項につき「理事

長」とあるのを「管理者」とし、３項につき「理事長」を「管理者」とし、「理事

会の承認」を削除し、５項は削除し、６項につき「理事長」を「管理者」とし、

７項を以下のとおり追加して準用する。 

 

7 管理者は、総会において、契約行為その他区分所有者の負担が発生する行為に

ついて承認を得るため議案を提出しようとする際には、次に掲げる事項を区分所

有者及び監事に事前に開示しなければならない。 

一 契約内容 

二 契約により管理組合として負担する金額 

三 当該契約の相手方 

四 当該相手方を選任した理由 

 

 

（会計報告） 

第５９条 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の会計監査を経て、通

第１０１条 管理者を選任する場合において、第５９条１項につき「理事長」と

あるのを「管理者」とし、同条 2項として、「管理者は、前項の収支決算案におい
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常総会に報告し、その承認を得なければならない。 て、 前条第 7 項各号に掲げる事項について開示しなければならない。」を追加し

て準用する。 

 

（管理費等の徴収） 

第６０条 管理組合は、第２５条に定める管理費等及び第２９条に定める使

用料について、組合員が各自開設する預金口座から口座振替の方法により第

６２条に定める口座に受け入れることとし、当月分は別に定める徴収日まで

に一括して徴収する。ただし、臨時に要する費用として特別に徴収する場合

には、別に定めるところによる。 

２ 組合員が前項の期日までに納付すべき金額を納付しない場合には、管理

組合は、その未払金額について、年利○％の遅延損害金と、違約金としての

弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対して請

求することができる。 

３ 管理組合は、納付すべき金額を納付しない組合員に対し、督促を行うな

ど、必要な措置を講ずるものとする。 

４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理事会の決議に

より、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行することができる。 

５ 第２項に基づき請求した遅延損害金、弁護士費用並びに督促及び徴収の

諸費用に相当する収納金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 組合員は、納付した管理費等及び使用料について、その返還請求又は分

割請求をすることができない。 

第１０２条 管理者を選任する場合において、第 60 条 4 項はに「理事長」とあ

るのを「管理者」とし、「理事会の決議」とあるのを削除し、準用する。 

６１条～６３条 変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を作成して保管し、組合員又は利害関係人の理由を付した書面による請

求があったときは、これらを閲覧させなければならない。この場合におい

て、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することができる。 

第１０３条 管理者を選任する場合において、第 64 条第 1 項 2 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条各項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を保管し、組合員又は利害関係人の理由を

付した書面による請求があったときは、これらを閲覧させなければならな

い。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場所等を指定することが

できる。 

３ 理事長は、第４９条第３項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面による請求に基づき、当該請求をした

者が求める情報を記入した書面を交付することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（帳票類等の作成、保管） 

第６４条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿及びその他の帳

票類を、書面又は電磁的記録により作成して保管し、組合員又は利害関係人

の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があったときは、これらを閲

覧させなければならない。この場合において、閲覧につき、相当の日時、場

所等を指定することができる。 

２ 理事長は、第３２条第三号の長期修繕計画書、同条第五号の設計図書及

び同条第六号の修繕等の履歴情報を、書面又は電磁的記録により保管し、組

合員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求があった

ときは、これらを閲覧させなければならない。この場合において、閲覧につ

き、相当の日時、場所等を指定することができる。 

３ 理事長は、第４９条第５項（第５３条第４項において準用される場合を

含む。）、本条第１項及び第２項並びに第７２条第２項及び第４項の規定によ

り閲覧の対象とされる管理組合の財務・管理に関する情報については、組合

員又は利害関係人の理由を付した書面又は電磁的方法による請求に基づき、

当該請求をした者が求める情報を記入した書面を交付し、又は当該書面に記
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載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合におい

て、理事長は、交付の相手方にその費用を負担させることができる。 

４ 電磁的記録により作成された書類等の閲覧については、第４９条第５項

に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 

（消滅時の財産の清算） 

第６５条 管理組合が消滅する場合、その残余財産については、第１０条に

定める各区分所有者の共用部分の共有持分割合に応じて各区分所有者に帰属

するものとする。 

変更不要 

第８章 雑則  

（義務違反者に対する措置） 

第６６条 区分所有者又は占有者が建物の保存に有害な行為その他建物の管

理又は使用に関し区分所有者の共同の利益に反する行為をした場合又はその

行為をするおそれがある場合には、区分所有法第５７条から第６０条までの

規定に基づき必要な措置をとることができる。 

変更不要 

（理事長の勧告及び指示等） 

第６７条 区分所有者若しくはその同居人又は専有部分の貸与を受けた者若

しくはその同居人（以下「区分所有者等」という。）が、法令、規約又は使

用細則等に違反したとき、又は対象物件内における共同生活の秩序を乱す行

為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経てその区分所有者等に対

し、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うことができ

る。 

２ 区分所有者は、その同居人又はその所有する専有部分の貸与を受けた者

若しくはその同居人が前項の行為を行った場合には、その是正等のため必要

な措置を講じなければならない。 

３ 区分所有者等がこの規約若しくは使用細則等に違反したとき、又は区分

所有者等若しくは区分所有者等以外の第三者が敷地及び共用部分等において

不法行為を行ったときは、理事長は、理事会の決議を経て、次の措置を講ず

ることができる。 

一 行為の差止め、排除又は原状回復のための必要な措置の請求に関し、管

第１０４条 管理者を選任する場合において、、第 67 条第 3 項につき、「理事

長」とあるのを「管理者」とし、「理事会の決議」とあるのを削除し、同条第 4項

第 6項につき、「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追行すること 

二 敷地及び共用部分等について生じた損害賠償金又は不当利得による返還

金の請求又は受領に関し、区分所有者のために、訴訟において原告又は被告

となること、その他法的措置をとること 

４ 前項の訴えを提起する場合、理事長は、請求の相手方に対し、違約金と

しての弁護士費用及び差止め等の諸費用を請求することができる。 

５ 前項に基づき請求した弁護士費用及び差止め等の諸費用に相当する収納

金は、第２７条に定める費用に充当する。 

６ 理事長は、第３項の規定に基づき、区分所有者のために、原告又は被告

となったときは、遅滞なく、区分所有者にその旨を通知しなければならな

い。この場合には、第４３条第２項及び第３項の規定を準用する。 

６８条から７１条 変更不要 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が署名した規約を１通作

成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面による

請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならない。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面に、現に有効な規約の内容と、その内容が規約原本及び規

約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載し、署名した上

で、この書面を保管する。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面による請求があったときは、理事長

は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効な規約の内容

を記載した書面（以下「規約原本等」という。）並びに現に有効な第１８条

に基づく使用細則及び第７０条に基づく細則その他の細則の内容を記載した

書面（以下「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

第１０５条 管理者を選任する場合において、第 72 条第 2 項 4 項につき、「閲

覧」とあるのを「閲覧、写真撮影及び謄写（以下、「閲覧等」という。）」とし、同

条 2項から 6項に「理事長」とあるのを「管理者」として準用する。 
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場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

（規約原本等） 

第７２条 この規約を証するため、区分所有者全員が書面に署名又は電磁的

記録に電子署名した規約を１通作成し、これを規約原本とする。 

２ 規約原本は、理事長が保管し、区分所有者又は利害関係人の書面又は電

磁的方法による請求があったときは、規約原本の閲覧をさせなければならな

い。 

３ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されているときは、理事

長は、１通の書面又は電磁的記録に、現に有効な規約の内容と、その内容が

規約原本及び規約変更を決議した総会の議事録の内容と相違ないことを記載

又は記録し、署名又は電子署名した上で、この書面又は電磁的記録を保管す

る。 

４ 区分所有者又は利害関係人の書面又は電磁的方法による請求があったと

きは、理事長は、規約原本、規約変更を決議した総会の議事録及び現に有効

な規約の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下「規約原本等」

という。）並びに現に有効な第１８条に基づく使用細則及び第７０条に基づ

く細則その他の細則の内容を記載した書面又は記録した電磁的記録（以下

「使用細則等」という。）の閲覧をさせなければならない。 

５ 第２項及び前項の場合において、理事長は、閲覧につき、相当の日時、

場所等を指定することができる。 

６ 理事長は、所定の掲示場所に、規約原本等及び使用細則等の保管場所を

掲示しなければならない。 

７ 電磁的記録により作成された規約原本等及び使用細則等の閲覧について

は、第４９条第５項に定める議事録の閲覧に関する規定を準用する。 

新設 第１０章 管理者及び評議員を選任する場合の規定 

 （評議員の選任） 
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第１０６条 管理組合は、役員として、評議員を〇名おくことができる。 

２評議員は、組合員の中から、総会の決議によって、選任し、又は解任する。 

３評議員と監事とは、兼ねることはできない。 

 

（評議員の任期） 

第１０７条 評議員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 任期の満了又は辞任によって退任する監事は、後任の監事が就任するまでの間

引き続きその職務を行う。 

４ 評議員が組合員でなくなった場合には、その役員はその地位を失う。 

 

（評議員の欠格事由、誠実義務等） 

第１０８条 評議員の欠格条項については、第３６条の２を、評議員の誠実義務

等については第３７条を準用する。 

 

（評議員） 

第１０９条 評議員は、管理者の活動状況の把握に努めるとともに、組合員の意

見を集約し、管理組合の業務に組合員の意見が反映されるよう努めなければなら

ない。 

２評議員は、管理組合に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見

したときは、直ちに、当該事実を評議委員会と監事に報告しなければならない。 

３評議員は、管理者制度が廃止され理事会制度が採用される場合には、原則とし

て理事候補者となる。 

 

（評議委員会） 

第１１０条 評議委員会は、すべての評議員をもって構成する。 

２ 評議委員会は、管理者に対し、いつでも、管理者業務の実施状況及び管理組

合の会計の収支の結果について報告を求めることができる。 

３ 評議委員会は、管理者に対し、管理者業務の実施状況及び管理組合の会計の
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収支の結果に係る関係書類の提示又は管理者以外の第三者による監査の実施とそ

の結果の報告を求めることができる。この場合の監査の実施に係る費用は管理組

合の負担とする。 

４ 評議委員会は、管理者に対し、組合員の意見を集約し、それを管理者業務に

反映させるよう求めることができる。 

５ 評議委員会は、総会において、管理者が提案する議案や管理者の活動状況に

ついて意見を述べることができる。 

６ 評議委員会は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると

認めるときは、その決議を経て、監事に対し、臨時総会の招集を求めることがで

きる。 

７ 評議委員会は、その業務に必要な範囲において、マンション管理士（適正化

法第２条第五号の「マンション管理士」をいう）その他マンション管理に関する

各分野の専門的知識を有す者に対し、管理組合の運営その他マンションの管理に

関し、相談したり、助言、指導その他の援助を求めたりすることができ、その場

合、評議委員会は、管理組合に対し費用の弁償を求めることができる。 

８ 管理者が事故や急病等により管理者業務を行えなくなった場合、評議委員会

は、評議員の中からその決議により、管理者が業務に復帰するまで又は新管理者

が選任されるまでの間の暫定管理者を選任する。 

 

（評議委員会の招集） 

第１１１条 評議委員会は、各評議員が招集する。 

２ 評議委員会を招集するには、評議員は、評議会の日の○日前までに、各評議

員に対してその通知を発しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、評議委員会は、評議員の全員の同意があるとき

は、招集の手続を経ることなく開催することができる。 

 

（評議委員会の会議及び議事） 

第１１２条 評議委員会の会議及び議事に関しては 第５３条を準用する。 
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２-３管理者業務委託契約書案（マンション管理士等） 

【資料編】管理者と管理組合の契約書の例（外部専門家の場合）  管理者業務委託契約書案（マンション管理士等） 

○○マンション管理組合（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）

とは、乙が甲の管理者に就任することについて、次のとおり委託契約（以下「本

契約」という。）を締結する。 

 

 

（契約の当事者の関係等） 

第１条甲と乙との関係並びに乙の権限及び義務は、本契約の定めがあるもののほ

か、甲の規約及び使用細則その他細則、総会の決議及び理事会の決議並びに建物

の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）及び民法（明治29年法律第

69号）の規定に従う。 

２本契約における用語の意義は、本契約の特別の定めがあるもののほか、甲の規

約及び使用細則その他細則並びに建物の区分所有等に関する法律及び民法の定め

るところによる。 

【規約で管理者の権限等について適切な定めがあることを前提に、業務を包括規

定する場合】 

 

（業務内容） 

第２条乙は、甲の管理者として、次の各号に掲げる業務（以下「管理者業務」と

いう。）を遂行するものとする。 

一甲の規約、使用細則その他細則又は総会若しくは理事会の決議により、管理者

の職務として定められた業務 

二法令により管理者が行うこととされた業務 

三甲の求めに応じて行う助言、情報提供、資料の作成その他の援助 

２前項の規定にかかわらず、次の各号【※各号は、マンションの実情に応じて適

宜変更】に掲げる業務については、管理者業務には含まれないものとし、乙に行

わせる場合は、別途協議するものとする。 

〇〇〇〇管理組合（以下「甲」という。）と□□□□（以下「乙」という。）

とは、〇〇〇〇マンション（以下「本マンション」という。）につき、乙が甲

の管理者に就任することに関して、次のとおり業務委託契約（以下「本契

約」という。）を締結する。 

 

（契約の当事者の関係等） 

第１条 甲と乙との関係ならびに乙の権限及び義務は、本契約の定めがある

もののほか、甲の規約及び使用細則その他細則、総会の決議、ならびに建物

の区分所有等に関する法律（昭和37 年法律第69 号。その後の改正を含

む。）、民法（明治29 年法律第89 号。その後の改正を含む。）およびその

他の関係する法律（以下総称して「関係法令」という。）の規定に従う。 

２ 本契約における用語の意義は、本契約に特別の定めがあるもののほか、甲

の規約、使用細則およびその他細則ならびに関係法令の定めるところによ

る。 

 

（業務内容） 

第２条 乙は、甲の管理者として、次の各号に掲げる業務（以下「管理者業

務」という。）を遂行するものとする。 

一 甲の規約、使用細則等又は総会の決議により、管理者の職務として定めら

れた事項 

 イ 総会運営に関する事項 

(4) 総会を招集し議長を務めること及び招集期間を短縮すること 

(5) 占有者からの総会への出席及び意見陳述の通知の受理 

(6) 総会議事録の作成、保管及び閲覧申請への対応並びに保管場所の掲示 

ロ 管理費等の収納及び管理組合の会計に関する事項 

(7) 前会計年度における管理組合の業務の執行に関する報告 
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一長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建物の

設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 

三出納業務 

四前各号に掲げるもののほか、一般的に国家資格を有する者によって行われてい

る業務その他の特別の知識経験を要する業務 

【業務を列挙する場合】 

（業務内容） 

第２条乙は、甲の管理者として、次の各号に掲げる業務（以下「管理者業務」と

いう。）を遂行するものとする。 

一損害保険契約の締結、保険金額の請求及び受領 

二損害賠償金及び不当利得返還金の請求及び受領 

三職員の採用・解雇 

四預金口座開設契約、借入れ等に係る契約の締結 

五駐車場、敷地及び共用部分等に係る使用契約の締結 

六その他第三者との契約行為 

七甲並びに甲の組合員及び居住者（以下「組合員等」という。）からの各種届出

等 

（組合員の資格の得喪に関する届出、専有部分の貸与の場合の誓約書、専有部分

の修繕等に係る申請書、占有者の総会における意見陳述権行使の事前通知、議決

権行使者の届出、代理権証明書等）の受理及び処理 

八組合員等からの報告・連絡・相談への対応及びこれらに関する総会その他会議

の関連資料の作成 

九組合員等が法令、管理規約又は使用細則等に違反した場合の勧告、指示、警告 

十総会の招集、議長、その他会議への出席・報告・助言 

十一総会の議事録及び書面決議の書面（電磁的方法が利用可能な場合は電磁的記

録を含む。）、その他帳票類等の保管、閲覧並びに総会及び理事会の議事録及び

規約原本等の保管場所の掲示 

十二総会の決議に基づき物件の管理業務の一部を委託する専門業者その他の第三

(8) 毎会計年度の収支予算案の提出及び変更予算案の提出 

(9) 会計年度の開始後、当該年度の収支予算案が総会承認されるまでの間の

経費の支出 

(10) 毎会計年度の収支予算案の報告及び承認を得ること 

(11) 管理組合預金口座の開設 

(12) 管理費等及び使用料の請求に関する訴訟その他法的措置の追行 

ハ 共用部分の管理及び専有部分の修繕に関する事項 

(4) 専有部分の修繕等に関する申請の受理及び承認、修繕等の箇所への立ち

入り及び調査並びに管理組合が事前に把握する必要がある事項の届出の

受理 

(5) 組合員が敷地及び共用部分等の保存行為を行う場合の申請の受理及び承

認 

(6) 共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他の開口

部に係る改良工事であって、防犯、防音又は遮熱等の住宅の性能の向上

等に資する工事を組合員が実施する場合の申請の受理及び承認並びに立

ち入り調査 

ニ 災害時等の対応に関する事項 

(4) 災害等の緊急時における敷地及び共用部分等の必要な保存行為及びその

ために必要な支出 

(5) 災害、事故等が発生した場合であって、緊急に立ち入らないと共用部分

等若しくは他の専有部分に対して物理的に若しくは機能上重大な影響を

与えるおそれがあるときの専有部分若しくは専用使用部分への立ち入

り、又は委任した者に対する立ち入りの指示 

(6) 災害等により総会の開催が困難である場合における応急的な修繕工事の

実施並びに当該工事の実施に宛てるための資金の借入れ及び修繕積立金

の取崩しについて総会が決議した場合の当該工事に関する支出 

ホ 執行状況の報告に関する事項 

(2) 職務執行状況に関する監事及び組合員【理事会（又は評議会）が設置さ

れている場合は理事会（又は評議会）】への報告 
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者との折衝、当該第三者の業務の履行確認及び指示等 

十三会計帳簿等の整備状況の確認、管理業者が作成した収支予算案・決算案の素

案の確認 

十四未納の管理費等の徴収に係る総会等への報告・助言及び督促 

十五その他管理組合の業務を総括する上で必要な業務 

２前項の規定にかかわらず、次の各号【※各号は、マンションの実情に応じて適

宜変更】に掲げる業務については、管理者管理者業務には含まれないものとし、

乙に行わせる場合は、別途協議するものとする。 

一長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建物の

設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 

三出納業務 

四前各号に掲げるもののほか、一般的に国家資格を有する者によって行われてい

る業務その他の特別の知識経験を要する業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ 規約原本等の保管及び閲覧等に関する事項 

(3) 規約原本の保管、閲覧申請への対応及び保管場所の掲示に関する事項 

(4) 使用細則等の閲覧申請への対応及び保管場所の掲示 

ト その他事項 

(10) 組合員等からの届出書類等の受理 

(11) 損害保険契約の締結、保険金額の請求及び受領 

(12) 共用部分等について生じた損害賠償金及び不当利得による返還金の

請求及び受領 

(13) 帳票類の作成、保管、閲覧申請への対応 

(14) 長期修繕計画書、設計図書及び修繕等の履歴情報の保管並びに閲覧

申請への対応 

(15) 管理組合の財政及び管理に関する情報の書面作成並びに交付申請へ

の対応及び費用請求 

(16) 法令、規約または使用細則等の違反者への措置 

(17) 駐車場、敷地及び共用部分等に係る使用契約の締結及び更新 

(18) その他、甲の規約、使用細則等又は総会の決議により、管理者の職

務として定められた事項 

二 法令により管理者の職務と定められた事項 

三 職員を採用し、又は解雇すること 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる業務については、管理者業務

には含まれないものとし、乙に行わせる場合は、別途総会の承認決議を要す

るものとする。 

一 長期修繕計画案の作成又は改正案の作成 

二 修繕積立金を充てて行う工事に係る調査診断、設計、工事監理又は施工者

の選定支援 

三 管理組合を代表し、又は区分所有者を代理して行う訴訟等の法的措置のう

ち、一般的に弁護士によって行われている法律事務 

四 建替え及びマンション敷地売却に向けた、事業手法の比較検討又は再建建

物の設計の概要、費用の概算額、区分所有権の帰属その他の計画案の作成 
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（善管注意義務） 

第３条乙は、善良な管理者の注意をもって管理者業務を行うものとする。 

 

（帳票類等の提供の協力） 

第４条甲は、乙が管理者業務を行うに当たり必要となる本物件に関する帳票類及

び書類並びに情報（以下「帳票類等」という。）を無償で提供するものとする。 

２乙は、甲から提供された帳票類等を、善良なる管理者の注意をもって管理及び

保管し、かつ、管理者業務以外の用途に使用してはならない。 

３乙は、甲から提供された帳票類等を管理者業務の遂行上必要な範囲内で複製又

は更新することができる。 

４乙は、甲の組合員から組合員名簿の閲覧を請求された場合は、無償で、これに

応じなければならない。 

 

（管理員室等の使用） 

第５条甲は、乙に事務を行わせるために必要な器具、備品、集会室、管理用倉庫

等を無償で使用させるものとする。 

 

 

 

 

（管理者業務に要する費用の負担及び支払方法） 

五 出納業務 

六 前各号に掲げるもののほか、一般的に弁護士、建築士その他の国家資格を

有する者によって行われている業務その他の特別の知識経験を要する業務 

 

 

（善管注意義務等） 

第３条 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行うものとす

る。 

 

（帳票類等の提供の協力） 

第４条 甲は、乙が管理者業務を行うに当たり必要となる、本マンションに

関する帳票類及び書類並びに情報（以下「帳票類等」という。）を、乙に対

し無償で提供するものとする。 

２ 乙は、甲から提供された帳票類等を、善良なる管理者の注意をもって管

理及び保管し、かつ、管理者業務以外の用途に使用してはならない。 

３ 乙は、甲から提供された帳票類等を、管理者業務の遂行上必要な範囲で

複製または更新することができる。 

４ 乙は、甲の組合員から組合員名簿の閲覧及び写真撮影を請求された場合

は、無償で、これに応じなければならない。 

 

（管理員室等の使用） 

第５条 甲は、乙に事務を行わせるために必要な器具、備品、管理員室、集会

室、管理用倉庫等を無償で使用させるものとする。 

２ 乙は、管理者業務終了後はすみやかに、甲に対し、前項の器具、備品等

を返還し、管理員室、集会室、管理用倉庫等を明渡さなければならない。 

 

（報酬及び費用）  

第６条 甲は、第２条第１項各号に掲げる業務に係る報酬（以下「報酬」と

いう。）を、乙に対し、毎月、次のとおり支払うものとする。 

一 報酬の額 
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第６条甲は、次項に定める報酬のほか、乙が本業務を行うために必要となる交通

費、、印刷費その他の費用を負担するものとする。 

２甲は、第２条第１項各号に掲げる業務に係る報酬として、その負担方法が定額

でかつ精算を要しない費用（以下「定額業務報酬」という。）を、乙に対し、毎

月、次のとおり支払うものとする。 

一定額業務報酬の額 

合計月額○○円 

消費税及び地方消費税抜き価格○○円 

消費税額及び地方消費税額（以下、本契約において「消費税額等」という。） 

○○円 

二支払期日及び支払方法 

毎月○日までにその○月分を、乙が指定する口座に振り込む方法により支払う。 

三日割計算 

期間が１か月に満たない場合は当該月の暦日数によって日割計算を行う。（１円

未満は四捨五入とする。） 

３甲及び乙は、契約期間中であっても、定額業務報酬が次の各号のいずれかに該

当するときは、協議の上、定額業務報酬を変更することができる。 

一法令等の変更により管理者業務内容に変更があったとき、又は定額業務報酬を

変更する必要が生じたとき 

二前号に定めるもののほか、定額業務報酬の変更を必要とする事由が生じたとき 

４第２項の定額業務報酬のほか、乙が管理者業務を行うために必要な費用で、乙

が甲に代わり立替払いした費用は、原則として翌月末日までに、現金又は甲は乙

の指定する口座に振り込む方法により支払う。ただし、当該費用が発生する場合

には、乙は事前に甲に通知し、甲の総会の承諾を得るものとする。 

５支払いに要する費用は、甲の負担とする。 

 

（緊急時の業務） 

第７条乙は、第１条の規定にかかわらず、災害又は事故等の事由により、甲のた

めに緊急に行う必要がある業務で、甲の総会の承認を受ける時間的な余裕がない

月額             円 

消費税および地方消費税（以下「消費税額等」という。） 

月額             円 

消費税額等を含んだ金額 月額             円 

二 支払期日および支払方法 

毎月〇〇日までにその当月分を、乙の指定する金融機関の口座に振込

により支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。 

 三 日割計算 

期間が１ か月に満たない場合は、当該月の暦日数によって日割計算を

行う。（１ 円未満は四捨五入とする。） 

２ 甲は、前項に定める報酬のほか、乙が管理者業務を行うために必要となる

交通費、印刷費その他の費用を負担するものとし、乙が甲に代わり立替払い

した費用は、当該立替払いを行った月の翌月末日までに、乙の指定する金融

機関の口座に振込により支払う。ただし、当該費用が発生する場合には、乙

は事前に甲の監事に通知するものとする。なお、振込手数料は甲の負担とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（緊急時の業務） 

第７条 乙は、次の各号に掲げる災害または事故等（以下「災害または事故

等」という。）の事由により、甲のために緊急に行う必要がある管理者業務

で、甲の総会の承認を受ける時間的な余裕がないものについては、甲の総会

の承認を受けないで実施することができる。この場合において、乙は、災害
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ものについては、甲の承認を受けないで実施することができる。この場合におい

て、乙は、やむを得ないときには、乙又は別紙〇に規定する者に対する発注を行

うことができる。 

２乙は、速やかに、書面をもって、その業務の内容及びその実施に要した費用の

額を区分所有者及び甲の監事に通知しなければならない。 

３甲は、乙が前項の業務を遂行する上でやむを得ず支出した費用については、速

やかに、乙に支払わなければならない。ただし、乙の責めによる事故等の場合は

この限りでない。 

４乙は、○○マンション（以下「本マンション」という。）に被害が生じる可能

性のある災害又は事故等が発生したことを知ったときは、速やかに、甲の組合員

等への連絡、本マンションへの参集、その他の本マンションにおける被害状況の

把握及び保存行為の円滑な実施のために必要な行為を行うものとする。ただし、

乙の責めによらないやむを得ない事由により、これらの行為を行うことができな

い場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理者業務の報告等） 

第８条乙は、甲の監事【理事会が設置されている場合は理事会】に対して、毎月

の管理者業務の実施状況及び甲の会計の収支の結果を、書面により報告しなけれ

ばならない。 

２乙は、甲から請求があるときは、管理者業務の実施状況及び甲の会計の収支の

結果について報告を行わなければならない。 

または事故等の事由の解消後速やかに、書面又は電磁的方法をもって、発生

した災害または事故等の種類、緊急を要した事情、実施した業務の内容およ

びその実施に要した費用の額を甲の監事【理事会（又は評議会）が設置され

ている場合は理事会（又は評議会）】に通知し、かつ本マンションの所定の場

所への掲示を行わなければならない。 

一 地震、台風、突風、集中豪雨、落雷、雪、噴火、ひょう、あられ等 

ニ 火災、漏水、破裂、爆発、物の飛来もしくは落下または衝突、犯罪等 

２ 甲は、乙が第１項の業務を遂行する上でやむを得ず要した費用を立替払い

した場合は、当該立替払いを行った月の翌月末日までに、乙の指定する金融

機関の口座に振込により支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。ただ

し、乙の責めによる事故等により第１項の業務を実施した場合はこの限りで

ない。 

３ 乙は、災害または事故等が発生し、本マンションに被害が生じたことを知

ったときは、速やかに、適宜の方法により、甲の組合員およびその所有する

本マンションの専有部分の占有者（以下「組合員等」という。）へ連絡する

とともに、本マンションにおける被害状況の把握および保存行為の円滑な実

施のために必要な行為を行うものとする。ただし、乙の責めによらないやむ

を得ない事由により、これらの行為を行うことができない場合は、この限り

でない。 

 

（報告義務等） 

第８条 乙は、通常総会において、甲の組合員に対し、前会計年度における

管理者業務の遂行状況や収支の状況に関する報告をしなければならない。 

２ 乙は、通常総会の招集通知に、前会計年度における管理者業務の遂行状

況や収支の状況に関する詳細な報告書を添付しなければならない。 

３ 乙は、甲の監事【理事会又は評議委員会が設置されている場合は理事会

又は評議会にも】に対し、毎月の管理者業務の実施状況や甲の会計の収支の

結果を書面により報告し、また、甲の財産口座の通帳原本等を確認させなけ

ればならない。 
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３第１項又は第２項の場合において、甲は、乙に対し、管理者業務の実施状況及

び甲の会計の収支の結果に係る関係書類の提示又は乙以外の第三者による監査の

実施とその結果の報告を求めることができる。この場合の監査の実施に係る費用

は甲の負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通知義務） 

第９条乙は、○○マンションにおいて滅失、き損、瑕疵等の事実を知った場合に

おいては、速やかに、その状況を甲の組合員全員に通知しなければならない。 

２乙は、次の各号に掲げる場合においては、速やかに、書面をもって、甲の組合

員全員に通知しなければならない。 

一乙が名称又は住所を変更したとき 

４ 乙は、甲の監事【理事会又は評議委員会が設置されている場合は理事会

又は評議委員会も】から請求があるときは、管理者業務の実施状況及び甲の

会計の収支の結果について報告を行わなければならない。 

５ 第１項、第３項及び第４項の場合において、甲は、乙に対し、管理者業

務の実施状況及び甲の会計の収支の結果に係る関係書類の提示又は乙以外の

第三者による監査の実施とその結果の報告を求めることができる。この場合

の監査の実施に係る費用は甲の負担とする。 

 

（組合員の意見の反映） 

第９条 乙は、管理者業務を遂行するにあたり、常に、甲の組合員に対する

情報開示に努め、また、組合員の意見をその業務に反映するように努めなけ

ればならない。 

２甲に組合員からなる評議委員会が設置されている場合には、乙は、甲の評

議委員会が求めた場合、その意見を聴かなければならない。 

 

（通知義務） 

第１０条 甲および乙は、本マンションにおいて滅失、毀損、瑕疵等の事実

を知った場合においては、速やかに、その状況を相手方に通知しなければな

らない。 

２ 乙は、次の各号に掲げる場合においては、速やかに、書面または電磁的方

法をもって、甲の組合員に通知しなければならない。 

一 乙が名称または住所を変更したとき 

二 乙が第１３条第２項第一号から第三号までに掲げる事項に該当したとき 

３ 乙は、甲に対し甲の組合員が届出をしたあて先に発することで、前２項の

通知にかえることができる。ただし、その届出のない組合員に対しては、本

マンション内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

 

（守秘義務等） 

第１１条 乙は、正当な理由がなく、管理者業務に関して知りえた甲及び甲

の組合員等の秘密を漏らしてはならない。本契約が終了した後においても、
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二乙がマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149

号）の規定に基づき登録の取消し等の処分を受けたとき 

三乙が第12条第２項第一号から第三号までに掲げる事項に該当したとき 

 

 

 

（守秘義務等） 

第10条乙は、正当な理由がなく、管理者業務に関して知り得た甲及び組合員等

の秘密を漏らしてはならない。この契約が終了した後においても、同様とする。 

２乙は、甲の組合員等に関する個人情報について、その適正な取扱いの確保に努

めなければならない。 

 

（免責事項） 

第11条乙は、甲又は甲の組合員等が、災害又は事故等（乙の責めによらない場

合に限る。）による損害及び次の各号に掲げる損害を受けたときは、その損害を

賠償する責任を負わないものとする。 

一乙が善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行ったにもかかわらず生じた

損害 

二乙が、書面をもって注意喚起したにもかかわらず、甲が承認しなかった事項に

起因する損害 

三前各号に定めるもののほか、乙の責めに帰することができない事由による損害 

 

 

（契約の途中における解除等） 

第12条甲及び乙は、その相手方が、本契約に定められた義務の履行を怠った場

合は、相当の期間を定めてその履行を催告し、相手方が当該期間内に、その義務

を履行しないときは、理事会の承認を経て、本契約を解除することができる。 

２甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、理事会の承認を経て、本契

約を解除することができる。 

同様とする。 

２ 乙は、甲の組合員等に関する個人情報について、その適正な取扱いを確

保しなければならない。 

 

（免責事項） 

第１２条 乙は、甲または甲の組合員等が、災害または事故等（乙の責めに

よらない場合に限る。）による損害及び次の各号に掲げる損害を受けたとき

は、その損害を賠償する責任を負わないものとする。 

一 乙が善良なる管理者の注意をもって管理者業務を行ったにもかかわらず生

じた損害 

ニ 乙が、書面をもって明確に注意喚起したにもかかわらず、甲の総会で承

認が得られなかった事項に起因する損害 

三 前各号に定めるもののほか、乙の責めに帰することができない事由による

損害 

 

（契約の解除） 

第１３条甲は、乙が、本契約に定められた義務の履行を怠った場合は、相当

の期間を定めてその履行を催告し、乙が当該期間内に、その義務を履行しな

いときは、総会の決議を経て、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の決議を経て、本

契約を解除することができる。 

一 乙が規約に定める役員の欠格事由に該当するに至ったとき 

二 乙が、事故、病気等により管理者業務の遂行が困難と判断されたとき 

三 乙が本契約に著しく違反したと認められるとき 

四 乙が甲の財産を著しく毀損する等乙が甲に著しい背信行為を行ったとき 

３ 乙は、甲が本契約に定められた義務の履行を怠った場合は、相当の期間

を定めてその履行を催告し、甲が当該期間内に、その義務を履行しないとき

は、本契約を解除することができる。 

４ 甲又は乙は、相手方に責めに帰すべき事由により、前３項に基づく解除

を行った場合において、債務不履行による損害が生じているときは、その相
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一乙が、規約に定める役員の欠格事由に該当するに至ったとき 

二乙が、事故、病気等により管理者業務の遂行が困難と判断されたとき 

三乙が本契約に違反したと認められるとき 

３甲又は乙は、相手方の責めに帰すべき事由により、前２項に基づく解除を行っ

た場合において、債務不履行による損害が生じているときは、その相手方に対

し、損害賠償を請求することができる。 

４甲は、第１項又は第２項に定める場合のほか、甲の総会の決議に基づき、本契

約を解除することができる。この場合において、甲は、解除の日から本契約の有

効期間が満了する日までの間又は３か月間のいずれか短い期間の定額業務報酬に

相当する額を、乙に支払うものとする。 

【外部専門家からの辞任は、やむを得ない場合のみ可能とする場合】 

５乙は、第１項又は第２項に定める場合のほか、事故、病気その他のやむを得な

い事由により乙による管理者業務の遂行が困難となったときに限り、本契約を終

了させることができる。この場合において、甲に損害が生じているときは、甲は

乙に対し、損害賠償を請求することができる。 

【外部専門家からの辞任は、少なくとも３か月前までに申し出れば可能とする場

合】 

５乙は、第１項に定める場合のほか、甲に対し、少なくとも３か月前までに書面

で解約の申入れを行った上で、甲の総会の決議に基づき、本契約を解除すること

ができる。 

 

（本契約の有効期間） 

第13条本契約の有効期間は、○○年○月○日から○○会計年度終了後、〇か月

以内に開催される通常総会終了までとする。 

 

（契約の更新） 

第14条甲又は乙は、本契約を更新しようとする場合は、前条に定める有効期間

が満了する日の３か月前までに、その相手方に対し、書面をもって、その旨を申

し出るものとする。 

手方に対し、損害賠償を請求することができる。 

５ 甲は、第１項又は第２項に定める場合のほか、甲の総会の決議に基づ

き、本契約を解除することができる。この場合において、甲は、解除の日か

ら本契約の有効期間が満了する日までの間又は３か月間のいずれか短い期間

の定額業務報酬に相当する額を、乙に支払うものとする。  

６ 甲が、本条により、本契約を解除した場合、本契約は第１８条１項の通

知が乙に到達した時点で終了する。 

７ 乙が、本条により、本契約を解除した場合は、本契約は第１８条２項の

通知が甲の監事に到達した時点から３か月後に終了する。 

 

（解約の申入れ） 

第１４条 前条３項に定めるほか、乙は甲に対し、少なくとも３ケ月前に書

面で解約の申入れを行うことにより、本契約を終了させることができる。 

 

（本契約の有効期間） 

第１５条 本契約の有効期間は、乙を管理者として選任した甲の通常総会の

翌日から翌会計年度終了後〇ヵ月以内に開催される通常総会終了までとす

る。 

２ 甲の通常総会で乙を管理者として再任することの承認を得られることを

条件に、本契約は従前と同一の条件をもって次の通常総会まで更新され、そ

の後もこの例による。 

３ 甲の通常総会で乙を管理者とする再任決議が否決されたときは、本契約

は当該決議の日から３カ月で終了する。ただし、それまでに新管理者が選任

された場合は、この限りでない。 

 

（契約の終了時の責務等） 

第１６条 甲が、第１３条の規定に基づき本契約を終了させようとする場合

においては、甲の監事が、乙に対して、書面（甲の総会で決議された結果を

記した議事録の写し）によって通知する。 

２ 乙が、第１３条及び第１４条の規定に基づき本契約を終了させようとする
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２本契約の更新について申出があった場合において、その有効期間が満了する日

までに更新に関する協議が整う見込みがないときは、甲及び乙は、本契約と同一

の条件で、期間を定めて暫定契約を締結することができる。 

３本契約を更新することとする場合は、乙は、乙の再任の承認を得るための総会

を招集するものとする。 

 

（契約の終了等） 

第15条甲又は乙は、第12条の規定に基づき契約を終了させようとする場合にお

いては、次の各号に掲げる区分に従い次の各号に掲げる方法で、相手方に対し、

契約を終了させようとする旨及び契約の終了する予定の日を通知するものとす

る。 

一甲から契約を終了させようとする場合乙に対する書面による通知 

二乙から契約を終了させようとする場合甲の理事及び監事に対する書面による通

知並びに本マンション内の所定の場所への掲示 

２乙は、次条に定める有効期間の満了に伴い本契約を終了させ、更新しないこと

とする場合は、満了の日の３か月前までに、前項第二号の方法により、甲に通知

しなければならない。 

３乙は、第１項第１号又は第二号の場合及び前項の場合、甲の求めがあるとき

は、乙の後任の選任、規約変更等に必要な支援を行うとする。 

４本契約が終了する場合には、乙は、第４条第１項に基づき甲から提供されたす

べての帳票類等（同条第３項の規定に基づき複製又は更新されたものを含む。）

を甲に返却し、誠実に管理者業務の引き継ぎを行うとともに、乙の後任の業務遂

行に必要な支援その他の解約後の甲の業務運営に必要な事務を行わなければなら

ない。 

（法令改正に伴う契約の変更） 

第 16 条甲及び乙は、本契約締結後の法令改正に伴い管理者業務又は定額業務報

酬を 

変更する必要が生じたときは、協議の上、本契約を変更することができる。ただ

し、消費税法等の税制の制定又は改廃により、税率等の改定があった場合には、

場合においては、乙は、甲の監事に対し書面によって通知し、かつ本マンシ

ョン内の所定の場所への掲示を行う。 

３ 乙は、本契約の終了にあたって、甲が求める場合には、甲の後任の管理

者選定や規約変更等の支援に努めなければならない。ただし、本契約の終了

原因が第１３条２項二号による場合は、この限りでない。 

４ 乙は、本契約の終了後すみやかに、第４条第１項に基づき甲から提供さ

れたすべての帳票類等（同条第３項の規定に基づき複製または更新されたも

のを含む。）を甲に返却または破棄しなければならない。 

５ 乙は、本契約が終了するにあたって、乙は、甲の新管理者が選任されて

いる場合は新管理者に、その他の場合は甲の監事その他甲が指定する者に対

し、誠実に管理者業務の引き継ぎを行うとともに、乙の後任の業務遂行に必

要な支援その他の本契約終了後の甲の業務運営に必要な事務を行わなければ

ならない。ただし、本契約の終了原因が第１３条２項二号による場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

（誠実義務等） 

第１７条 甲及び乙は、本契約に基づく義務の履行について、信義を旨と

し、誠実に行わなければならない。 

２ 乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若し

くはその他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲の総会の承認

を経ずに、甲以外の者から収受し、又は供与してはならない。 

３ 乙は、管理者業務に関連し、自己又は第三者のために甲と取引をしよう

とするとき、第三者との間において甲と乙との利益が相反する取引をしよう

とするとき、又は金〇〇〇万円以上の取引をしようとするときは、当該取引
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業務報酬のうちの消費税額等は、その改定に基づく額に変更する。 

 

（誠実義務等） 

第17条甲及び乙は、管理者業務の履行について、信義を旨とし、誠実に行わな

ければならない。 

２乙は、管理者業務に関連して、紹介手数料、仲介料、その他謝礼、若しくはそ

の他の対価の支払い又は便宜の供与その他の利益を、甲の総会の承認を経ずに、

甲以外の者から収受し、又は供与してはならない。 

３乙は、管理者業務に関連し、自己又は第三者のために甲と取引をしようとする

とき又は第三者との間において甲と乙との利益が相反する取引をしようとすると

きは、当該取引につき重要な事実を開示し、甲の総会において承認を受けなけれ

ばならない。 

４甲及び乙は、乙が管理者として別紙１【親会社、子会社、関連会社について規

定】に定める者との間で締結する取引については、前項に定める甲と乙との利益

が相反する取引とみなす。 

５乙が前４項に違反した場合は、甲は、損害賠償の請求に加えて、定額業務報酬

の○カ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

６乙は、別紙１に定める法人の範囲について、毎会計年度の決算の段階で見直し

を行い、修正が必要な場合は、甲に対して修正後の範囲について、収支決算案と

合わせて承認を得るものとする。 

７本契約に定めのない事項又は本契約について疑義を生じた事項については、甲

及び乙は、誠意をもって協議するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

につき重要な事実（取引の相手方、乙との関係性、目的物、数量、価格、取

引期間、取引により得る利益など）を開示し、甲の総会の承認決議を得なけ

ればならない。 

４ 甲及び乙は、乙が管理者として別紙１【乙が所属する法人及びその系列

法人について規定】に定める法人等との間で締結する取引については、前項

に定める甲と乙との利益が相反する取引とみなす。 

５ 乙が前４項に違反した場合、甲は損害賠償の請求に加えて、定額業務報

酬の〇ヵ月分に相当する金額を、違約金として請求することができる。 

６ 乙は、別紙１に定める法人等について、毎会計年度の決算において見直

しを行い、その範囲について修正が必要な場合、収支決算案と合わせて承認

を得るものとする。 

７ 乙は、事故又は事件が発生した場合備えて、保険に加入するなどして、

甲の組合の財産の毀損の防止に努め、そのために必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

（法令改正に伴う契約の変更） 

第１８条 甲及び乙は、本契約締結後の法令改正に伴い、本契約の内容を変

更する必要が生じたときは、総会決議に基づき、本契約を変更することがで

きる。 

２ 前項にかかわらず、消費税法等の税制の制定又は改廃により、税率等の

改定があった場合には、第６条第１項第１号の報酬のうち消費税額等は、そ

の改定に基づく額に変更する。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第１９条 乙は甲に対し、本契約締結時において、次の各号の事項を確約す

る。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者ま

たはその構成員（以下これらを総称して「反社会的勢力」という。）ではな

いこと。 

二 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではない
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こと。 

三 本契約の有効期間内に、自らまたは第三者を利用して、次の行為をしな

いこと。 

 イ 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

 ロ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行

為 

２ 乙について、本契約の有効期間内に、次の各号のいずれかに該当した場

合には、甲は何らの催告を要せずして、本契約を解除することができる。 

一 前項第１号の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

二 前項第２号の確約に反し契約を締結したことが判明した場合 

三 前項第３号の確約に反する行為をした場合 

 

（契約に定めのない事項） 

第２０条 本契約の定めのない事項または本契約について疑義が生じた事項

については、甲及び乙は、誠意をもって協議するものとする。 

 

（合意管轄裁判所） 

第２１条 本契約に起因する紛争に関し、訴訟を提起する必要が生じたとき

は、本マンションの所在地を管轄する地方（簡易）裁判所を第一審管轄裁判

所とするものとする。 

 

 本契約の成立の証として契約書２通を作成し、甲及び乙が記名押印した

上、各自１通を保有するものとする。 
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（合意管轄裁判所） 

第 18 条本契約に起因する紛争に関し、訴訟を提起する必要が生じたときは、本

マン 

ションの所在地を管轄する○○地方（簡易）裁判所を第一審管轄裁判所とするも

のとする。 

本契約の成立の証として本契約書２通を作成し、甲及び乙が記名押印したうえ、

各自１通を保有するものとする。 
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